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要旨: 
文部科学省科学技術政策研究所では、持続可能な節電に関する調査を 2011 年より実施している。東
日本大震災を起因とする福島の原発事故以来、首都圏では大規模な節電を余儀なくされた。政府は産
業界のみならず、一般家庭や在京大使館などにも節電を呼びかけ、その結果、心配された大規模停電
にはいたらなかった。しかし、今後の継続的な節電に対し、機器の運用改善や勤務時間シフトなど、生活
スタイルに関する継続的な対応については、特に産業界は抵抗感を示している。また我慢による対応で
は継続が難しい。そこで本報告書では、こうした節電に関する実状を把握し、かつ専門家による持続可能
な節電についてディスカッションし、さらにデルファイ調査とシナリオ調査を通じて、持続可能な節電技術
やシステムはどういうものか把握し、その結果を踏まえて持続可能な節電に関する未来への展望につい
て検討した。 
 
 
Investigation of Sustainable Saving Electricity 
- New Vista for the Future by Delphi and Scenario Survey - 
Science and Technology Foresight Center (STFC), National Institute of Science and Technology Policy 
(NISTEP), MEXT 
 
ABSTRACT: 
NISTEP has been investigating how to develop of sustainable saving electricity since 2011. In March 
2011, we were concern about blackout in Tokyo area because of the two nuclear power plant utility firms in 
Fukushima suffered extensive damage from the March 11th disaster. The Japanese government is asking 
industries, local governments, embassy and also households to save power in various ways. Fortunately, 
because of huge those efforts by all sectors, we didn’t get any blackout without plan. However, many 
people especially who is working for industries against to keep continue those conditions such as working 
time shift, changing air conditioning operation system etc. that deeply relating life style. Also, it’s difficult 
to keep such patience a long time. 
Based on those circumstances, we investigated the real condition about such saving electricity and we 
discussed the sustainable saving electricity by the expert. Furthermore, through Delphi and a Scenario 
investigation, we grasped what kind of things a sustainable saving electricity of technology and system, 
also we examined the prospects to the future about sustainable saving electricity based on those result. 
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全体概要                                                                           
1. 背景と目的 
2011 年夏、東日本大震災により原子力発電所の稼動が停止したことから、予測不能な大規模停
電が発生することが懸念され、特に首都圏では大規模な節電を余儀なくされた。政府は、産業界の
みならず、一般家庭に対しても不要な電気機器の使用をやめるなど、できる限りの節電を呼びかけ
た。その結果、目標とする節電がなされ、心配された大規模停電には至らなかったが、今後の継続
的な節電に対し、産業界としては照明・空調の運用改善はある程度継続可能なものの、それ以外の
機器の運用改善や勤務時間シフトなどについては、2011 年夏に限った緊急避難的な対応として、
今後再び実施することには抵抗感を示している。現在は、原子力発電に代わり火力発電によって多
くの電力を供給しているが、CO2 などの温室効果ガス排出増加が懸念される。今後も原子力発電所
の再稼動が見込めないのであれば、こうした温室効果ガスとエネルギー供給の問題とあわせて、節
電が重要となってくる。持続可能な節電とはどういうものか、ピークカットに資する技術、再生可能エ
ネルギー導入による社会システムの変化、温室効果ガス削減などの課題解決策のひとつとして、節
電が注目される。2011 年に実施した節電を契機に、現在も電力使用抑制が継続しているが、経済活
動との関係や、持続可能な節電社会の構築などの検討が必要となってくる。そこで、当所では持続
可能な節電に関する調査を行い、今後に向けての施策について検討を行った。 
本調査では以下の 3 点について明らかにすることを目的とした。 
① 震災後の節電に関する実施状況を把握する。 
② 節電に関する課題を俯瞰的かつ構造的に理解する。 
③ 今後優先的に取り組むべき節電に関する科学技術政策の方向性を見い出す。 
 
図表 1 本調査の流れ 
本調査は図表 1 に示
す通り、インターネットと
雑誌に公表されている節
電に関する文献調査、定
量的手法である予測調
査(デルファイ調査) 、そ
して企業・大学・当所客
員の方々による定性的調
査であるシナリオライティ
ングを、ワークショップを
開催して実施した。 
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2. 調査結果 
2.1 節電の実績 
政府機関発表の節電実績によると、震災後の 2011 年夏、東京・東北電力管内では電力使用量が
前年の同時期と比較して 15%以上削減された。これは、照明の間引きや空調温度調節、節電の周
知・実行体制整備やクールビズ、一部の製造業を中心に休日シフト・休暇の活用や夜間・早朝操業
等の勤務時間シフトが行われた結果によるものである。また 2011 年度冬は、いずれも前年度比で東
京 7.4％、九州 6.2%、関西 5.0%の節電効果が得られた結果となった。 
また、震災直後の計画停電や、2011 年度夏あるいは冬の節電に関して、各種団体や調査機関
による企業や個人の対応行動や意識等についてのアンケート調査等が実施されている。そこで、そ
れらの結果（計 26 件）を俯瞰的に分析して、節電に関する実態を把握した。それらをまとめた結果を
図表 2 に示す。 
図表 2 各種機関が行った節電対策に関するアンケート結果の概要 
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2.2 節電に関する科学技術課題の予測調査（デルファイ調査） 
節電に関係する科学技術課題の技術的・社会的実現時期を把握するために、デルファイ調査を
実施した。課題の設定に際して、節電に深くかかわる電機、住宅、建設、自動車などのメーカーや社
会システム、エネルギー、材料などに従事する企業の方々を集め、ワークショップを開催しデルファイ
調査のための課題を検討した。ワークショップでは、(1)持続可能な節電に資する技術や施策につい
て、現状から将来を俯瞰するフォアキャストと、(2)望まれる節電が普及した将来の暮らしの姿の実現
のために、必要となる技術や施策を議論するバックキャストの 2 方向で検討した。 
そして、当所で以前実施した第 9 回デルファイ調査の回答者約 1600 人に対し、今回のワークショ
ップで設定された41課題（技術27、技術以外14）に関する技術的・社会的実現時期、及び牽引する
主なセクターについて、同じ質問を 2 回繰り返すアンケート調査（デルファイ調査）を実施した。その
結果、節電に関係する技術は 2030 年までにはほぼ普及し、技術以外の課題を含めても、2030 年ま
でには 85%が社会的に実現する結果となった。技術的実現から社会的実現までの期間は、平均して
5.3 年となった。また、牽引する主なセクターは、技術的実現の 96％が企業で、社会的実現は企業
51％、政府 46％とほぼ 2 分される結果が示された。 
また、2011 年の東日本大震災による節電に対する意識変化を調べるために、2008 年～2009 年に
当所で実施した第 9 回デルファイ調査で使用した課題のうち、今回と同じ 11 課題について比較・分
析した。その結果、8 課題の技術的実現年が 1～5 年遅くなり、3 課題は 1 年早くなった。技術的実現
から社会的実現までの年数は、多くの課題で前回と変わらない結果となった。バーチャルオフィス、
省電力コンピューター、ビル管理システムといった IT を利用する課題に関しては、技術的・社会的実
現ともに 3～4 年遅くなり、一方でスマートグリッド技術と電池技術は 1 年早くなる結果となった。 
今回の結果から、電力を大量に消費する IT を利用する技術に関しては、技術開発が以前ほどの
スピードで進まないことが予測され、再生可能エネルギーの普及には欠かせない電池やスマートグリ
ッドの開発はより進む結果となった。ただし 11 課題のうち 5 課題の技術的実現年の差は 1 年程度で
あることから、震災による影響が顕著に出ているとは言い難い。 
 
2.3 持続可能な節電を実現するための生活シーン別シナリオ 
デルファイ調査の結果をもとにシナリオ作成のためのワークショップを開催し、2030 年の持続可能
な節電の姿がどのようなものであるかを 4 つの生活シーン（①オフィス/製造、②田舎暮らし、③都市/
交通、④高齢社会/サービス）別に検討した。ワークショップでは 4 グループに分かれ、それぞれのシ
ーンにおいて、デルファイ調査結果を参考に、持続可能な節電が普及している「ベストシナリオ」と、
阻害要因があり節電がなかなか進展しない「ワーストシナリオ」を作成した。その検討結果の一例とし
て、<①オフィス/製造>でのベストとワーストのシナリオを下記に示す。 
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<オフィス/製造：ベストシナリオ> 
失われた 20 年、サブプライムローン、そして東日本大震災後の経済低迷期を脱し、2015 年頃か
ら繁栄基調に転換した日本は、2030 年の現在、豊かさの中での節電という新しいビジネスモデルが
定着している。私自身は米国籍であり、原発事故当時は会社も家族も日本を撤退し本国に帰還した
が、現在は最もワークライフバランスに優れた日本で再び働いており、今後とも永住するつもりでい
る。 
2030 年夏、オフィスではライフスタイルの変革により長期休暇の法的義務化によって夏季休暇中
の社員もいるが、昔に比べると出勤してくる社員は少ない。これは、テレワークにより国内外のどこに
いても仕事をすることができるようになったからで、ワークライフバランスのとれた生活がすっかり定着
している。このため日本企業の人気は高く、国内外の多彩な人材が集まり、会社の業績向上に大きく
寄与している。電力の自由化や政府による節電を促進する様々なインセンティブシステムも定着して
きた。オフィスのある地区では、データ通信の互換性とリスク管理を考慮し標準化された電力ネットワ
ークにあらゆる機器やシステムが組み込まれていて、ここで働く人々は我慢することなく無意識のうち
に最適な電力消費を実現している。製造現場でも、2010 年に比べると 30%以上も性能が向上した蓄
電システムや太陽光発電や電力変換素子の普及によって、製造工程に最適な電力が供給されてい
る。この性能向上と普及のカギとなったコストの低減は、産学官連携によって実現した。これまで一部
の企業や大学が中心で実施してきた体制を見直し、研究設備や研究人材の運用を見直したことが
功を奏し、設備の共同利用等が定着したことにより、研究が以前よりもスピーディーに進めることがで
きるようになったからである。そして、各事業所には分散電源が整備され、スマートグリッドによる電力
ネットワーク技術が確立されたことも、生産向上につながり、懸念されている巨大規模の災害にも十
分対応できるようになった。日本企業は、節電に大きく寄与するエネルギー関連製品の国際競争力
を背景に、その業績は向上している。 
 
<オフィス/製造：ワーストシナリオ> 
失われた 20 年、サブプライムローン、そして東日本大震災後の経済低迷期からまだ脱却できず
にいる。財政破綻と電力破綻により、企業も個人も大量に海外移転し、2030 年の現在、はからずも貧
しさゆえの節電だけが実現されている。海外では日本の GDP を語るものは誰もいない。私自身は日
本国籍だが、勤めている会社も外資に吸収合併され、現在は企業も家族もシンガポールだ。ワーク
ライフが 20 年前と変わらない日本の現状と子供たちの将来を思うと日本に帰るつもりはない。 
2030 年、今年の夏も日本のオフィスや製造現場では、照明が極端に消灯されすれ違う人が誰か
も認識できない暗い廊下、空調が最適化されていない暑いオフィスや工場、エレベータもコピー機も
節電という名目のもとに膨大な待ち時間を要し仕事にならない。多くの職場では、省エネ型電力ネッ
トワークは個別には普及してきているが、プロトコルなどの標準化が遅れ、リスク管理の対策も不十分
である。地域内、企業間、事業所間はもとより事業所内での電力最適化のためのネットワークの構
築・普及は未だ十分とはいえない。一部には構築されたコミュニティもあるが、そこでは節電したもの
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が損をするという費用負担に不公平感が生じ、適切な運用が課題となっている。会社も経済が低迷
する中、節電に寄与するエネルギー関連の新事業を創出しようと、産学官の連携も活用し技術開発
を進めているが、真の連携が機能せず、成果の産業化への寄与は小さい。このことも一因となり、さら
に電力価格の高騰も影響し、企業の国際競争力低下に歯止めはかからず、コスト低減のために事業
の海外移転を余儀なくされている。雇用も減り経済も低迷していることから、ライフスタイル変革が最
たる節電効果に寄与する施策である。結果的に電力消費は抑えられているが、基本的に震災後に
緊急避難的に暫定的に行った節電行動のレベルを脱することができない。貧しさゆえの節電は実現
されたが、電力価格の高騰と国際競争力のある技術創出の停滞で、多国籍企業群や国を代表する
製造業のほぼ全てが海外に移転し、かろうじて経営を維持している。 
 
上記<オフィス/製造>の両シナリオを比較すると、同じ言葉が異なる形で出現していることがわかる。
例えば「電力ネットワーク」は、ベストシナリオでは「地域全体で標準化がなされて普及」であり、ワー
ストシナリオでは「標準化が遅れ個別に普及」である。このように、同じ言葉であっても、何らかの要因
によって後に大きい差となることがわかる。図表 3 に、＜オフィス/製造＞のシナリオを例に、ベストと
ワーストに分岐しているキーファクターについての分析結果の一例を示す。 
このように、各生活シーン別シナリオについて分析した結果、経済の状況や人々の意識などが要
因となり、ベストとワーストのシナリオとなっていることがわかった。そしてこうした分析により、各生活シ
ーンにおいて解決すべき課題について示唆を得ることができる。 
 
図表3  「オフィス/製造」ベスト・ワースト両シナリオに出現するキーファクターと表現の違い（一例） 
 キーファクター ベスト ワースト 
技
術 
電力ネットワーク 地域で標準化されて普及 標準化が遅れ個別に普及 
電力消費 
全体的に最適化されたネットワー
クによって無意識のうちに管理さ
れている 
ライフスタイルの工夫によってか
ろうじて震災後のレベルを維持 
電力変換素子 多くの機器に適用されて普及 一部の機器にのみ適用 
技
術
以
外 
国際競争力 エネルギー関連製品を中心に向上 研究開発力低下により停滞 
ワークライフバランス 
テレワークなどの普及を背景に向
上 
20 年前と変化なし 
産学官連携 
これまでの体制の見直しで連携が
機能 
従来の連携体制で真の連携は機能
せず 
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図表 4 シナリオライティングに用いた社会像 
2.4 持続可能な節電を実現するための社会像別シナリオ 
 2.3 ではデルファイ調査によって予測された技術実現時期の結果を参考に、生活シーン別シナリオ
を検討した。いわゆるフォアキャストとしてシナリオを作成したが、個々の生活シーン別のシナリオだ
けでは、社会全体像を把握することが難しい。また、生活シーン別のベストシナリオすべてを組み合
わせても、必ずしも社会全体のベストシナリオになるとは限らない。 
そこで、2030 年の目指すべき社会をあらかじめ図表 4 に示すように A,B,C の 3 つを設定し、バック
キャストの手法を用いてそれぞれの社会によって優先される技術や社会的課題がどのように異なる
かを検討した。横軸には、新エネルギー技術の進捗度合を、縦軸には環境を重視した経済活動志
向と、その反対としてこれまでのような物質大量消費による経済活動を志向した経済至上主義といっ
た、社会システムとライフスタイルに関連する軸とした。そしてそれぞれの社会像ごとに、持続可能な
節電とはどういうものかをグループで議論しシナリオ A,B,C を作成した。シナリオ検討結果の概要を
図表 5 に示す。 
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図表 5 社会像別シナリオの概要 
シナリオ A B C 
社会像 新エネルギー技術進展 
/環境・経済両立志向 
新エネルギー技術進展 
/物質・経済至上主義 
新エネルギー技術停滞 
/環境・経済両立志向 
キ ャ ッ チ
フレーズ 
未来型 SETSUDEN - 
JAPAN モデル 
技術邁進社会 パッシブ・サステナビリティ 
イメージ 節電技術も普及し、全国各地
でコンパクトシティが実現さ
れ、家庭や事業所を含む地域
単位での電力使用量が最小
化、コントロールされている。 
地域全体での省電力化は機能
しておらず、代わってハイテク
の機器・システムの導入による
各家庭や事業所単位での節電
で、国内では 2010 年の消費電
力 1 割減を達成している。 
自然と共生した生活を軸にラ
イフスタイルを見直し、足るを
知る、という節度ある暮らしに
よって節電が実現している。 
ラ イ フ ス
タイル 
人々は家庭でも職場でも節電
を意識することなくゆとりのある
生活をしている。 
個人中心で、e ラーニングやオ
ンライン医療が主流となってい
る。 
自給自足や地産地消中心。
無駄な移動エネルギーは抑
制されている。 
経済 発展 大量消費とともに発展 低迷 
環境 重視または優先 優先ではない 重視または優先 
技術 
(ハード) 
高効率電力変換、エネルギー
貯蔵・輸送、高エネルギー密
度電池、スマートグリッド・分散
電源、高断熱材料など 
センサー技術、照明、エアコ
ン、冷蔵庫、コンピュータなど 
バイオマス、水力、風力発
電、在宅勤務やオンライン医
療、スマートメーターなどの
マネージメント関連機器など 
技術 
(ソフト) 
電力消費者の合意形成を得
るしくみに関する研究 
税制優遇、エコポイントなどのイ
ンセンティブ施策に関する研究
エネルギー最適化マネージ
メントに関する研究 
規制 FIT 制度や再生可能エネルギ
ー利用義務化 
電力市場の標準化 小規模分散型発電の買取制
度 
国 際 競
争力 
節電技術は日本が世界をリー
ドしており、実用化・普及が海
外まで進展。省エネ技術の産
業化が高度に進展し、日本の
ものづくり産業が競争力を保
持している。 
技術偏重で成長し続けているこ
とに対して、世界環境に対する
配慮が少ないという非難の声が
上がっており、政府は外交政策
に苦慮している。 
高齢者の知恵や労働力を生
かした｢ニューギルド社会｣が
この都市生活の新たな特長
であり、国際社会で話題にな
っている。 
その他 産学連携の整備や連携型大
学院構想など、協同作業の推
進が積極的に行われている。 
若者の雇用創出とともに、低賃
金でも参画する高齢者の労働
力も活用されている。 
混雑・渋滞を抑制するための
出勤時間分散化が定常とな
っている。 
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3. 持続可能な節電を実現するための提案 
前述したシナリオ A、B、C にはそれぞれ特徴があるが、「節電」は技術だけではなく社会行動も多
く関与することから、前述したようにさまざまな要因が影響してシナリオが描かれる。持続可能な社会
を構築し、環境と経済両立の実現を目標にするのであれば、新エネルギーの普及と環境保全が同
時に成立し、かつ経済発展も期待されるシナリオ A が最良となる。経済は発展するが、環境への配
慮が欠如するとシナリオ B になる。一方でシナリオ C は、環境を重視することにより人々はより自然と
ともに生活するスタイルとなるが、経済はあまり発展しないことが問題となる。したがって、日本が目指
すべき持続可能な将来の節電社会はシナリオ A であり、それを実現するためには次の施策が望まれ
る。 
 
3.1 節電に関係するデバイスや材料などの研究開発の推進 
シナリオ A では、高効率電力変換、エネルギー貯蔵・輸送、スマートグリッド・分散電源など、電力
の供給に関連する技術開発が望まれる。また、シナリオ B では、これまで同様、地道ではあるが照明
やエアコンといった、家電製品の更なる低消費電力化の推進が望まれ、シナリオ C ではスマートメー
ターなどのマネージメント関連機器の開発が期待される。3 シナリオすべてに共通して、電力消費を
確実に低減できる実用デバイスや材料の研究開発は、プライオリティが高い。すなわち、節電効果が
大きい照明、電力変換素子、低消費電力デバイスの高効率化、これに関連する材料、特にユビキタ
ス材料の利用やプロセスの先駆的な研究が重要となる。冷暖房の消費電力低減に大きく寄与する、
高断熱材、建築材、窓材、そして自然エネルギーを活用した自立型建築などの開発も望まれる。 
上記のような、世界トップレベルのわが国の低消費電力機器や効率的な電力供給システムといっ
た節電関連技術は、わが国の新たな基幹産業となる可能性があることから、推進するための施策が
重要である。知財や標準化戦略も含めて、現在トップランナーである電化製品の更なる性能向上の
ためへの研究投資を通じて国際競争力を強化することが必要である。併せて効率的な補助金の検
討、産学官連携なども、大学の研究マネージメント人材（例えばリサーチ・アドミニストレーター）が中
心となって地元企業や自治体との連携を強化し、実質的に功を奏す仕組みづくりが必要である。 
  
3.2 電力インフラに関係する人材育成と社会システム改革の検討と推進  
エネルギー産業を経済成長の基幹技術とすることは、我が国の技術力向上はもちろんのこと、社
会システムの改革も深く関与する。節電はまさしくこの両方の課題を含む事柄であり、特定の国や地
域だけの問題ではなく、気候変動問題解決にも寄与する、世界と共有できる重要課題である。 
電力インフラは、再生可能エネルギーの普及によって、今後大きく変化することが見込まれている。
近い将来、ヨーロッパのように電力供給事業者を選択できるようになることが予想され、新たな電力イ
ンフラシステムに対応できる人材育成が必要である。併せて、ここ数年で団塊の世代の方々がリタイ
アすることによって、既存の電力インフラの維持管理についても問題になることが懸念され、その対
応も急務である。さらに、固定価格買い取り制度(FIT)によって、再生可能エネルギーの導入が加速
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することが見込まれている。これまでのように電力会社からの供給に頼らず、事業所や家庭で発電が
実施されることになる。そして地域に適した発電によって、地方が都会のエネルギー供給源となり、
新たなビジネスを構築できる可能性を秘めている。例えば、ドイツでは将来を考慮し、農家が再生可
能エネルギーの導入に積極的に投資している事例があるが、こうした取り組みは日本のエネルギー
政策にも必要な検討事項であろう。そこで、企業単独ではできない、電力インフラ全体を俯瞰できる
ような社会人育成を大学が積極的に行うことが望ましい。 
同時にリスク低減やリスク管理といった、持続可能な社会構築には欠かせない課題解決策も忘れ
てはならない。それには一般市民を交えた街区・地域の在り方について、各自治体で検討する機会
を設けることも必要である。経済効率性の追求と環境との共生をめざし、安全・安心な社会を構築す
るには、これまで以上にエネルギーセキュリティを考慮したエネルギーのベストミックスに関する議論
が重要である。そして戦後配備したインフラの老朽化に伴う新たな都市デザインも、節電を考慮して
進められることが望ましい。そこで、ライフスタイルと電力消費量あるいはエネルギー消費量の関係の
定量化といった、ライフスタイル変革の検討に向けたデータの構築や、心理学や行動学といった社
会システムに関連する研究開発も今まで以上に重要である。 
勤務時間や休日取得の自由度の向上、通勤・通学・通院等の移動削減も節電につながる。IT 技
術を利用したテレワーク、バーチャルオフィス、オンライン教育や医療の普及や、学校におけるエネ
ルギー教育の義務化の施策をすべきであろう。こうした事項はライフスタイルの変革が伴うことから、
例えば公共の場における総合的な節電、持続可能なエネルギー消費実現のための新交通システム、
高齢者を考慮した社会インフラに関する研究などの推進も重要である。 
 
4. 最後に 
東日本大震災で発生した福島原子力発電所の事故を機に、電力の供給不足で停電が懸念され、
東京電力管内では大規模な節電施策が実施された。事業所だけではなく、政府は個人や在京大使
館などにも協力を要請し、社会全体としてできる限りの節電に取り組んだ。電車の間引き運転、輪番
停電、勤務時間や休暇のシフト、デパートなどの商業施設の営業時間短縮化など、インフラを中心と
した取り組みはもちろんのこと、個人もエアコン温度の設定調整、クールビズ、省エネ型照明や家電
製品への買替えなどに取り組み、その結果心配された大規模停電は起こらなかった。こうした背景に
は、これまで日本が世界をリードして推進してきた研究開発の成果によってもたらされた LED 照明や
省エネ型エアコンなどがすでに商品化していたことから、即座に切り替えが可能であった。また多く
の企業では、定期的に避難訓練を実施していたことや、災害に備えて水や非常食、毛布などの確保
をしていたことも、社会全体としてパニックにならずに済んだ一因である。しかし、ライフスタイルを変
えるような休日や勤務時間の変更などは、企業・団体の協力によってなされたため今後の継続は難
しい。これまで環境負荷低減施策としてエコポイントやエコカー減税などが実施されてきたが、こうし
た施策は予算の面で限界があり継続性がない。また環境税の導入なども、経済と環境への効果につ
いては議論が分かれるところであり、長期的には不明瞭である。 
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持続可能な節電を実現するには、新エネルギーの導入、経済発展と環境両方を成立させる必要
があり、こうした課題はこれまで同様、容易には実現しないであろう。しかし、わが国がもつ世界トップ
クラスの節電に関する技術開発を継続的に推進していくことによって、完全ではないにしてもシナリ
オ A の実現も不可能ではないはずである。環境にあまり配慮しない経済偏重型のシナリオ B や、環
境を重視するがゆえに経済発展があまり望めない C にならないためにも、技術に関する研究開発は
これまで以上に必要である。そして、エネルギーミックスの議論も含めた節電に関する取り組みに関
して、ステークホルダーとの合意形成もこれまで以上に効率的に進める必要があり、そのためには社
会技術系の研究も重要である。そして持続可能な社会構築の実現に向けて、さまざまなステークホ
ルダーが横断して取り組む仕組みづくりも必要である。  
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1章  はじめに 
 
1.1 調査の背景 
2011 年夏、東日本大震災により原子力発電所の稼動が停止したことから、予測不能な大規模停
電が発生することが懸念され、特に首都圏では大規模な節電を余儀なくされた。政府は東京電力と
東北電力管内の大口需要家（契約電力 500kW 以上）に対し、ピーク時使用電力の 2010 年夏比
15％削減を要請した1。また平日の午前 9 時から午後 8 時を対象として、中小企業や一般家庭にも
15％の節電を呼びかけ、2011 年 9 月 9 日まで電力使用制限令を継続した。その結果、同年 7 月は
猛暑だった影響もあり、大口需要家の約 450 事業所が節電目標を達成できなかった。各企業では、
可能な限りの節電を実施したが、今後の継続的な節電に対し産業界2としては、照明・空調の運用改
善はある程度継続可能なものの、「照明・空調以外の機器の運用改善」や「自家発電、蓄電池の導
入・活用」、「休日・休暇の活用」、「夜間・早朝操業等の勤務時間シフト」については、緊急避難的に
対応したが、今後継続的に実施することには抵抗感を示している。また一般家庭に対しても不要な
電気機器の使用をやめるなど、できる限りの節電を呼びかけた。その結果、目標とする節電がなされ、
心配された大規模停電には至らなかったものの、今後に多くの課題を残した。同年夏は緊急事態だ
ったことから、できる限りの努力と我慢で乗り切ることができたが、例えば勤務時間のシフトなど、今後
も同じ施策を実施することには抵抗があるといった意見も多い。 
現在は、原子力発電に代わり火力発電によって多くの電力を供給（図表 1）3しているが、CO2 など
の温室効果ガス排出増加が懸念される。こうしたことを考慮すると、原子力発電所の再稼動が見込め
ないのであれば、エネルギー供給の問題とあわせて、節電が重要となってくる。特に持続可能な節
電や、ピークカットに資する技術、社会システムの変化への対応、温室効果ガス削減との共存、持続
可能な社会の構築などの検討が必要となってくる。 
 
図表 1 東日本大震災以降の電力供給状況の変化の概念図(夏期) 
 
出典: エネルギー・環境会議 3 
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2010 年 6 月に策定された「新成長戦略」に代わり、2012 年 7 月に「国家戦略会議」にて「日本再生
戦略」が策定された。ここでは、3 つの重点分野のはじめにグリーン戦略が掲げられており、5 つの重
点施策が明示されている4。また、第 4 期科学技術基本計画5が 2011 年 8 月に閣議決定された。その
中でグリーンイノベーションの推進が明記され、2012 年 7 月には、図表 2 に示すような政策課題に基
づき、平成 25 年度科学技術重要施策アクションプラン6が公開されている。アクションプランでは、我
が国が 2030 年に目指すべき社会の姿を「豊かで活力のある持続可能な成長を実現するエネルギ
ー・環境先進社会」と設定し、4 つの政策課題と 6 つの重点的取組を推進する計画が示されている。
重点的取組の一つとして「技術革新によるエネルギー消費量の飛躍的削減」をあげ、快適な生活を
担保しながら 2030 年における省エネ目標（現状のレベルから発電電力量で 1 割削減、最終エネル
ギー消費で約 2 割削減）の達成7に貢献すると明記されている。エネルギー消費量の低減に大きく寄
与する節電に関しても、グリーンイノベーションに資する重要施策として注目される。 
図表 2 平成 25 年度科学技術重要施策アクションプラン（グリーンイノベーション） 
  ～目指すべき 2030 年の社会の姿と重点的取り組み～ 
目指すべき 
社会の姿 
政策課題 重点的取組 
豊かで活力ある
持続可能な成
長を実現する 
エネルギー・環
境先進社会 
クリーンエネルギー供給
の安定確保 
① 技術革新による再生可能エネルギー利用の飛躍
的拡大 
② エネルギー供給のクリーン化 
分散エネルギーシステ
ムの拡充 
③ 革新的なエネルギー供給・貯蔵・輸送システムの
創出 
エネルギー利用の革新 ④ 技術革新によるエネルギー消費量の飛躍的削減 
社会インフラのグリーン
化 
⑤ 地球環境情報のプラットフォーム構築 
⑥ エネルギー・環境先進まちづくり 
 
 
1.2 本調査の目的 
以上のような状況を鑑み、本調査では以下について明らかにすることを目的とした。 
  
① 震災後の節電に関する実施状況を把握する。 
② 節電に関する課題を俯瞰的かつ構造的に理解する。 
③ 今後優先的に取り組むべき節電に関する科学技術政策の方向性を見い出す。 
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1.3 本調査の流れ 
                         図表 3 本調査の流れ 
本調査では図表3に示すとおり、
大きく6つのフェーズに分けて検
討を進めた。 
 
Phase 1 では、節電に関する現
状を把握する手段として、インター
ネットや刊行物、講演会への参加
等を通じて、団体や企業などが実
施した節電に関するアンケートや
調査・研究、実績分析などについ
て情報収集を行い、結果を要約し
てまとめた。 
Phase 2 および Phase 3 では、
節電に関してどのような技術が今
後重要となるか、またどのような課題を設定すべきかを検討し、その技術および社会的実現時期や
牽引するセクター、優先すべき課題の順位付けをするためにデルファイ法iによる予測調査（以下、デ
ルファイ調査）を実施した。そして「持続可能な節電を検討するワークショップ」を企画し、節電に深く
かかわる住宅、建設、電機、自動車などのメーカーや、鉄道といったインフラ系、そしてエネルギー、
材料などに従事している者を集め、デルファイ調査課題を設定するためのワークショップを実施した。
ワークショップで提案された課題と、過去に当所で実施した第 9 回デルファイ調査結果8を再解析し、
双方の結果を俯瞰して、特に今回対象とする節電に関する 41 課題を選定し、専門家ネットワークiiに
参加している専門調査員およびワークショップ参加者を対象に、デルファイ調査を実施した。 
Phase 4 および Phase 5 では、デルファイ調査結果を基に、先に実施したワークショップと同じ参加
者によって、オフィスや家庭などの生活シーン別、および、技術優先かあるいは環境優先か等の目
指すべき社会像別シナリオを作成するためのワークショップを 2 度にわたって開催した。 
最後にワークショップの結果等を分析し、本報告書を作成した。 
  
                            
i 多数の人に同一内容の質問を複数回繰り返し、回答者の意見を収れんさせるアンケート手法。2回
目以降のアンケートでは、前回の集計結果を回答者に示し、回答者は、その結果つまり全体の意見の
傾向を見ながら自身の回答を再検討して回答することから、意見は収れんする方向に向かう。 
ii 科学技術動向研究センターにて運用している、科学技術に従事する専門家約 2,000 名からなるネッ
トワークで、専門家の意見収集等に用いている。 
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2 章 節電の現状把握 
 
震災直後の計画停電や、2011 年度夏あるいは冬の節電に関して、各種団体や調査機関による
企業や個人の対応行動や意識等についてのアンケート調査等が実施され、結果が公表されている。
そこで、それらの結果を俯瞰的に分析して、節電に関する実態を把握することを試みた。調査方法と
しては、インターネットや雑誌などに公開されている、各種機関が行ったアンケート等の調査結果、
研究報告等から特に節電に関する調査結果を抽出し、比較分析した。 
 
2.1 震災後の節電実績 
震災後に実施された節電実績を各種機関が公表している。本調査では、2011 年度夏あるいは冬
の節電実績に関する報告 9 件（図表 4）についてまとめた。発表されている節電実績のうち主要なも
のを以下に記載する。なお、文中の[ ]内の数字は、図表 4 中に示す発表機関 No.に対応し、報告の
概要は、資料 1-1 にまとめて示した。 
 
• 震災後の 2011 年度の夏と冬の節電実績について、資源エネルギー庁[3]および国家戦略室受
給検証委員会[8]の資料として、電力供給実績が公開されている。 
• 2011 年夏においては、東京・東北電力管内では大口・小口・家庭共通の需要抑制目標 15％（大
口には使用制限）を要請し、節電によって目標値以上の使用削減が達成された。[3] 
• 関西電力管内でも、10％以上の需要抑制を国が要請（使用制限なし）、それ以外の電力管内（沖
縄を除く）でも節電を要請（数値目標無）した。その結果、おおよそ目標値の使用削減が達成され
た。[3] 
• 2011 年度冬(12/1～3/30)では、沖縄を除く 9 電力管内に節電を要請、節電効果は前年度比で
東京が 7.4％、九州 6.2%、関西 5.0%、であった。[8] 
• 電気事業連合会[9]は、2011 年度の電力需要実績を公表し、電力 10 社合計で前年比 5.1％減と
なった。小口の電灯が 5％減、業務用が 8.4％減、産業用大口でも 3.2％減と、いずれも 2 年ぶり
に前年を下回り、東日本大震災による節電効果が表れた結果となった。 
• 上記公表の節電効果には、2011 年夏がその前年と比較し気温が低かった影響も含まれるとして、
（財）電力中央研究所[1]では気候の影響、（財）日本エネルギー経済研究所[2][7]、（財）関西社
会経済研究所[5]、（財）東京財団[6]では気温の影響を考慮した節電効果を試算している。その
結果、気温の影響を除いても概ね 13％以上の節電が達成されている。 
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図表 4 節電実績に関する報告 
No. 発表機関 時期 主な内容 
1 (財)電力中央研究所 2011 年 8 月 
天候の影響を排除した、東京電力管内の電力需
給減少量の試算 
2 
(財)日本エネルギー
経済研究所 
2011 年 8 月 
気温影響を考慮した節電効果の試算 
（東京・東北電力管内） 
3 資源エネルギー庁 2011 年 9 月 
2011 年夏の電力供給対策の総括  
（需要抑制実績） 
4 東京電力(株) 2011 年 9 月 2011 年夏の節電実績 
5 
(財）関西社会 
経済研究所 
2011 年 11 月 気温影響を考慮した制御率の試算（9 電力管内） 
6 (財)東京財団 2011 年 12 月 
東京電力管内における今夏の電力需要減少の要
因分析 
7 
(財)日本エネルギー
経済研究所 
2012 年 4 月 
気温影響を考慮した節電効果の試算 
（東京・東北電力管内） 
8 
国家戦略室 
受給検証委員会 
2012 年 4 月 
2011 年冬の電力供給対策の総括  
（需要抑制実績） 
9 電気事業連合会 2012 年 4 月 2011 年度の電力需要実績 
 
 
2.2 節電対策および意識の実態 
震災後に節電のために行われた対策と節電に対する意識を把握するために、民間の調査機関、
経済団体、地方公共団体等が実施した各種アンケートのうち、インターネットあるいは雑誌に調査結
果が公表されている計 26 件についてまとめた。アンケートは、企業を対象にしたものが 11 件（図表
5）、個人を対象にしたものが 15 件（図表 6）であった。なお、図表 5 及び図表 6 中の No.1～26 に対
応したアンケート結果の概要を、資料 1-2 に記載した。 
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図表 5 節電に関する各種アンケート調査（2011 年、企業対象） 
No. 調査機関 対象者 件数 時期 主な調査事項 
1 東京経営者 
協会 
大中小企業 製造業 50
非製造業
22 
6 月 
夏の節電対策行動計画 
（設備、運用、勤務、生産） 
2 （社）私学経営 
研究会 
私立学校 
52 6 月 
節電対策行動実績 
（電化製品、勤務形態、クールビズ）
3 (株)ぶぎん地
域経済研究所 
埼玉県内 
企業 
294 8 月 
埼玉県内企業の夏の節電行動実績
（実施有無、目標、機器、勤務） 
4 （財）山口経済 
研究所 
山口県内 
企業 
239 8 月 
山口県内企業の夏の節電行動実績
（業種別実施有無、機器、勤務） 
5 (株)いよぎん
地域経済研究
センター 
会員企業 
503 8 月 
事業所における昨夏の節電実施状
況、対策、自家発電導入状況 
6 （社）日本 
フランチャイズ
協会 
会員企業 
35 9 月 
夏の節電対策行動実績（業種別（小
売・外食・サービス）、設備、勤務） 
7 （社）日本経済 
団体連合会 
大企業 製造業 53
非製造業
34 
9-10 月
夏の節電対策行動実績(設備、運
用、勤務、生産)、今後の継続可能
性 
8 東京都環境局
(1) 
大規模 
事業所 521 9-10 月
夏の節電対策行動実績(設備、運
用、勤務、生産)、夏の節電達成実
績、生産への影響 
9 東京都環境局
(2) 
大規模 
事業所の 
テナント 
204 9-10 月
夏の節電対策行動実績(運用)、オ
ーナーからの提案内容(定量化、目
標) 
10 資源エネルギ
ー庁(日本商
工会議所) 
契約電力
500kW 未満
の事業所 
約 230 10 月 
夏の節電達成実績、経営影響、 
今後の継続可能性、電気料金上昇
時の影響 
11 大阪商工 
会議所 
大中小企業 製造業 23
非製造業
52 
11 月 
冬の節電対策行動計画 
(設備、運用、勤務、生産) 
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図表 6 節電に関する各種アンケート調査（2011 年～2012 年、個人対象） 
No. 調査機関 対象者 件数 時期 主な調査事項 
12 （株）マクロミル 東電管内 
500 4 月 
電力不足が引き起こしたライフスタイルの
変化、節電による不便さの受容 
13 （株）三菱総合
研究所 
東電管内 
2,041 4 月 
節電意識(計画停電対象地域/非対象地
域)、節電行動(2010 夏実績と 2011 予定)
14 （株）電通総研 全国・個人 2,000 4 月 この夏の節電予定内容抽出 
15 （株）住環境計
画研究所 
個人 
1,120 4 月 
震災前後の電気使用量、節電意識の変
化、実施項目 
16 日経エコロジー 日経 BP 等会
員 
4 月 1,539
8 月 1,283
4,8 月
昨夏の節電（家庭、事業所）の実施状況、
意識変化 
17 日本生命保険
相互会社 
契約者 
12,128 5 月 
節電行動(実績、今後の予定)、地域や社
会で節電に効果があると思われるもの 
18 （株）ライフ 
メディア 
個人（男性/会
社員・ 
公務員） 
1,361 5 月 
クールビズ・スーパークールビズに関する
調査（実施状況、賛否、認知度） 
19 （株）長崎経済
研究所 
長崎市民 
佐世保市民 
409 世帯 5 月 
昨夏の節電の実施状況と継続性、 
購入商品、行動、食 
20 日本放送協会
(NHK) 
全国 20 歳以
上 
1,589- 
1,813 
6,8, 
10 月 
昨夏の節電の実施状況と前後の 
意識変化、社会の節電策の評価 
21 
愛知県 愛知県内 
366 6 月 
夏の電力ピークや原因(エアコン)の認知
度、昨夏からの変化 
22 
（財）生協総合
研究所 
生協組合員 
2,351 7 月 
節電の取り組みに対する意識の調査 
23 
（株）いよぎん地
域 経 済 研 究 セ
ンター 
県内の個人 
595 7 月 
家庭における昨夏の節電実施状況、対
策、自家発電導入状況 
24 
資 源 エ ネ ル ギ
ー庁 
東北、関東 
約 1,200 10 月 
夏の節電実績、節電行動実績、今後の継
続可能性 
25 
クラシエホール
ディングス（株） 
主婦/ 
ビジネスマン 
500 
(250/250)
11 月 
冬の節電による暖房削減での寒さ対応策
26 
東京都 都民 
（モニター） 
459 
2012 
1-2 月
家庭や街中における節電対策について 
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2.2.1 アンケート対象別の傾向 
節電対策や意識に関する他機関によるアンケート調査結果を、対象者(企業・個人)により分類し
てまとめたものを以下に示す。なお、本文中に示した実施者の割合は、各アンケート調査の平均値
を用いた。また、特定のアンケートから抽出された結果については、図表 5 および図表 6 の各アンケ
ート調査機関(No.)に対応させた数字を[ ]内に示している。企業へのアンケート項目の内容には個人
としての回答も含まれ、個人への質問項目には家庭のみならず、職場での環境項目も含む。なお、
分類項目として取り上げたハード面とは機器の運用や導入に関する対策、ソフト面とは、例えば勤務
体制の変更などの対策を示している。 
 
① 企業を対象にしたアンケート調査の結果 
<ハード面> 
• 事業所では、設備等のハード面の対策として、「空調温度調節」及び「照明の間引き」について、
7 割以上が取り組んだ。 
• 空調では、「フィルターの清掃」、「空室・不在時の停止」が、照明では、「空室・不在時あるいは
昼休みの消灯」、が多く取り組まれた対策であった。 
• トイレの「暖房便座・エアタオル・温水の停止」も、少なくとも 6 割以上の事業所が行った。 
• 事業所において、「OA 機器やパソコンの省エネ・節電モードでの利用」を 5 割以上が行い、「稼
働数の削減」も実行された。また、動力では「エレベータ・エスカレータの稼働削減」も 5 割以上
が実施した。 
• 空調の輪番稼働や買い替え、タスクアンビエント照明の導入は、1 割程度の実施にとどまった。
省エネ照明へ取り替えは、実施割合が 2～7 割とアンケートによる差が見られた。 
• 私立学校およびフランチャイズ店舗では、照明の間引きの割合が 50％以下と少ないが、店舗照
明の切り替えは 5 割超と一般企業より多い。[2][6] 
• 私立学校では、OA 機器や学習用機材・研究用機器の節電対策は、8 割で実施されなかった。
[2] 
• 経団連の調査では、効果的でかつ持続可能な節電対策として、以下の取り組みがあげられた。
[7] 
・ 製造業、非製造業に共通して効果的で持続可能なものは、「照明・空調の運用改善」。ただ
し、照明に比べ空調の運用改善は今後も実施可能とする割合は低い。 
・ 製造業では、「自家発電、蓄電池の導入・活用」、「休日・休暇の活用」、「夜間・早朝操業等
の勤務時間シフト」が効果あり。しかしコストや従業員負担の問題から、今後も実施可能と回
答したのは 53 社中わずか 1 社のみ。 
・ 非製造業では、「照明・空調以外の機器の運用改善」が効果ありとする回答が多いが、利便
性低下のため、今後も実施可能は半数以下。 
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• 2011 年夏から始めた取り組みは、「ロビー照明の間引き(4 割弱)」、「ビル全体の空調の見直し(3
割)」など、節電対策が職場ごとから、建物全体に広まった。[16] 
• 今後の取り組み予定として、「白熱電球の交換(4 割)」、「省エネ家電への買い替え(4 割弱)」、
「ビル全体の空調の見直し(3 割)」、「リフォームによる断熱効果の向上(2 割超)」となった。[16] 
 
<ソフト面> 
• 勤務体制の変更等のソフト面の対策では、「節電対策の周知・実行体制整備」や「削減目標の
設定」などの運用面や、「クールビズ」は比較的多く取り組まれた。 
• 事業所における、「輪番休業」、「就業日・営業日変更」、「休暇の長期化」、「就業時間の変更」
など勤務体制の変更は 1～2 割程度が実施した。また、事業所の移転は 5％以下にとどまった。 
• 私立学校では、調査対象のほぼ全校でクールビズが実施された。[2] 
• 照明、空調以外では、製造業では「生産日シフト」「省エネ機器導入」「労働時間削減」が、非製
造業では、「省エネ機器導入」「労働時間削減」が実施された割合が高い。[3] 
• 小規模企業では、大規模企業より「生産日シフト」や「生産制限」が大幅に少ない。[3] 
 
<その他> 
• 業種別では、化学・輸送用機械では 100％節電を実施、窯業・土石は 5 割強、金属製品 6 割強
と比較的低い。[4] 
• フランチャイズ店舗の感想として、看板の消灯は店舗周辺がかなり暗くなり、防犯・安全上の心
配がある。また、ロードサイド店における店頭看板の消灯は、消灯していない競合店に客を奪わ
れるという不公平感を感じている。[6] 
• 大半の企業は省エネ意識の向上、電気代の節約によるコスト削減のメリットを感じているが、顧
客サービスの低下、生産量への影響、従業員の負担増のデメリットを指摘する企業も、2 割程度
ある。 
• 今後の節電要請に対し、昨夏程度は可能と答えた企業は 6 割以上あるが、2～4 割程度は 2011
年夏未満なら可能、あるいは、節電は困難と回答している。[10] 
• 震災前後の比較で増加した取り組みは「見える化による社員意識の向上(4 割)」。 [16] 
 
② 個人を対象にしたアンケート調査の結果 
<ハード面> 
• 設備等のハード面の取り組みとして、家庭では「空調温度調節」及び「照明の間引き」は 7 割以
上が取り組んだ。 
• 空調では「フィルターの清掃」「空室・不在時の停止」「扇風機の導入」が、照明では「空室・不在
時の消灯」が多く取り組まれた対策であった。 
• トイレの「暖房便座・エアタオル・温水の停止」を 6 割以上が行った。 
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• 家庭では、家電製品の「コンセントを抜く」「電源をオフにする」「冷蔵庫の使用工夫」、テレビに
ついては「電源オフ、輝度低減、不要時オフ」等をいずれも 5 割以上が取り組んだ。一方、省エ
ネ家電への買い替えは 2～3 割にとどまった。 
• 電力消費ピーク時の家電の使用を避ける、あるいは一家団欒等の節電行動を行った。 
• いよぎん地域経済研究センターでは、愛媛県内を対象に 2011 年夏の節電のための投資額を
調査した。[5][23] 
• 2011 年夏から新たな節電を、ほぼ全家庭が、5 割強の事業所が実施した。 
• 家庭内での節電対策として、省エネ家電や LED 照明購入など新たな消費が発生し、3 割
が節電のために出費し、1 人あたりの支出額は 46,451 円であった。 
• 事業所で今後検討している対策は、LED 照明の導入が 4 割超、エネルギー効率の高い設
備の導入が 3 割超であった。 
• 事業所が節電のために投資した額は、6 割が負担額なし、続いて 2 割が 10～100 万円未満
であった。 
• 高額の省電力製品の買い替えを実施しようとする人は 2 割に満たない。[13] 
• 住環境計画研究所では、一般家庭の電力使用量実績データから電力削減量を見積もった。震
災後の一般家庭の電力消費量は前年比 8％減。（2011 年 3 月～4 月使用分；なお、平均気
温は前年に比べ 0.5℃低い）[15] 
• 震災後停電（計画停電を含む）の有無に関わらず節電が進んでいる。 
• 震災以前から節電意識が高かった世帯でより節電が進んでいる。 
• 前年比 15％以上の節電を達成した世帯は約 3 割。 
• ピーク電力需要の削減効果は朝 9 時台で 70 万 kW、夕方 6 時台で 90 万 kW。 
• 東京電力管内の個人からの回答では、交通機関や公共施設・商業施設での節電に対し、「生
活に支障はあるが、やむを得ない」が約 6 割で、緩和の希望が多かった対策は「鉄道の運行本
数の削減」と「エレベータ・エスカレータの休止」であった。[16] 
• 節電への取組を向上させる方策は、「節電方法とその効果の PR」「使用量の見える化」と 5 割以
上が回答。[21] 
• 夜道の街灯の消灯は 6 割がやりすぎと感じ、駅のエスカレータとトイレの照明は無駄な電力と考
える人と、節電するのは行き過ぎと考える人がほぼ同じ割合であった。[25] 
• 節電対策の買い換えで支払える額は、5-10 万円(14.4％)、1-3 万円(14.2％)、支払いたくない
(13.3％)の順となった。[26] 
• 東京都の調査結果[26]では、もっと積極的に節電すべき主な対策として、 
• 「自販機照明の消灯」「小売店、飲食店の看板の消灯」「商業店舗のフロア照明の明るさ」、
「商業店舗や電車の暖房」 
• また、もう少し緩和すべき主な対策として「歩道や車道の街灯の明るさ」「公共通路の照明
の明るさ」「公共通路のエレベータ」「エスカレータ」「電車内の冷房」 
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<ソフト面> 
• 東電エリアの居住者は、節電により「ライフスタイルが変化した」が 7 割。その変化は、「家の中で
過ごすことが増えた(5 割) 」「家族と同じ部屋で過ごすことが増えた(3 割)」等が多い。2011 年夏
の節電では、8 割超の人が「ライフスタイルを見直して節電に協力したい」と思っていた。[12] 
• 地域別では、東京電力・東北電力管内 9 割で、全国的にも 8 割以上が実施。性別では、男女と
も年層が高いほど多く、男性より女性の方が熱心に取り組んだ。2011 年夏以降も 8 割が節電を
継続している。[20] 
 
<その他> 
• 地域や社会で効果がある節電の新たな方法として、2 割弱が「サマータイムの導入」をあげてい
る。[17] 
• 環境省が推進するクールビズについては、9 割弱が賛成で、半数以上の勤務先が実施予定。ス
ーパークールビズについては、6 割以上が知っていた。[18] 
• 社会的な節電策のうち、計画停電は 7 割以上が「困る」と回答。[20] 
• 節電に取り組むうえでの不安や不満として、半数が節電の効果がわかり難いと感じ、他に個人
の努力では限界がある、あるいは、健康への影響を危惧している。今後取り組むうえで、ライフス
タイルを大きく変えることは困難であり、できる範囲で取り組むべきと 8 割近くが考えている。[22] 
• 家庭の節電への取り組みについて大半の家庭は無理なく実施できるものと回答。「無理のある
節電だった」との回答は 1 割弱と少ない。「今後も節電を続ける」との回答があった家庭は 9 割以
上であり、6 割超の家庭が 1 割以上の節電が可能と回答。[24] 
• お金の節約や省エネにつながるという理由で、節電を継続する人が 8 割、苦にならないという人
は 3 割。[25] 
 
 
2.2.2 アンケート結果全体からの考察 
 各種アンケート結果に示された節電対策と実施者の割合を図表 7（詳細については、資料 1-3 参
照）に示す。ここで示す色の濃い部分は9割以上の場所・人が実施したことを表し、色が薄くなってい
くほど実施されなかったことを示す。また、空欄はアンケート項目がなかったことを示している。 
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図表 7 各種機関が行った節電対策に関するアンケート結果の概要 
 
全アンケート結果から得られた傾向をまとめると、以下のことが言える。 
各種アンケート結果に示された節電対策は、設備の運用・導入に関するハード面と、勤務体制の
アンケートの対象
アンケート資料No.(*注) 1 2 3 4 5 7 8 9 11 12 13 14 15 17 18 19 20 21 22 24 25 26
節電対策 店舗 本社工場  
オフ
ィス 家庭
ハード面 空調 空調温度調節
ブラインド等の利用
空室、不在時の空調停止
フィルター定期清掃
扇風機の導入
照明 照明の間引き
空室、不在時の消灯
照明の取替え
トイレ 暖房便座、温水、エアタオル停止
事業所 OA機器 パソコン、事務機器省エネモード
事務機器稼働数削減
動力 エレベータ、エスカレータ稼働削減
蓄電設備等 自家発電、蓄電池の導入
家庭 全体 コンセントを抜く
主電源OFF
省エネ商品への買い替え
テレビ 主電源OFF
輝度低減
不要時OFF、時間削減
その他家電 冷蔵庫の使用工夫
洗濯機の使用工夫
炊飯器など保温機能不使用
ソフト面 勤務体制等 ノー残業デー、残業禁止
就業時間変更、サマータイム導入
在宅勤務導入
営業時間短縮
就業日・営業日変更
夏季休業の長期化、休暇の活用
輪番休業
移転等 事業所の集約、国内移転
その他 クールビズ
一家団欒
＜凡例＞ 90%以上100%以下が実施 40%以上50%未満が実施
80%以上90%未満が実施 30%以上40%未満が実施
70%以上80%未満が実施 20%以上30%未満が実施
60%以上70%未満が実施 10%以上20%未満が実施
50%以上60%未満が実施 0%以上10%未満が実施
（空欄）アンケート項目なし
*注）アンケート資料 No.10 と No.16 は、節電対策に関する質問なし
節電対策の分類
企業 個人
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変更等のソフト面に大別できる。 
 
ハード面では、空調温度調節及び照明の間引きについて 7 割以上の個人と団体が取り組んでい
る。空調・照明では、さらに空室・不在時の停止や消灯が行われた。また、トイレの暖房便座やエアタ
オルの停止についても、家庭、事業所を問わず6割以上が実施した。事業所のOA機器や家庭の家
電製品の稼働削減、省エネモードでの使用は半数以上が行った。このように設備・機器の運用が積
極的になされた一方で、省エネ機器への交換・導入は、実施されても数割程度にとどまった。 
 
ソフト面では、節電の周知・実行体制整備やクールビズは比較的広く実施された。一方、節電目
標達成のために、一部の製造業を中心に休日・休暇の活用や夜間・早朝操業等の勤務時間シフト
が行われたが、事業者は今後の継続は難しいとしている。 
 
公共の場の節電に関する意見として、計画停電は 7 割以上が困ると回答している。東京電力管
内を対象とした調査では、交通機関や公共・商業施設での節電に対し、鉄道の運行本数の削減や
エレベータ・エスカレータの休止は生活に支障があるとし、自販機、看板、店舗の照明はより積極的
に節電すべきであると考えている。 
 
 
2.3 節電に関する研究報告 
各種研究機関や団体が、節電に関する研究を行っている。そこで、インターネットや雑誌に公表さ
れた、アンケート以外の節電に関係する調査・研究報告 10 件について、要旨をまとめて図表 8 に示
す。詳細は資料 1-4 参照。なお、文中の[ ]内の数字は、図表 8 の各アンケート調査機関 No.に対応
する。以下に、それらの結果の概要を記載する。 
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図表 8 節電に関する研究報告 
No. 発表機関 時期 主な内容 
1 
(財)電力中央研究所 
2011 年 4 月 
時刻、休日、連休シフトによる夏季ピーク負荷
削減効果 
2 
総務省 情報流通高度
化推進室 
2011 年 5 月 
テレワーク（在宅勤務）による電力消費量・コスト
削減効果の試算 
3 
(財)アジア太平洋研究所 
2011 年 5 月 
今夏における家庭での節電の促進方策 
-平日昼間・在宅世帯の節電率分析①- 
4 
(財)アジア太平洋研究所 
2011 年 6 月 
今夏における家庭での節電の促進方策 
-平日昼間・在宅世帯の節電率分析②- 
5 
(財）世界自然保護基金
(WWF)ジャパン 
2011 年 7 月 
2050 年の省エネルギーシナリオ作成 
6 
(独)産業技術総合研究所 
2011 年 7 月 
シミュレーションによる節電対策の効果の検討 
7 
(財)電力中央研究所 
2011 年 11 月
統計モデルを用いた震災後の東電・東北電管
内の節電量の推定 
8 エネルギー・環境会議 2011 年 12 月 節電コストの試算 
9 東京都環境局 2012 年 5 月 省エネ・エネルギーマネージメント推進方針 
10 
(財)東京財団 
2012 年 6 月 
各電力管内における 2012 年夏の節電ポテンシ
ャル 
 
<ハード面> 
• 政府の環境・エネルギー会議での節電コストの試算結果では、省電力機器の導入、つまり投資
は、平均の発電単価より安くなるケースもあり、現行の電気料金との比較から需要家による分散
型電源や省エネ製品の導入は、多くの機器で経済的にメリットがある。[8] 
• （財）東京財団では、昨夏のピーク時間帯における削減幅が、家庭部門が 100〜150 万 kW、業
務部門が 600 万 kW 程度、産業部門が 350〜400 万 kW と見積った。[10] 
• また、2011 年夏の電力消費量について気温補正し解析した結果、夏期を通して一定の減少が
なされていた。[10] 
• 家庭部門では、7,8 月は減少したが、9 月の減少幅は小さく、節電意識や危機感が希薄になっ
た可能性がある。[10] 
• さらに、全国 9 電力の電力需給構造に 2011 年度実績を基にした電力需要減少の要因分析の
結果を用い、2012 年夏期の節電ポテンシャルを予測した結果、東京電力管内における 2011 年
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度の夏期と同程度の自主的な節電対策が実施されれば、各電力管内で9〜10％程度の節電ポ
テンシャルは期待できるものと試算している。[10] 
 
<ソフト面> 
• （財）電力中央研究所は、2008 年夏のデータを用いて効果的な電力需要シフトを試算した。そ
の結果、休日の分散（連休シフト）と夏季休暇の長期化によって、500～800kW 程度の節電効果
がある。[1] 
• サマータイムなどの時刻シフトの効果は数十万 kW 程度と小さい結果となった。[1] 
• 総務省は、テレワーク（在宅勤務）による電力消費量の削減効果の試算を示し、テレワークの導
入により、一人あたりの電力消費量は 14％削減できるとの試算を示している。[2] 
• （独）産業技術総合研究所では、都市気象－ビルエネルギー連成シミュレーションを用いて節
電効果の評価を行なっている。夏の節電については、室温、換気などの対策が効果的であるが、
結果的には、震災後の節電対策はこれらのレベルを超えている。また、計画停電、サマータイム
などの効果は低いことを示している。[6] 
 
 
2.4 まとめと考察 
 以上、個人や企業を対象にしたアンケートや研究の結果を考察すると、次のようなことが言える。 
 
<ハード面に関して> 
• 設備等ハード面では、事業所・家庭ともに、設備の運用面の取り組みとして、比較的実施が容
易で効果が高い、空調温度調節、照明の間引き、トイレ便座暖房停止などが最も多く取り組ま
れた。また、これらの対策が、合意形成の基に、ビル全体や共有・公共エリアにも及んだことが、
震災後の節電の特徴といえる。 
• 一方で、省エネ機器への買換えは、多くても数割程度で、接客のある店舗などを除き、新たな
出費を伴う対策は敬遠された。 
• 家庭の節電への取り組みについて、大半の家庭は無理なく、継続して実施できると考えている。
また、金銭の節約や省エネにつながるという理由で、節電を継続するとした人が 8 割と多い。 
• クールビズについてもほとんどが賛成している。 
• 公共の節電では、大半が計画停電の実施に関しては反対であり、鉄道の運行本数の削減と、
エレベータ・エスカレータの休止については多くの人が緩和してほしいと思っている。 
• 一方で、自動販売機、看板、店舗の照明はより積極的に節電すべきだと考えている。 
• 空調・照明・トイレなどの節電対策については、研究開発の推進によって、より低消費電力の機
器の開発と、低コスト化による普及が必要である。 
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• また我慢を強いられた計画停電などのような家庭や事業所に関係する施策については、地域
全体の最適化のための節電マネージメント技術の開発、そして技術普及のための施策が必要
である。 
 
<ソフト面に関して> 
• 震災後の電力不足を期に、国民的に節電意識が高まり、全国的にも約 8 割以上の人が何らか
の節電対策を実施し、その後も継続されている。男性より女性の方が、また男女とも年層が高い
ほど多く、熱心に取り組んだ。 
• 節電のために家で過ごすことや一家団欒の機会が増加するなど、ライフスタイルの変化を体感
したが、多くがこれまでのライフスタイルを見直して節電に協力したいと思っている。 
• 勤務体制の変更等の対策では、組織を中心に節電対策の周知・実行体制整備、そしてクール
ビズは広く行われた。 
• しかし、電力不足のエリアを中心に実施された、輪番休業、就業日・営業日変更、就業時間の
変更などについて事業者は、効果は高いが今後の実施は難しいと考えている。 
• また、公共の場では、総合的なエネルギー消費低減の面からの、交通システムや商用施設の在
り方について、将来に向けた構築のための取り組みが必要である。 
• 電力そしてエネルギー消費低減のためには、国民の節電意識の維持と、節電によるライフスタ
イル変革を経済成長の契機としてとらえることが、イノベーションを起こすきっかけとなるだろう。 
• エネルギーを多く消費する高齢化社会に向けた取り組みも必要であり、さらに性別や年齢によ
る意識差をなくすような、教育や働き方の変革を支援するソフト面の施策を検討することも重要
である。 
• また、節電に関する研究を行っている各種研究機関や団体の最近の研究報告によると、以下の
点が指摘されている。 
・休日の分散や夏季休暇長期化によって、500～800kW 程度の節電効果が得られる。 
・導入が検討されているサマータイムの効果は、数十万 kW 程度で、節電効果は小さい。 
・在宅勤務によって 14%程度の電力消費量が削減できる。 
・現行の電気料金と比較した場合、需要家による分散型電源や省エネ製品の導入は、多くの機
器で経済的にメリットがある。 
 
<行政への要望と政策提言> 
またアンケートや報告書の中で、東京経営者協会、日本経済団体連合会、東京財団からは、次
のような行政の要望や政策提言が示されている。 
 
• 国民的議論と情報開示の要求 
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• 電力供給力の正確な情報の迅速な開示が必要で、電力会社も開示義務を有する行政機関
と同様の扱いにすべきである。 
• 今後の環境・エネルギー政策では、特定の関係者に偏らず利益と感情から脱却した議論が
必要で、国民的議論が行われる環境を整備すべきである。 
• 電力使用制限と原発の再稼働に対する要望 
• 計画停電は回避すべきで、電力使用制限を実施する際は早期に決定し、産業界だけに過
度な負担を強いないこと。また、電力使用制限令の実施を前提とした節電対策プラン（不測
時対応計画）を用意すべきである。 
• 経団連は、早期の原発再稼働を求めている、一方、東京財団は、節電対策の徹底し、リスク
とコストの低い現実的対策を優先すべきである。 
• グリーン産業の育成と費用補助の要求 
• 東京財団からは、節電と気候変動対策の融合として、需給両面でのエネルギー効率を高め、
グリーン産業を育成し、日本社会の「高品質化」を進めるべきである。 
• 自家発電設備の維持・増設や省エネ機器の導入費用についての補助の要望と、省エネは
長期の取り組みになるため、補助金制度が一過性に終わらないようにすべきである。 
• エネルギー政策の長期展望 
• 中長期展望として、産業界は競争力強化につながる中長期エネルギー政策の策定と電力
安定供給の確保を望んでいる。 
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3章  将来予測のための節電に関係する課題の抽出 
 
現時点で 2030 年の社会として予想されることは、日本では人口減少と高齢化が進む一方で、世
界では人口が増加し、食料確保が懸念される。そうしたことに関連して水の使用量やエネルギー消
費の拡大も問題となる。さらにグローバル化、産業、移民、安全、健康、年金など、多くの課題が想定
される。これまでさまざまな機関によって温室効果ガス削減に向けての施策が検討されている中で、
（独）国立環境研究所が提案する 2050 年の姿として、より快適で便利な社会を追求する都市での暮
らしを表す「ドラえもんタイプ」と、社会・文化的価値を尊び、自然に寄り添った暮らしの「トトロタイプ」
のような事例9がある。また、当所が実施したイノベーション 25 プロジェクトでも、2025 年に目指すべき
社会の姿について検討10している。 
 
今回の調査テーマである「節電」を検討するうえで、キーとなる技術や社会システムなどを長期的
に俯瞰する手段としては、当研究所が長年実施しているデルファイ法を用いた予測調査（デルファイ
調査）が有用なツールとなる。そこで、節電に関与する重要課題を見出すことを目的として、デルファ
イ調査を実施することにした。長期的展望としては、本テーマにおける持続可能な未来を 2030 年に
想定した。また、2 章で示した節電の現状把握の結果は、検討すべき項目やデルファイ調査用の課
題設定の参考にした。 
 
3.1 第 1 回ワークショップの概要 
前述したように、節電には電力企業だけではなく、多くのセクターが深く関与する。そこで本調査
を進めるに際し、節電に特に深く関係する電機、住宅、建築、自動車などメーカーや、社会システム
などのインフラに従事する研究者や技術者に聞き取り調査を行った。そして、ヒアリングをした方々を
招いて、デルファイ調査の課題を作成するためのワークショップを開催した。開催概要は下記の通り
である。詳細については資料 2 参照のこと。 
 
●目 的： 節電に関する各セクターにおける取り組みを把握するとともに、持続可能とするための
条件や今後優先されるべき課題についての議論を通して、デルファイ調査の課題のエ
ッセンスを抽出する。 
●日 時： 2012 年 2 月 16 日（木）13:00～18:00 
●参加者：企業（電機、自動車、住宅、建設、鉄道）、公的研究機関（産総研、環境研）、団体（省エ
ネセンター）、および当研究所の客員研究官他 計 23 名 
 
ワークショップの前半は現状把握のため、各セクターにおける節電の取組みについての事例紹
介を行った。ワークショップを効率よく進めるために、発表者には事前に検討 A「節電に関する現状と
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課題」（図表 9 及び図表 10）と、検討 B「未来型節電実現のキーとなる課題の抽出」（図表 11）のシー
トへの記入を依頼し、各人の取り組みと合わせて発表を依頼した。 
そして各人からの発表後、参加者を 4 グループに分け、節電に関する課題の抽出作業を行った。
発表者全員の事前シートを図表 12 に示すように、想定される 2030 年の社会像として取りまとめ、グ
ループワークの資料として用いた。 
 
図表 9 節電に関する現状と課題：実施した節電対策（発表シート 1） 
 
 
図表 10 節電に関する現状と課題：実施できなかった節電対策（発表シート 2） 
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図表 11 未来型節電実現のキーとなる課題の抽出（発表シート 3） 
 
図表 12 想定される 2030 年の社会像 
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3.2 グループワークによるデルファイ調査用課題の検討 
2030 年の社会像を実現するためには、どのような課題があるか検討する手段として、現在の延長
上のフォアキャスト(Forecast)と、2030 年の社会を想定したバックキャスト(Backcast)の双方により、作
業を行った。図表 13 に示すように、ワークショップでは参加者を 2 テーマ 4 グループに分けて、デル
ファイ調査のための課題検討を行った。 
 
図表 13 ワークショップのグループ構成 
 テーマ A テーマ B 
グループ 1 フォアキャスト バックキャスト 
グループ 2 フォアキャスト バックキャスト 
 
図表 12 に提案されている社会像はあくまでも参考として、節電に関わる各セクターの方々にそれ
ぞれの実態や経験を参考に、具体的なシーン等を想像して持続可能な節電とはどういうものかをワ
ークショップで討論した。 
検討における留意点として、それぞれの環境における「節電」のあり方について幅広く議論し、節
電と直接的な関係がないものでも、間接的に影響を与える、もしくは関わりが出てくるものや、さらに
技術以外のものは積極的に取り上げることを前提とした。そして各自のアイディアは KJ 法iiiにて集約
した。 
 
3.2.1 フォアキャストによる検討 
A-1、A-2 の 2 グループは、現状を踏まえて節電を持続可能にするためには、どのような技術が効
果的で、どのような施策をとるべきか、現状を踏まえて将来を俯瞰する方向(フォアキャスト)で議論し
た。作業工程は図表 14 に示すとおりである。発表者が事前に作成した節電対策を、図表 15 に示す
ように縦軸に効果、横軸を持続可能性として表にまとめたものを、グループワークにおける検討シー
トのベースとして使用した。 
作業は、各人のアイディアをポストイットに記述し、該当する箇所に張り付け、提案された意見を集
約する、KJ 法によって行った。ここでの検討結果の概要を、図表 16 および図表 17 に示す。 
 
 
 
 
 
                             
iii文化人類学者川喜田二郎（東京工業大学名誉教授）がデータをまとめるために考案した手法で
ある。アイディアをカードに記述し、集まったカードをグループ化し、意見を集約する。 
32 
 
図表 14 フォアキャストによる検討手順 
 
図表 15 グループワークに用いた検討シート 
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図表 16 フォアキャストによる検討結果(A-1) 
 
図表 17 フォアキャストによる検討結果(A-2) 
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3.2.2 バックキャストによる検討 
B-1、B-2の2グループは、生活の各場面での技術と社会システムの両面から、2030年に望まれる
節電の暮らしの姿について、いわゆるバックキャスト的に検討した。作業工程については、図表 18 に
示す。また、2030 年におけるそれぞれの生活場面の検討には、図表 19 に示すシートを用いて作業
した。そして、図表 20 および図表 21 に示すような結果が得られた。 
図表 18 バックキャストによる検討 
 
図表 19 2030 年の省電力の暮らしの姿を検討するためのシート 
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図表 20 バックキャストによる検討結果(B-1) 
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図表 21 バックキャストによる検討結果(B-2) 
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3.3 検討結果のまとめ 
図表 22 に示すように、4 グループによる検討結果をキーワードに集約して一覧にした。また 2011
年の震災前後での意識変化を把握することを目的として、当所で 2008～2009 年に実施した第 9 回
デルファイ調査で取り上げられた課題の中から、特に今回のワークショップで抽出されたキーワード
に類似する課題を検索し、関連するものも示した。 
図表 22 デルファイ調査の課題設定に資する検討結果 
 
（＊予測調査；2008～2009 年実施の第 9 回デルファイ調査) 
 
A(A-1,A-2)と B(B-1,B-2)両グループ及び事前シートの複数において提案された課題として、照
明、省電力デバイス、建築物の断熱等の電力消費低減や、見える化、スマートグリッド、エネルギー
マネージメント、都市計画、地域コミュニティなどの電力マネージメントに関する技術課題の提案が多
く出された。あわせて、太陽光発電をはじめとする再生可能エネルギーと、電力貯蔵に関する課題の
提案も多数あった。 
一方、技術以外として、経済的インセンティブ、働き方、豊かさの価値観の変化、脱電化などとい
ったライフスタイルの変革に関する課題も多く出された。 
図表 22 から判断されるように、今回のワークショップを通して提案された課題のうち、技術課題に
関してはそのほとんどが第 9 回デルファイ課題と類似していることから、震災前後での意識変化も調
査可能である。 
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4章 節電に関係する科学技術の将来予測 
 
前章で示したワークショップで得られた節電に関する課題設定のためのキーワード(図表 22)を基
に、図表 23 に示すように節電に関する課題を作成し、2030 年までを想定した節電に関する将来予
測調査(デルファイ調査)を実施した。デルファイ調査は、各課題について技術的および社会的に実
現する時期と、牽引するセクターについて、アンケート調査を 2 回繰り返し行い、2030 年の未来像を
描くための資料として使用することを目的として実施した。なお、2011 年の東日本震災前に実施され
た第 9 回デルファイ調査と同一もしくは類似する課題を一部取り上げ、震災前後での意見の相違の
検討も行った。 
 
4.1 予測調査の概要 
① 設問対象期間 
現在(2012 年)から 2030 年までの 18 年間の将来展望を行う。 
 
② 回答者群の設定 
科学技術動向研究センターの専門調査員ならびにワークショップ出席者に回答を依頼した。 
 
③ 調査項目 
回答者の属性（性別、年代、所属、職種）ならびに、節電に関連する質問課題数を、全部で 41 課
題（技術 27 課題、技術以外 14 課題、内第 9 回デルファイ調査と同一は 11 課題）用意、そして各課
題に対して、その技術的および社会的実現時期、さらにそれぞれの牽引するセクターについても質
問した。その内容について図表 23 に示す。 
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図表 23 デルファイ調査の課題と設問   
No. 課  題 （全 41 課題中、11 課題は第 9 回デルファイ調査課題を使用） 
技
術 
27 
課
題 
1 プラグを抜く必要のない家庭やオフィス向け自動節電システム 
2 各種センサ、計測器により室内環境や設備の運用状況を監視し、ビル内のエネルギー・環
境負荷を管理するシステム〈Building Energy management System、BEMS〉（各種の BEMS が
中小規模の建物まで広く普及し、業務部門の自動化された省エネルギーが進む） 
3 都市部や住宅地域において街区単位で自然・未利用エネルギーを活用（建物間で電力・
熱・水などを融通）し、物質循環と一体となった面的利用エネルギーシステム 
（都市部のヒートアイランド現象を緩和し、都市部でも郊外でも低炭素コミュニティづくりに寄
与する）  
4 電気自動車充電など、余剰電力の吸収バッファになりそうな需要をリアルタイムに把握する
技術 
5 局所的な余剰電力を回収して大消費地や揚水発電所等に送電するための専用の送電線
網 
6 向こう 1 時間の太陽光発電、風力発電の発電量やそれらの地域分布を正確に予測する技
術 
7 数県にまたがるような広域レベルで再生可能エネルギー由来の電力の活用を最大化するよ
うな電力ネットワークシステム(再生可能エネルギーの不安定さを克服) 
8 電力効率を向上させ日本の総発電量を 20%削減することのできるスマートグリッド技術 
9 需要側で電力の由来(太陽光、石炭など)を識別して選択し、安定に供給を受ける技術 
10 需給状況や蓄電量の「見える化」がほとんどの場所に適用される 
11 自然エネルギー、自然通風、自然採光、及び雨水・地下水等の利用を可能とするエネルギ
ー自立型建築技術 
12 熱効率が現状より 20%アップした高性能、低価格(工事費を含む)な建築用断熱材料 
13 低コストで定型的施工が行える地中熱利用技術 
14 高性能で低価格な(工事費を含み、現状と発電コストが同等の)太陽光発電システム 
15 屋根以外にも壁や遊休スペースに設置可能なタイプの太陽光発電システム 
16 高性能、低価格(工事費を含む)な太陽熱の集熱・蓄熱システム 
17 民生用超高効率ヒートポンプ（空調機用COP（エネルギー効率）≧8、給湯用COP≧6、排熱
回収も含む） 
18 オール電化住宅で、太陽光発電と二次電池の組み合わせにより、100 万円以下で安定的に
供給可能な約 90%の電力量を賄える家庭向け電力貯蔵用電池技術 
19 ほとんどの自動車が電気自動車、燃料電池車に置き換わる 
20 屋根の雨水、上下水の位置エネルギー等を利用した小型発電システム 
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21 人力(ジムや通行などによる)発電システム 
22 SiC、GaN、などの新素材を用いた低損失パワーデバイスによる電力変換装置の大幅な効率
化、小型化技術 
23 ナノフォトニック技術などにより、消費電力が1/1000に低減されたネットワークノード（コンピュ
ータやルータなど） 
24 情報処理をすべてクラウド化して、オフィスや端末の処理を最小化する 
25 情報の伝達・蓄積システムに係る必要エネルギー量が 2010 年と比較して、100 万分の１（取
り扱い情報量で正規化）になるグリーンＩＣＴシステム 
26 CO2 排出量を個人ごとに管理するシステム 
27 ネットワークインフラの発達により、居住・仕事の物理的場所の差がなくなり、リアルなオフィス
に代わってバーチャル・オフィスが主流になる 
技
術 
以
外 
14 
課
題 
28 自動車シェアリングを促進する施策 
29 家電品や照明を低消費電力のものに取り換えさせる施策(強制、あるいは誘導、助成など) 
30 勤務時間など生活時間帯を自然の日照時間に沿ったものにかえてゆく施策 
31 夏・冬に大型休暇を義務付けたり、取得しやすくしたりする施策 
32 ピーク電力の抑制に対して経済的なインセンティブを与えるしくみ(ネガワット) 
33 上下水道料金の見直し(節水インセンティブをもたらす料金体系となり、間接的に節電を促
す) 
34 建物を高気密高断熱のものに建替えるか、リフォームさせる施策 
35 中心市街地への移住を促進する施策 
36 人口減少に伴って市街地を縮小する際、水循環と生態系、および生活文化の持続性を踏ま
えた、土地利用戦略が創り出され、コンパクトなインフラ計画による自然共生型の市街地が
形成される 
37 水、食料、エネルギーの遠距離輸送が少なく域内で大半を自給できるような中核都市が大
半を占める 
38 エネルギー多消費を前提とした社会構造が見直され、たとえば 1990 年ころの生活スタイル
に立ち返って 24 時間営業店舗が規制される 
39 たとえば、地下鉄の駅が欧米並みに暗かったとしてもだれも奇異に思わないというように、社
会全体がエネルギー低消費の生活習慣に慣れ、ごく自然なものとしている。 
40 革新的な再生可能エネルギーやマネジメントシステム等の導入・開発により、大震災前に比
べ便益を損うことない生活レベルを保持しつつ、温室効果ガスの排出量が 1990 年比で 25%
削減される 
41 家族・近隣との絆が見直され、コミュニティが復活し、逆に個人の快楽追求は弱くなる 
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・技術的実現予測時期 
節電に関する課題の技術的な実現予測時期（日本を含む世界のどこかでの実現）について、以
下の選択肢から回答。なお、技術的実現予測時期とは、初期の性能を得るなど技術的環境が整う時
期（例えば、研究室段階で技術開発の見通しがつく時期）を指す。 
 
・実現済み ・2012 年から 2015 年の間に実現する 
・2016 年から 2020 年の間に実現する ・2021 年から 2030 年の間に実現する 
・2031 年以降に実現する ・実現しない 
・わからない 
 
・技術的実現を牽引する主なセクター 
節電に関する課題の技術的な実現に関して、中心となってこれを牽引すると考えられるセクター
について、以下の選択肢から１つ回答する。 
・国・地方公共団体 ・大学 
・公的研究機関 ・企業（NPO を含む） 
・一般市民 ・わからない 
 
・社会的実現予測時期 
節電に関する課題の日本での実現予測時期について、以下の選択肢から回答。ここで、社会的実
現予測時期とは、実現された技術が製品やサービスなどとして、利用可能な状況となる時期を指す。
課題によっては、普及の時期を指す場合もある。また、技術以外の課題であれば、制度が確立する、
倫理規範が確立する、価値観が形成される、社会的合意が形成される、などの時期を指す。 
・実現済み ・2012 年から 2015 年の間に実現する 
・2016 年から 2020 年の間に実現する ・2021 年から 2030 年の間に実現する 
・2031 年以降に実現する ・実現しない 
・わからない 
 
・社会的実現を牽引する主なセクター 
節電に関する課題の技術的な実現ならびに社会的な実現に関して、牽引する中心と考えられる
セクターについて、以下の選択肢から１つ回答する。 
・国・地方公共団体 ・大学 
・公的研究機関 ・企業（NPO を含む） 
・一般市民 ・わからない 
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4.2 実施概要 
アンケートの実施時期及び回答状況は下記のとおりである。 
（第 1 回）実施時期：2012 年 3 月 13 日～19 日 回答状況：発送 1,644 票、回答 702 票 
（第 2 回）実施時期：2012 年 3 月 22 日～31 日 回答状況：発送 713 票、回答 522 票 
最終的な回答数は 522 票、2 回繰り返し後の回収率は 32％（522 票/1644 票）である。回答者の属
性を図表 23 に示す。性別では、男性が 97%と圧倒的に多く、年齢構成は 50 代と 60 代がそれぞれ 4
割近くで全体の 8 割弱を占め、次いで 40 代が 18%と続いている。所属では大学等の教職員が 47%と
最も多く、次いで会社員 28%、独法等 14%となっており、職種は 76%が研究開発職である。 
 
図表 24 回答者の属性 
  
 
4.3 調査結果 
4.3.1 分析に用いた数値 
技術的実現予測時期及び社会的実現予測時期については、回答を早い順に並べてその両端の
1/4 ずつを除いた中間の 1/2 の値を用いた。中間の 1/2 の両端(Q1～Q3)を回答の幅として、中位値
(Q2)を実現予測時期の代表値として用いた。 
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実現予測時期の回答を時期の早い順に並べて、 
Q1: 全体の 1/4 番目に当たる実現予測時期 
Q2: 全体の 2/4 番目に当たる実現予測時期 
→代表値として使用 
Q3: 全体の 3/4 番目に当たる実現予測時期 
技術的実現を牽引する主なセクター、社会的実現を牽引する
主なセクターの設問については、課題毎の各選択肢（セクター）
の選択割合を分析に用いた。 
 
4.3.2 課題の実現時期 
個々の課題に対して 2 回実施した集計結果を社会的実現年順にまとめたものを図表 25 に示す。 
黒色の五角形は技術的実現を表し、灰色の五角形は社会的実現を表す。 
  
Q1 Q2 Q3
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図表 25 デルファイ調査結果(社会的実現年順)  
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（■は、第 9 回デルファイ調査と同じ課題） 
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 全 41 課題（技術的実現は 27 課題）の実現時期の推移を図表 26 に示す。技術的実現は 2016～
2020 年にピークがあり、社会的実現は 2016～2025 年の間に実現する課題が多い。2030 年には全
課題中 96％が技術的に実現し、85％が社会的に実現する。 
 
図表 26 実現する課題数の推移 
(a)実現時期と課題数の関係 
 
(b)実現する課題の割合 
 ～2020 年 ～2025 年 ～2030 年 
技術実現 85％ 96％ 96％ 
社会実現 39％ 73％ 85％ 
 
各課題の実現時期について分析した結果、以下のような傾向があった。 
 
＜社会的実現時期 ～2020 年＞ 
比較的難易度の低い技術が実現し、その 2〜4 年後には社会的実現を達成する。 
震災の影響もあり、早期に関連施策が為され、節電の生活習慣もある程度定着する。ピーク電力
抑制や節水の経済的インセンティブ付与、低消費電力機器への取り替え施策が早期に実現する他、
エネルギー低消費の生活習慣や大型休暇の取得促進施策が実現する。 
（実現する技術課題） 
• 家庭やオフィス向けの自動節電システムやマネージメントシステム 
• 情報処理のクラウド化 
• 高性能ヒートポンプ 
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• 建物用の断熱材 
• 屋根や壁用の太陽光発電・太陽熱利用システムが普及 
（実現する技術以外の課題） 
・ 経済的なインセンティブを与える仕組み 
・ 間接的に節電を促す仕組み 
・ 生活スタイルを変える仕組み 
 
＜社会的実現時期 ～2030 年＞ 
高度な技術課題が徐々に社会的に実現する一方、ライフスタイル変革や移住等施策に関する実
現には合意形成が必要となる。 
（実現する技術課題） 
・ 高効率の太陽光発電や蓄電システム 
・ 地中熱利用 
・ 電力需給、蓄電の見える化 
・ 電力ネットワークシステムや専用送電網 
・ スマートグリッド技術 
・ 新材料パワーデバイス が普及する。 
（実現する技術以外の課題） 
・ 地域コミュニティの復活や 24 時間営業規制、あるいは、移住施策などが実現する。 
・ カーシェアリング 
・ 市街地への移住推進 
 
＜社会的実現時期 2030 年以降となる主な課題＞ 
（技術課題） 
• エネルギー量が 2010 年比で 100 万分の 1 になる ICT システム 
（技術以外の課題） 
• ほとんどの自動車が電気自動車や水素自動車に置き換わる 
• CO2 排出量を個人ごとに管理するシステム 
 
全課題のうち、技術的実現と社会的実現の両方の回答を得た 27 課題について、技術的実現年
順に並べたものを図表 27 に示す。技術的実現から社会的実現までの期間は、最も短い課題で 2 年、
最も長い課題は、2030 年までに社会的実現しないものを除き 10 年であり、平均して 5.3 年となった。
2015 年までに 4 課題、2020 年までに 23 課題、2030 年までには 26 課題が技術的に実現する。さら
に、2020 年までには 9 課題、2025 年までには 20 課題が社会的に実現する結果となった。つまり、節
電に関係する技術は、2030 年までにはほぼ普及している予測結果となった。 
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図表 27 技術的実現から社会的実現までの期間（年数） 
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4.3.3 課題の実現を牽引する主なセクター 
各課題で最も選択割合の多かった牽引する主なセクターを図表 28 に示す。牽引する主なセクタ
ーは、技術的実現の 96％とほとんどが企業で、一方、社会的実現は 51％が企業、46％が政府とほ
ぼ 2 分される結果となった。 
図表 28 課題の実現を牽引する主なセクター 
 
 
今回実施したデルファイ調査結果（図表 25）と第 9 回デルファイ調査で節電に関する課題を抽出
し実現時期について併せたものを資料 3 としてまとめた。これをシナリオライティング以降の調査の検
討資料として用いた。 
 
4.3.4 震災による意識の変化 
 2011 年の東日本大震災によって、節電に関する課題に対する意識が大きく変化した可能性
がある。そこで、今回のデルファイ調査では、2008 年～2009 年に実施した第 9回デルファイ
調査と同じ課題を 11 件設定し、震災後の意識変化についても分析することを目的のひとつと
した。 
震災前後での技術的実現から社会的実現までの期間の変化を比較するために、今回の調査と
第 9 回デルファイ調査の結果を併記し、今回調査の社会的実現年順にまとめたものを図表 29 に示
す。 
その結果、実現時期には早まるものと遅れるものがあるが、震災前に比較し震災後で実現期間が
長くなったものはなく、期間は同等か短くなる結果が示された。ピーク電力抑制に対するインセンティ
ブ付与が 4 年、ヒートポンプ、電力貯蔵用電池、スマートグリッド技術の社会実現が 1〜2 年早まる一
方、自立型建築技術、自然共生市街地形成、バーチャルオフィスの実現は 2〜4 年遅くなった。この
結果から、震災後の節電対策として特に注目されたヒートポンプ、蓄電池などの技術課題の実現時
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期が若干早まったと言える。ただし、全体的には、震災の影響が顕著に出ている課題はそれほど多
くない。また技術以外の社会システムに該当する課題も早まるものと遅くなるものがある結果となっ
た。 
図表 29 震災前（第 9 回デルファイ調査）と震災後（今回の調査）での実現時期の比較 
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4.4 自由記述からの意見に関する分析 
アンケートには自由記述を設け、多くの意見を伺った。自由記述は、各設問に対しておのおの意
見が記載されており、1 回目 4,838 件、2 回目 1,229 件と、その数は膨大なものとなった。そこで、そう
した意見の傾向を分析するために、使用される手法としてテキストマイニング法がある。今回、この手
法により、出された多くの意見を解析した。用いたソフトは、KH Coder と呼ばれるフリーソフトで、内容
分析（計量テキスト分析）もしくはテキストマイニングのために開発されたものであるiv。手順としては、
自由記述をすべてエクセルファイルにまとめたものをベースのデータとする。総抽出語数は 163,581
で、異なり語数は 6,547(使用語 4,916)である。まず、最初にそのデータから出現回数が多い語(名詞、
サ変名詞、形容動詞、地名、副詞可能、動詞、形容詞、副詞、)上位 100 の語を出現数と語同士の関
連を表したものが図表30である。丸の大きさは出現回数に比例し、一緒に出現する回数が多い語同
士の距離が近く現れる。これらの結果より、「技術」「実現」「国」「コスト」「普及」「電力」「開発」などの
語同士が特に関係性が強いことを表している。 
 
図表 30 出現回数が多い上位 100 語の数と関連性 
                             
iv 立命館大学産業社会学部の樋口耕一氏が科学研究費補助金および立命館大学研究推進プログラムに
よる助成を受け研究した成果の一部である。 
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さらに、自由記述（アンケート１回目の4,838件）を実際に読むことで意見を分類し、整理した。その
なかで、典型的な意見としては以下のようなものがあった。 
 
• 中立の機関で、技術的なメリット、デメリット（エネルギー効率、耐久性など）を信頼度の高い方法
で明らかにすることが、普及を加速するために必要な条件。 （課題 1） 
• 節電システムの自動化は技術的には既に開発済みではあるが、電源系統に接続している以上
は微弱電流を必ず流しておく必要があるため、節電の観点から家庭･オフィス等での完全普及
は現時点では難しいと考える。系統への接続機器への電力供給を完全に断つことはできても、
この状態から電力供給を自動的に復帰させることは難しく、この技術開発が必要となろう。（課題
1） 
 
• BEMS は技術的には可能であり、既に開発済みで一部の特定ビルでの使用実績もあるが、「社
会（家庭･オフィス）」への適用･実現については下記の理由で難しいと考える。エネルギー使用
状況の監視センサー・計測器等は消費電力が微弱ではあるものの、社会への適用となれば設
置台数が膨大になり、電力消費が増大すること、これらの機器は微弱電流を検知するため EMC
問題が必ず発生すること、したがって EMC 対策の回路電力･コストが増大すること、などの問題
が予見されるからである。大口電力需要のビル等に限っての適用は、節電の観点から、むろん、
積極的に進めるべきと考える。（課題 2） 
• スマートグリッドの技術だけで、総発電量を 20%削減するのは困難だと思えます。他の技術との
総合化が不可欠で、スマートグリッドはその技術を支える基盤に位置づけられると考えます。（課
題 2） 
 
• スマートグリッドの効果は、発・送電分離と電力自由化の環境が整いそれなりのプレーヤがそろ
ってのこと。そのためには、国が法整備を行う必要がある。また、スマートグリッドの運用者は誰
かが問題。現在の電力会社ではないだろう。その社会的責任は極めて大きい。（課題 8） 
 
• （新素材パワーデバイス）技術的には実現可能な段階にある。市場の拡大によって価格低下を
期待できるので、国のレベルで産業支援策を考えてもらいたい。（課題 22） 
• 従来からパワーデバイスの低損失・小型化の研究開発は行われているが、ドラスチックな電力効
率化、小型化はよほどのブレークスルーがないと達成しないものと思う。（課題 22） 
 
• 光信号を電気信号に変換するには相応のエネルギーと時間遅れが原理的生じます。また微細
化に伴って集積度も向上しないと従来機器を性能的に置き換えることはできません。機器として
の消費電力が 1/1000 になることはないでしょう。（課題 23） 
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• 1/1000 への低消費電力化はナノフォトニックなどの長期的な技術の前に、適切な国の支援があ
ればメニーコアプロセッサ技術と低消費電力化並列化コンパイラによって 10 年以内に達成可能
と思われます。（課題 23） 
• スマートグリッドの基盤技術としてノード単位でのエネルギー低減は全体に大きな効果をもたら
す。息の長い研究開発の支援が必要。（課題 23） 
 
• LED 電球の光源としての多様性（発光の方向性や波長域など）が改善されれば採用は個人に
任せておけば進むのではないか。（課題 29） 
• 家電品や照明のライフサイクル全体で積分した環境負荷の再評価。（課題 29） 
 
• サマータイムの導入などは、エネルギーの観点からは、かえってマイナス（勤務時間後のエネル
ギー消費の増加）。（課題 30） 
 
• （大型休暇義務化）ワークシェリングというような就労システムが定着しないと困難かもしれない。
今後就労人口が減少し、国際競争力も低下していく中、企業経営側としては導入が困難になる
だろう。（課題 31） 
 
• 日本の風土気候に高気密・高断熱が適しているのか見直すべき。国産材を利用した伝統工法
では 100 年以上の耐久性が可能であることを再評価すべき。（課題 34） 
 
• （生活スタイルの回帰）国の役割は、生活スタイル回帰を支える新たな価値観の提案を支援し、
事業者とともにモデル都市等のプロジェクトを推進すること。（課題 38） 
• （生活スタイルの回帰）色々な側面で省エネの社会システムが進んでいくと思われる。その中で、
24 時間営業のコンビニではなく、別のデリバリービジネスが生まれているかもしれない。（課題
38） 
 
• （低消費エネ生活）東北大震災直後、そのような状況が生じましたが、意外にもそれを快く感じま
した。一般市民がそのような意識を持てば、店舗や公共施設もその方向に行くはずです（電気
代の節約になるので）。（課題 39） 
• （低消費の生活習慣）エネルギーの低消費化の取り組みは否定しないが、一見、低消費化した
つもりが、別の課題やエネルギー消費量の増加などにつながらないかということをよく調査したう
えで、実行に移す必要がある。エネルギー量という指標だけで測れないものがあるために、その
制約条件も考慮した結果として欧米には欧米並みの明るさ、これまでの国内は国内なりの明る
さが用いられてきた、その別の指標がどのようなものなのかを、明確に調査することが必要であ
る。（課題 39）  
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• （低消費エネ生活）地下鉄の駅が暗くなることによる問題も考慮すべきである。欧米の地下鉄は、
駅構内の汚いのが暗さで目立たなくなっており、またそこでの犯罪も日本に比べて桁違いに多
い。犯罪率も含めた全体最適を考えるべきである。（課題 39） 
 
 
4.5 まとめ 
アンケート結果や、自由記述から得られたデルファイ調査結果をまとめると、以下のような結論が
導かれる。 
 
課題の実現時期と主なセクター 
技術的実現は2016～2020年にピークがあり、社会的実現は2016～2025年の間に実現する課題
が多い。そして、2030 年には全課題中 96％が技術的に実現し、85％が社会的に実現する。技術的
実現から社会的実現までの期間は、最も短い課題で 2 年、最も長い課題は、2030 年までに社会的
実現しないものを除き 10 年であり、平均して 5.3 年となった。 
社会的実現時期が 2020 年までのものとして、家庭やオフィス向けの自動節電システムやマネー
ジメントシステム、情報処理のクラウド化、高性能ヒートポンプ、建物用の断熱材、屋根や壁用の太陽
光発電・太陽熱利用システムが普及する、などがあげられた。そして、震災の影響もあり、早期に関
連施策が為され、節電の生活習慣もある程度定着する。ピーク電力抑制や節水の経済的インセンテ
ィブ付与、低消費電力機器への取り替え施策が早期に実現する他、低エネルギー消費の生活習慣
や大型休暇の取得促進施策が実現する。 
社会的実現時期が 2020 年から 2030 年までのものは、高効率の太陽光発電や蓄電システム、地
中熱利用、電力需給、蓄電の見える化、電力ネットワークシステムや専用送電網、スマートグリッド技
術、新材料パワーデバイスが普及することが結果として出ている。高度な技術課題が徐々に社会的
に実現する一方、ライフスタイルの変革や移住等施策に関する実現には合意形成が必要となること
も示唆された。技術以外の課題としては、地域コミュニティの復活や 24 時間営業規制、あるいは移住
施策などが 2030 年までに実現することが予測された。 
牽引する主なセクターは、技術的実現の 96％とほとんどが企業で、一方、社会的実現は 51％が
企業、46％が政府とほぼ 2 分される結果となった。 
 
震災の影響 
震災の影響を調べるために設定した第 9 回と同一の 11 課題の実現時期を比較した結果、震災後
の節電対策として特に注目されたヒートポンプ、蓄電池などの技術課題の実現時期が若干早まった
と言える。ただし、全体的には、震災の影響が顕著に出ている課題はそれほど多くない結果となっ
た。 
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自由記述の分析結果 
自由記述からは、個別技術の推進にはインフラの整備や制度の改善、そしてシステムの構築や開
発には国が必要であり、実現にはシステムや発電、普及といったことが必要であることがわかる。つま
り、国が進めるべき「研究」は、単なる技術開発だけではなく、混在するような社会問題や、応用分野
について、かかわっていくべきである。そして、技術普及には、地方や公共団体に対しては税制優遇
などが必要であり、公的機関と民間の活力を利用することによって、一般への経済効果も得られるで
あろう。 
節電に直接関わる課題の自由記述には、すべての課題において国に求められる役割や政策に
関する記述があった。技術課題では BEMS やスマートグリッドでは推進のための制度、パワーデバイ
スやフォトニクス技術の長期の研究支援策が求められ、技術以外では、勤務時間や大型休暇など働
き方の変革に有効な政策、経済的インセンティブシステムの構築を求める意見があった。また、節電
対策とされる技術開発や社会システムの推進に関する施策の有効性の検証を求める意見も多かっ
た。一方、スマートグリッド、パワーデバイス、ネットワークノードに関し技術的実現の困難さや、見える
化やバーチャルオフィスは適所のみでの実現が適切との意見、サマータイムや大型休暇はむしろエ
ネルギー消費が増すとの意見がだされ、また、グローバル化の進む環境において競争力の低下の
懸念が示された。 
24 時間営業の規制や日照時間に沿ったライフスタイルなどの低消費型生活への転換などの課題
については、推進すべきと困難とする、大きく二分する意見が多数出された。一方、公共の照明の低
減については、震災後の経験から、安全の確保を前提に推進すべきとする意見が多数を占めた。ま
た、温室効果ガス削減に関しても、困難ではあるが達成すべきとの意見が多かった。 
 
これらの結果から次のようなことがいえる。 
 
・ 国が進めるべき「研究」は、単なる技術開発だけではなく、混在するような社会問題や、応用分
野について、関わっていくべきである。 
・ また国が技術を普及するためには、例えば、自動車や電池といった技術が牽引となりえることか
ら、導入に際してはインフラ整備が必要であり、地方や公共団体に対しては税制優遇などが必
要であろう。 
・ エネルギーについては、公的機関と民間の活力を利用することによって、一般への経済効果も
得られるであろう。 
・ 公的機関や企業が従来行っている研究や技術のブレークスルーが必須である。例えば、わが
国が得意とする装置の小型化などはこうしたものの一つとなりうる可能性を秘めている。現時点
で着目されていないナノレベルでの応用要素を見出し、市場の活性化につなげることが必要で
ある。 
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5章 持続可能な節電を実現するための将来シナリオ：生活シーン別シナリオ 
 
持続可能な節電の将来像を検討するために、2 回目のワークショップを開催し、4 章の検討で得ら
れた予測調査結果用いてグループワークを実施、2030 年のオフィスや都市などの各生活シーンに
おける節電に関するシナリオライティングを行った。 
 
5.1 シナリオ・プランニング検討の背景 
将来予測は、世の中の方向性、つまりトレンドに注目し、現状とトレンドで作られる。外れたときのリ
スクを中心に考えるものではなく、トレンドの着地点を中心としたものである。一方、シナリオは、トレン
ドと不確実性の両方に着目し、広範囲な要素から立てる。すなわちシナリオとは、不確実性に着目し
て、未来について描いた「複数の世界」であり、「未来についての予測」ではない。「どれも起こりうる」
という前提で、それぞれの世界をつぶさに見ていくものである。起こりうる未来をいくつか想定して、
複数の異なるシナリオを描いていく。つまり、「その未来がきたらどうするか」というプランを、”ストーリ
ー”として描くことにより、以下のような効果が期待できる。 
 より直感的に社会の構造的な変化を理解できる。 
 複雑な現実を分かりやすいストーリーに置き換えて聴き手に伝えることができる。  
 自分たちの役割や行動のあり方をイメージできる。 
 複数の未来を考えることで、幅広い可能性を検討することができ、シナリオの分岐点を考えるこ
とを通して、望ましい未来へ向かうために何が成功要因になるのかを見出すことができる。 
 複数のシナリオを提示することで、未来の選択肢が 1 つではなく、複数あるということを理解し、
自分たちが主体的に未来を選択することが可能となる。 
そこで、節電に関する技術および技術以外の予測調査結果を踏まえたうえで、持続可能な節電
実現のための、起こる可能性のある複数の将来をシナリオとして描くことを試みた。 
 
5.2 第 2 回ワークショップの概要 
前章で示した今回および第 9 回の予測調査の結果を参考に、生活シーン別シナリオを作成する
ためのワークショップ（第 2 回）を、第 1 回と同様の参加者で開催した。開催概要は下記の通りであ
る。 
 
●目 的： 「節電」をキーワードに、オフィス、都市などの各シーンにおける 2030 年のシナリオを作
成する。さらに、その社会を持続可能とするための条件や戦略などについて議論する。 
●日 時： 2012 年 4 月 19 日（木）13:00～18:00 
●参加者：企業（電機、自動車、住宅、建設、鉄道）、公的研究機関（産総研、環境研）、 
団体（省エネセンター）、および当研究所の客員研究官他 計 19 名 
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本ワークショップでは、A～Dの各グループ（図表 31）でそれぞれの生活シーン(A:オフィス/製造、
B:田舎暮らし、C:都市/交通、D:高齢社会/サービス)を設定し、予測調査結果を参照して 2030 年の
シナリオを作成した。 
 
図表 31 グループワークによる生活シーン別シナリオライティング 
 
各グループともベストとワーストの 2 つのシナリオを作成した。ベストシナリオは、持続可能な節電
が実現している場合、ワーストシナリオは、不確実性の高い社会的要因などで持続可能な節電が十
分進んでいない場合である。そして、節電を持続可能とするための条件や戦略などについても議論
した。検討のフローを図表 32 に示す。 
 
図表 32 ワークショップにおけるグループワークのフロー 
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作業としては、まず図表 33 に示すように、各シーンに関係する課題を年代別に抽出した。 
 
図表 33 グループワーク Step 1: フレームの検討 
 
次に、例えばコスト削減、人材育成などキーファクターを抽出した(図表 34)。 
 
図表 34 グループワーク Step 2: キーファクターの抽出 
 
61 
 
続いて図表 35 に示すように、社会的や技術的要因など影響を与えると思われるドライビングフォ
ースを検討した後、各キーファクターと併せ、重要度と不確実性の軸を持つシートに配置した（図表
36）。このシートを参照し、不確実性を考慮し各グループがそれぞれの生活シーンにおけるシナリオ
を作成した。 
 
図表 35 グループワーク Step 3: ドライビングフォースの検討 
 
図表 36 グループワーク Step 4: 重要度と不確実性の検討 
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5.3 各グループによる検討結果 
以下に各グループによって作成された生活シーン別のベストとワーストシナリオを記述する。 
 
5.3.1 オフィス／製造                         
 ここでは、働く場として事務環境の「オフィス」と、ものづくりの「製造現場」の両方を対象
として検討した。シナリオ作成の検討に使用した作業シートを図表 37 に示し、その後にシナリオ
を示す。 
図表 37 「オフィス/製造」の検討結果      
【ベストシナリオ】 
失われた 20 年、サブプライムローン、
そして東日本大震災後の経済低迷期を脱
し、2015 年頃から繁栄基調に転換した日
本は、2030 年の現在、豊かさの中での節
電という新しいビジネスモデルが定着して
いる。私自身は米国籍であり、原発事故
当時は会社も家族も日本を撤退し本国に
帰還したが、現在はもっともワークライフバ
ランスに優れた日本で再び働いており、今
後とも永住するつもりでいる。 
2030 年夏、オフィスではライフスタイル
の変革により長期休暇の法的義務化によって夏季休暇中の社員もいるが、昔に比べると出勤してく
る社員は少ない。これは、テレワークにより国内外のどこにいても仕事をすることができるようになった
からで、ワークライフバランスのとれた生活がすっかり定着している。このため日本企業の人気は高く、
国内外の多彩な人材が集まり、会社の業績向上に大きく寄与している。電力の自由化や政府による
節電を促進する様々なインセンティブシステムも定着してきた。オフィスのある地区では、データ通信
の互換性とリスク管理を考慮し標準化された電力ネットワークにあらゆる機器やシステムが組み込ま
れていて、ここで働く人々は我慢することなく無意識のうちに最適な電力消費を実現している。製造
現場でも、2010 年に比べると 30%以上も性能が向上した蓄電システムや太陽光発電や電力変換素
子の普及によって、製造工程に最適な電力が供給されている。この性能向上と普及のカギとなった
コストの低減は、産学官連携によって実現した。これまで一部の企業や大学が中心で実施してきた
体制を見直し、研究設備や研究人材の運用を見直したことが功を奏し、設備の共同利用等が定着し
たことにより、研究が以前よりもスピーディーに進めることができるようになったからである。そして、各
事業所には分散電源が整備され、スマートグリッドによる電力ネットワーク技術が確立されたことも、
生産向上につながり、懸念されている巨大規模の災害にも十分対応できるようになった。日本企業
は、節電に大きく寄与するエネルギー関連製品の国際競争力を背景に、その業績は向上している。 
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【ワーストシナリオ】 
失われた 20 年、サブプライムローン、そして東日本大震災後の経済低迷期からまだ脱却できず
にいる。財政破綻と電力破綻により、企業も個人も大量に海外移転し、2030 年の現在、はからずも貧
しさゆえの節電だけが実現されている。海外では日本の GDP を語るものは誰もいない。私自身は日
本国籍だが、勤めている会社も外資に吸収合併され、現在は企業も家族もシンガポールだ。ワーク
ライフが 20 年前と変わらない日本の現状と子供たちの将来を思うと日本に帰るつもりはない。 
2030 年、今年の夏も日本のオフィスや製造現場では、照明が極端に消灯されすれ違う人が誰か
も認識できない暗い廊下、空調が最適化されていない暑いオフィスや工場、エレベータもコピー機も
節電という名目のもとに膨大な待ち時間を要し仕事にならない。多くの職場では、省エネ型電力ネッ
トワークは個別には普及してきているが、プロトコルなどの標準化が遅れ、リスク管理の対策も不十分
である。地域内、企業間、事業所間はもとより事業所内での電力最適化のためのネットワークの構
築・普及は未だ十分とはいえない。一部には構築されたコミュニティもあるが、そこでは節電したもの
が損をするという費用負担に不公平感が生じ、適切な運用が課題となっている。会社も経済が低迷
する中、節電に寄与するエネルギー関連の新事業を創出しようと、産学官の連携も活用し技術開発
を進めているが、真の連携が機能せず、成果の産業化への寄与は小さい。このことも一因となり、さら
に電力価格の高騰も影響し、企業の国際競争力低下に歯止めはかからず、コスト低減のために事業
の海外移転を余儀なくされている。雇用も減り経済も低迷していることから、ライフスタイル変革が最
たる節電効果に寄与する施策である。結果的に電力消費は抑えられているが、基本的に震災後に
緊急避難的に暫定的に行った節電行動のレベルを脱することができない。貧しさゆえの節電は実現
されたが、電力価格の高騰と国際競争力のある技術創出の停滞で、多国籍企業群や国を代表する
製造業のほぼ全てが海外に移転し、かろうじて経営を維持している。 
 
5.3.2 田舎暮らし                                 
2030 年には高齢化も進み、多くの高齢者が田舎暮らしを好んでいることも想像される。また、食料
の自給率向上や自然とのふれあいを好む若者の増加も想像される。そこで、ここでは田舎で暮らす
ことを前提に検討を行い、その作業結果を図表 38 とシナリオとして示す。 
【ベストシナリオ】 
2030 年、一時は大きな問題となった山村の過疎化と衰退も今は昔話のようである。農業の再生が
軌道に乗り始めた。食糧自給は向上し、一部の農産物はアジアなどの大市場へ輸出もされている。
農業従事者が自らの力で農業の再生と自立を達成する努力を長年続けてきた成果である。農業の
法人化が進み、生産性や競争力を強化するための経営努力が続けられてきた。単に規模を追求す
るだけでなく、日本の強みを生かした付加価値の高い食品の生産に向けて品種開発や農法を追求
した結果、豊かな知恵や経験を持つ高齢者も若手指導に活躍できる。経営者は優秀な人材を求め
て外部から若手を誘致する事も一般的になってきた。 
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図表 38 「田舎暮らし」の検討結果      
大都市、地方都市においては、製造業の海
外展開による空洞化のあおりを受けて若者の
仕事探しは困難になってきた。また、核家族、
単身世帯の増加によって住居や自動車の利用
における、一人当たりのエネルギー消費が増え
たことや、都市の過密化も深刻な問題として捉
えられるようになった。都市設計、オフィスや住
宅の技術革新により快適な都市生活を追求す
る活動も促進される一方で、産業や人口の地
方回帰の必要性が政府・国民に認識されるよう
になった。 
国の科学技術促進プログラムにより、地方向けの小規模発電技術やエネルギーインフラの研究
開発が進んでいる。風、日照、雨水などを利用するエネルギー自立型の家屋、長寿命で高効率の太
陽電池、小規模の水力発電・地熱発電設備、稲藁等のバイオマス利用技術などや、小規模のコミュ
ニティ向けの送電・蓄電インフラ技術などである。自治体による導入事例の増加により、企業の投資
を刺激するとともに、量産化による低コスト化が実現されている。2000 年代以降の農業人口の減少に
より生じた広大な遊休スペースを有効利用し、バイオマス、太陽光、風力、地熱などの地場発電を地
域で利活用すると共に、近郊都市への売電により収益も望める発送電事業モデルが構築された。 
小規模送電網とともに通信サービスも整備され、オンライン教育や医療が普及し、田舎暮らしを
続けながらも、高等専門教育を受けることが可能となっている。地方の診療所から都市の大病院へ
データを送り、即時に高度な診断を受けることもできる。また、防犯や自然災害のモニタリングが整備
され、田舎でも安心・安全のための公共サービスを受けることができるようになった。 
一方で、国民の価値観が、お金、物質から心の豊かさ重視へ変化しつつある。大家族とコミュニ
ティを中心とした地域の復活の兆しが現れている。これは、2015 年から始まった義務教育において、
自然との調和を重視した田舎暮らしの価値を教育するカリキュラムの充実も貢献している。 
若者は田舎に戻り、三世代の家族が同居して、農作業などの仕事や家事を助けあうことが始まっ
た。バーチャルオフィスやクラウドソーシングがビジネスにおいて普及するにつれ、新たな形の兼業
農家も成立する。荘年、若者は田舎暮らしをつづけ、農業を手伝いながらオフィスワークに従事する
ことも可能となる。また、オンライン教育により高度な専門能力を身につけていくことも可能である。農
業を専業とする者、会社の仕事と兼業で農業を営む者、学業と農業を兼ねる者と、農業従事者の多
様性も見られるようになった。 
地域コミュニティでの交流、助け合いが復活し、田舎暮らしの強みとなった。農作業などの協力だ
けでなく、里山などの自然資源の維持、自動車などの移動手段の共有、自然、人間、文化を大切に
する心の教育もさらに促進され、物やエネルギーの浪費は抑制されることになる。 
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さらに、田舎暮らしに誇りを持ち、コミュニティで自然エネルギーの有効利用や農林業の改善を続
ける人たちから、新しい地場産業の創造も行われるようになった。バイオマス燃料・肥料製造や観光
などである。田舎暮らしのブランドは全国に浸透していき、都会暮らしの人々との交流のきっかけとな
る。また、都市在住者が住まいから 2～3 時間以内で行くことができる場所にセカンドハウスを構え、
週末や長期休暇時期に田舎生活を楽しむ「第二のふるさと」的に都市、田舎両輪のライフスタイルを
持つ人が世代を問わず増えてくる。この結果、都市での電力消費型生活と、田舎での節電型生活と
を相補的に捉え、エネルギーの消費バランスが適度に保たれた都市、田舎のエネルギー調和を実
現するエネルギー政策が実施された。GDP-エネルギー消費効率の改善は 1％以下であるが、国民
の意識の変化の意義は大きい。 
 
【ワーストシナリオ】 
2030 年、日本では少子高齢化がさらに進む一方、製造業の海外進出による産業の空洞化への
対応も遅れ、空白の 40 年という言葉がマスコミでは虚しく響いている。国民生活の効率化を向上する
ことが至上の課題で、新しい産業を促進する政策も進まない。 
農村の過疎化の状況においても食糧自給を確保するため、政府は農業経営の自由化を進め、
農地に対する税制の優遇も廃止した。農業従事者の自助努力を待てないと判断した政府は製造業
を中心とした企業の参入を促進した。農村の田畑や牧場の多くは大手企業の経営による工場となっ
た。企業努力で機械化・合理化が進み、少人数の「従業員」で運営されるようになった。 
農林業の企業化、大規経営による効率化で節電はそれなりに進む。未利用の土地へのソーラパ
ネルの設置、農業用水を利用した発電、稲藁や家畜の糞尿などのバイオマスの燃料や肥料への利
用である。しかしながら、農業の自立に対する農業従事者自らの努力と政府の対応の立ち遅れの影
響は払拭されていない。海外からの安くて旨い食品との競争圧力に対して、コスト削減という消極的
な対策で生き残りを図る経営に将来性は見えない。 
相変わらずほとんどの若者が都市へ流出していく。地方での高等教育や就職の機会が減少して
いるからである。また、農場経営も関税撤廃後はアジアとの競争が激しくなり、合理化をさらに進める
必要が生じ、人材の雇用能力にも限界に達している。さらに、自治体も、都市中心部への人の移住
を振興して、都市部のインフラ投資やエネルギー消費の効率向上のため、公営住宅の拡張や減税
による集合住宅の建築の促進政策をこの数年来実施してきている。病院などの公共施設、公園、娯
楽、ショッピングセンターなどの充実とともに、都会暮らしと田舎暮らしの生活の質や利便性の格差は
広がるばかりである。 
老朽化した家屋の維持や相続が難しく、地方に残った者も、やがて自営農をあきらめる。企業が
経営する農場で働き、その社宅に住む人が増えてきた。住所こそは自然に恵まれた田舎であるが、
ライフスタイルは都市のスタイルとあまり変わらない。定期的にとれるようになった休暇には、人々は
地方の都市へ買い物や娯楽に出かける。自然と共生し、家族の絆やコミュニティを重視する田舎暮
らしの文化・価値観は消えていきつつある。 
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5.3.3 都市／交通 
 2030 年、エネルギー供給問題だけではなく、高齢化が進むことによって交通手段の見直しも重要課題
となる。インフラの整備や都市整備も重要である。本テーマの検討結果を図表 39 に示す。 
                        図表 39 「都市/交通」の検討結果  
【ベストシナリオ】 
2030 年、日本の都市には、世界に先
駆けて実現した「省エネ街区」が多数存在
している。街区の中には居住地区だけで
なく就業地区や商業地区、学校や病院、
行政機関など、生活に必要な機能とイン
フラがコンパクトに効率良くパッケージ化
されている。街区内には地区毎に複数設
置された蓄電システムを有する専用の電
力ネットワークが、系統インフラとは別に構
築され、街区内独自の電力需給システム
が運用されている。これにより太陽光電池や小型風力/水力など再生可能エネルギーによる発電シ
ステムが発達している。エネルギー融通も自由にできることから、エネルギー消費は常に街区全体で
最小化するようにコントロールされている。 
街区での電力利用に際しては、住民はフットプリントなどの環境負荷とランニングコストがバランス
した最善のエネルギープロバイダを選択できるようになっている。 
街区内では電気自動車が主流であり、充電の心配は要らない。街区外へ移動する場合には、電
気自動車とシームレスに繋がった公共交通インフラがあるため、エネルギー効率に優れた移動が実
現している。 
多くの住民はテレワークによって働いており、移動のためのエネルギーが最小である。 
全ての建築物は、世界一厳しい省エネ規制に対応するため、高断熱構造が必須要件になって
おり、暖房や給湯に必要なエネルギー消費は殆ど不要である。 
街区内では野菜などを調達するためのグリーン工場や雨水を利用した上中水システム等が普及
しているため、食料自給率の高い、持続可能な生活スタイルが浸透している。 
「省エネ街区」での生活環境が快適で魅力的、かつ省エネルギーなため、このような街区をモデ
ルにした街が世界中で増加しており、さらに、視察やエコツーリズムによる街の経済収入も増加して
いる。 外部からの移住者も多く、世代を超えた豊かなコミュニティが実現している。街区外からの経
済収入を基に、省エネルギーインフラ投資を回収できる経済的スキームが上手く機能し、持続的な
発展が期待されている。 
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【ワーストシナリオ】 
2030 年、日本国内には、2010 年代に特区として開発された「省エネ街区」が数箇所存在している。
しかし、都市計画の段階で十分な論議がなされず、広域な社会合意が得られぬまま開発されてしま
ったため、街区の規模は比較的小さい。20 世紀の街というレトロなイメージが漂っている。 
街区の中には居住地区と就業地区しかなく、生活に必要なインフラが十分揃っていないため、街
区外への移動は多い。通勤や通学で移動に費やす時間は、かつてベッドタウンと呼ばれた時代と比
べても殆ど変わらず、移動エネルギーの浪費は社会的問題となっている。 
エネルギー消費状況に関する街区全体での見える化はできている。しかし系統電力のみのネット
ワークに依存しているこの街区では、エネルギーの融通や不安定な太陽光発電を取り入れることに
制約があるため、結局個別に各世帯でコントロールせざるを得ない状況に陥っている。エネルギー
価格高騰により電気代が高いため、各世帯の電力消費量はネガワット方式によってある程度抑えら
れている。 
街区内ではハイブリッド自動車を多く見かけるが、経済低迷が続くこの時代の主流は、軽自動車
や小型の安価なガソリン車である。毎年夏場になると電力削減が発令され、労働者は時差出勤や休
日勤務などの努力を強いられている。 
所得が低迷する多くの住民は、十分なインセンティブが得られないことから建築物に高断熱材オ
プションを選択できず、結果として暖房や給湯に必要なエネルギー消費（ランニングコスト）が減少せ
ず、悪循環に陥っている。世帯や街区でのエネルギー総量を抑制する規制が未だ整備されないた
め、社会全体としてのエネルギー消費量の増加に歯止めが利かない。 
太陽光電池など再生可能エネルギーによる発電の普及は一部に留まり、かつての生活スタイル
から脱却していない。 
街区内での生活環境が魅力的ではないので、特に若者はこの土地を離れ、ますます高齢化が
進んでいる。 
 
5.3.4 高齢社会／サービス 
2030 年、わが国が確実に直面しているであろう重要課題が高齢社会である。そこで、ここではそう
した環境へ対応する介護などのサービスを検討した。その結果図表 40 に示す。 
 
【ベストシナリオ】 
2030 年、10 年前に小学校教師の仕事を退いた N 氏の朝は、タブレット端末のスイッチを入れるこ
とから始まる。端末には5件の仕事が登録されていた。N氏はそのうちから小学校の遠足引率の補助
の仕事を選んで申し込むと、15 分後に返事が来て、明日の仕事が決まった。高齢者が自分の得意
な分野を登録しておくと、空いている時間に得意分野で社会参加を気軽に行えるシステムが確立さ
れ、Ｎ氏の定年後の生活は充実している。バーチャルオフィスやスモールオフィスの普及により、通
勤時間帯の交通機関の電力消費は激減、また、N 氏の知り合いの中には早い目覚めに合わせて早
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朝勤務する者も増加した。このような低消費
電力型の働き方が高齢化社会にすっかり定
着した。 
5 年前に運転免許証を返上した N 氏が
外出する時は、ネット募集される相乗りシス
テムを利用する。相乗りの電気自動車は、鉄
道駅でエスカレータやエレベータなどを使
わずシームレスで乗り換えができる。自動車
と鉄道の連携、いわゆるモーダルシフトの発
展とともに、遠隔の目的地まで個々に自動
車で出かけることは減り、交通の節電も達成
された。こうしたライフスタイルを可能にした
のは、ICT 技術を活用した社会参加プラットフォームの存在である。通信に関わる電力消費増大が
予想されたため技術開発が進められた結果、消費量増大を抑えることができた。 
システム導入に当たっては、「問題が起こったら誰が責任をとるのか」という議論があった。国民的
な議論の中で、過剰なリスク回避は社会の効率を悪化させるという認識が広まり、リスクを低減する適
切な対策がとられるのなら、柔軟な働き方を優先するべきであるということとなった。震災前後に強ま
ったゼロリスク指向の弊害が指摘され、国民の議論のなかで合理的なリスク観が定着した。日常生活
では、自動節電技術が発達したおかげで、意識することなくいつの間にか節電が達成されている。 
また、人々が暮らしやすい地域に集まり、既存のインフラを生かす形でコンパクトシティが生まれ
つつある。便利さと安心を求めて集合住宅へ転居する単身高齢者が増加し、集中化による節電を実
現させる一方、医療などの各種サービスもバーチャルなものも含め、電力消費を抑えて充実させるこ
とができた。Ｎ氏の家の暖房には、近隣のごみ処理場の熱を蓄えた高性能蓄熱材入りカセットを活
用しており、電力を使っていない。熱搬送を導入するにあたっても、導管を使用するというような大規
模インフラに頼らず、コンビニの配送車がついでに配達するという簡易なシステムが導入された。 
高齢者の能力を活用するという、いわば余っているところから足りないところに融通をするという考
え方は、労働力のみならずエネルギー消費や社会全体に応用され、過剰なインフラに頼らず、効率
のよい社会を構築する道に通じることとなった。融通しあうことにより、過剰な電力や資源を使用せず、
効率的に社会全体を運営できるようになった日本社会は停滞を免れ、労働力不足も海外で有効に
活用されていない有能な人材を活用することで、解決させることができるようになった。 
こうした社会の実現には、長期的視点に立った未来型節電への取り組みが大きく寄与している。
高齢化社会に向かう中で、コスト、便益、リスクなどを合理的に判断して優先順位付けを行い、優先
度の高い所や足りない所に電力を振り向け、優先度の低い所や余っている所で消費を抑えるといっ
た選択的節電である。高齢化がますます進行する中で日本社会が活力を保つために必要な技術や
システムを見極め、その省電力化のための技術開発に先見性を持って取り組んだことにより、電力消
図表 40 「高齢社会/サービス」の検討結果 
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費を抑えつつ高齢者の価値化に成功し、それが今後のさらなる投資を可能にするという好循環が生
まれている。 
 
【ワーストシナリオ】 
2030 年、国の雇用確保政策と、震災をきっかけにした国民のゼロリスク指向の高まりと相まって、
安全性の高い社会インフラの構築に税金が投じられた。事故や障害の確率が減り便利にはなったが、
電力を大量に消費する社会が出来上がった。こうした重厚長大な発想に基づいた社会構築を縮退
する日本社会で実現することの弊害が出始めた。すなわち、生産労働人口の減少やそれに伴う製
造業の縮小により、インフラ偏重社会の構築は財政的負担を増すだけであった。 
高齢化社会により生じた高付加価値な労働力としての高齢者が社会参加を希望しても、安全性へ
の危惧から社会参加は現実的には困難であり、高齢者の価値が社会的に認められていない。行き
場のない高齢者は、近隣とのつながりも希薄な中、家にこもりバーチャルな世界を友として過ごすの
みである。少額の年金が唯一の所得であり、社会全体が縮小傾向で税収入も減少したため補助金も
当てにできず、節電効果の高い新技術を自身の生活に取り入れる余裕はない。 
政府は同時に、労働力対策として移民を受け入れる政策を打ち出したが、現実として良質な労働
力としての移民は入ってこず、経済の縮小はさらに進展した。ロボット等による自動化も安全性への
危惧から社会に受け入れられないことが想定されたため、省電力と労働力不足を補う技術開発は進
んでいない。 
 
 
5.4 シーン別シナリオ検討結果のまとめ 
前述した 4 シーン(オフィス/製造、田舎暮らし、都市/交通、高齢社会/サービス)のシナリオから、
それぞれのシーンのキーとなる要素（ファクター）を抽出した結果を図表 41 に一覧を示す。ここでは
節電に関わる機器・システムあるいはその運用に関する「技術」と、インセンティブシステムやライフス
タイルの変革に関わるような社会システムを「技術以外」として分類した。表に示したように、各シナリ
オに共通するキーファクターや、特異なキーファクターが列挙されていることがわかる。4 シーンに共
通していえることは、ベストシナリオを選択する場合、技術に関する記述が多く、ワーストシナリオの場
合は技術以外のキーファクターが多い傾向が見られる。また、ベストとワーストシナリオどちらを選択
するにせよ、共通するキーファクターが存在することが示唆された。 
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図表 41 シナリオに出現したシーン別キーファクターの一覧 
 
技術（機器・設備やその運用等） 技術以外（施策・人、ライフスタイル変革等）
オフィス／製造 ベスト ・テレワークの普及 ・長期休暇の法的義務化
シナリオ ・電力ネットワークの標準化 ・ワークライフバランスの定着
・データ通信の互換性とリスク管理された標準化電力 ・国内外の多彩な人材の獲得
 ネットワークの普及 ・電力の自由化
・機器やシステムの電力ネットワーク化普及 ・節電インセンティブシステムの定着
・高性能蓄電システムを備えた太陽光発電の普及 ・我慢のない無意識での最適化節電
・低損失電力変換素子の普及 ・一部企業や大学の主導でない産学官連携体制
・分散型電源の普及 ・効率的な研究機器・人材の運用
・スマートグリッドの普及
・エネルギー関連製品の高い国際競争力の保有
ワースト ・電力ネットワーク標準化の遅れ ・合意形成のない節電負担の不公平感
シナリオ ・建屋レベルの個別の電力ネットワーク普及 ・企業業績不振による経済の低迷
・エネルギー関連技術、新事業創出不能 ・産学官連携の不機能
・空調、照明の節約 ・企業の国際競争力の低下
・エレベーターの停止 ・コスト低減のための企業の海外移転
・コピー機の削減 ・雇用の減少
・電力価格の高騰
・経済の低迷によるライフスタイル変革等の施策不可
田舎暮らし ベスト ・エネルギー自立型家屋の普及 ・農業の企業化、効率化、高付加価値化
・地方向け小規模発電、インフラ技術開発の推進 ・高齢者による若手への農業指導の定着
シナリオ ・長寿命高効率太陽電池の普及 ・都市の過密による地方回帰の認識の定着
・小規模水力発電の普及 ・都市在住者のセカンドハウスの増加
・小規模地熱発電の普及 ・都市と田舎のエネルギーバランスの調和
・バイオマス利用の普及 ・遊休用地の新エネへの活用と近郊都市への
・コミュニティ向けの送電、蓄電インフラの普及 売電事業モデル構築
・オンライン教育の普及 ・物質から心の豊かさへの価値観の変化
・オンライン医療の普及 ・自然調和重視の価値感教育の充実
・バーチャルオフィスの普及
・クラウドソーシングの普及
・バイオマス燃料、肥料の製造の地場産業化
・GDP-エネルギー消費効率を１％以下に改善
ワースト ・未利用地へのソーラーパネルの設置 ・農業の自由化、企業化、効率化
・農業用水による小水力発電の普及 ・製造業の海外移転による産業の空洞化
・バイオマス燃料、肥料の利用 ・農業政策の立ち遅れ
シナリオ ・エネルギー消費効率の向上 ・雇用の減少
・都市への移住政策
・都市と地方のライフスタイルの同化
・地方文化の衰退
・都市との地方の格差の拡大
・都市部へのインフラ投資
都市／交通 ベスト ・コンパクトシティの普及 ・世界一厳しい省エネ規制
シナリオ ・蓄電システムを有する電力ネットワークの普及 ・高断熱構造の義務化
・太陽光発電の普及 ・視察やエコツーリズムによる経済収入増加
・小型風力発電システムの普及 ・環境負荷（フットプリント）とランニングコストが
・小規模水力発電の普及 バランスした最善のエネルギープロバイダーの選択
・エネルギー消費の最小化コントロール ・省エネルギーインフラ投資を回収できる経済スキーム
・電気自動車の普及 機能
・電気自動車とシームレスの公共交通インフラの普及
・テレワークの普及（移動最小）
・グリーン工場の普及（地産地消）
・高断熱構造の必須化
・暖房、給湯の省エネルギー化
・雨水を利用した上中水システムの普及
ワースト ・居住区と就業区のみの小さな省エネ街区が少数存在 ・通勤通学による移動エネルギーの増大
シナリオ ・エネルギー消費状況の見える化の実現 ・エネルギー価格高騰とネガワット方式による抑制
・系統電力のみのネットワーク依存 ・時差出勤や休日勤務の必要性
・各世帯毎のエネルギー消費コントロール ・エネルギー総量抑制規制の未整備
・ハイブリッド自動車、小型ガソリン車の普及 ・経済の低迷
・エネルギー融通や不安定な太陽光発電からの ・高断熱材オプションの選択不可
 取入れの制約 ・若年層の流出と街区の高齢化の進展
  ・広域の社会合意のない都市開発
高齢化社会／ ベスト ・バーチャルオフィス、スモールオフィスの普及 ・ICTを利用した社会参加プラットフォームの定着
サービス シナリオ ・電気自動車とシームレスの公共交通インフラの普及 ・リスクに関する合理的な概念の定着
・自動節電の普及 ・集合住宅への集中
・コンパクトシティの普及 ・優先度を付けた選択的節電の普及
・オンライン医療の普及
・ごみ処理熱利用の高性能蓄熱材の使用
ワースト
シナリオ
・ロボット等による自動化の未普及
・省電力と労働力不足を補う技術開発の停滞
・ゼロリスク指向の高まりによる重厚長大なインフラ
整備による電力消費増
・エネルギー効率の高い機器の導入の遅れ
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6章 持続可能な節電を実現するための将来シナリオ：社会像別シナリオ  
  
前章の生活シーン別シナリオを検討した結果、持続可能な節電に関わる様々なキーファクターが
抽出された。前述したように、シナリオは、トレンドと不確実性の両方に着目し、広範囲な要素によっ
て、「どれも起こりうる」という前提で、それぞれの世界をつぶさに見ていくものである。起こりうる複数
の未来を考えることで、幅広い可能性を検討することができ、シナリオの分岐点を考えることを通して、
望ましい未来へ向かうために何が成功要因になるのかを見出すことができる。また、複数のシナリオ
を提示することで、未来の選択肢が 1 つではなく、複数あるということを理解し、自分たちが主体的に
未来を選択することが可能となる。 
そこで、5 章で作成した各生活シーン別のベストとワーストのシナリオを比較し、共通するキーファ
クターに注目し、それらがどのような状態で描かれているかを比較した結果を図表 42 に示す。 
 
 
図表 42 生活シーン別シナリオのキーファクター 
  共通キーファクター ベストシナリオ ワーストシナリオ 
オ
フ
ィ
ス
／
製
造 
技術 
電力ネットワーク 地域で標準化されて普及 標準化が遅れ個別に普及 
電力消費 
全体的に最適化されたネット
ワークによって無意識のうち
に管理されている 
ライフスタイルの工夫によっ
てかろうじて震災後のレベル
を維持 
電力変換素子 多くの機器に適用されて普及 一部の機器にのみ適用 
製造現場 製造工程最適化・業績向上 コスト低減のために海外移転 
研究設備 運用見直しで効率向上 活用が不十分 
技術
以外 
国際競争力 
エネルギー関連製品を中心に
向上 
研究開発力低下により停滞 
ワークライフバランス 
テレワークなどの普及を背景
に向上 
20 年前と変化なし 
産学官連携 
これまでの体制の見直しで連
携が機能 
従来の連携体制のままで真の
連携は機能せず 
田
舎
暮
ら
し 
技術 
エネルギー消費 自然との調和 効率向上 
製造業 海外展開 海外移転 
農林業 自助努力 企業化 
エネルギーインフラ 地域向けの開発が進む 地域格差が進む 
バイオマス 主要産業のひとつとして普及 燃料や肥料への一部利用 
オンライン教育･医療 普及 存在しない 
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技術
以外 
田舎暮らし 希望者増加 過疎化が進む 
産業の空洞化 海外展開が原因 海外進出が原因 
コミュニティの関与度 市民の暮らしに対して大きく影
響 
他とのつながりをあまり求めない
暮らし 
都
市
／ 
交
通 
技術 
省エネ街区 全国に多数存在 数箇所のみ存在 
再生可能エネルギー 全国に普及 一部の地域にのみ普及 
エネルギー消費 最小化するシステムが普及 メガワット方式によりある程度抑
制されている 
太陽光電池 最適化されて全国に普及 一部にのみ普及 
建築物 高断熱構造が義務化 高コストのために高断熱材の普
及が遅れている 
自動車 電気自動車 ガソリン車 
技術
以外 
生活環境 自由化 限定 
居住地区 最適化された環境が整備され
ている 
省エネ型インフラは一部にのみ
普及している 
就業地区 インフラすべてが最適化された
環境が整備されている  
最適化されたインフラの普及は
一部のみ 
生活スタイル 持続可能なスタイルが定着 20 年前とあまり変化なし 
高
齢
社
会
／
サ
｜
ビ
ス 
技術 
技術開発 電力消費を抑制する技術開発
の推進 
過度な安全性重視により開発は
遅延 
消費電力 激減 大量増加 
インフラ 交通系インフラは消費電力が
最適化されて普及 
ゼロリスクへの投資が増大し財政
圧迫の原因 
技術
以外 
高齢化社会 合理的な高齢者活用システム
が構築されている 
安全性への危惧により高齢者の
参画が困難 
社会参加 高齢者も積極的に参加できる
システムが構築されている 
高齢者は社会的参画に価値が
認識されない 
労働力 不足は外国人で解消 移民政策により一時的に増える
が質の問題が発生 
 
図表 42 からは、電気自動車の普及、自動節電、消費電力コントロール、電力ネットワーク、スマー
トグリッドといった、個別技術に関する要素と、テレワーク、バーチャルオフィス、時差出勤などといっ
た勤務体系の変化や、オンライン教育などといったライフスタイルの変化がそれぞれのシーンで示さ
れている。そして、経済進展の状況や人々の環境への意識の強弱によって、ベストとワーストのシナ
リオに分岐されていることがわかった。 
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そして、将来像を検討するに際して、ここで抽出されたキーファクターは、今後の戦略を検討する
上のキーとなる。また、経済状態や技術の進展状況、エネルギーや環境に関する政策によって、描
かれる社会像が異なることが容易に想像される。環境重視の政策によって経済活動が停滞する点や、
コスト的に多くの課題があり普及には時間がかかる新エネルギー技術の進展状況も、将来像には影
響を及ぼす。 
そこで図表 43 に示すように、新エネルギー技術の進捗度合を横軸に、環境を考慮した経済活動
重視かあるいはこれまでのような大量消費型の経済活動の状況かといったことを縦軸として、各シー
ン別に検討した結果とデルファイ調査結果をもとに、2030 年の将来に想定され得る 3 つの異なる社
会像別にシナリオライティングを実施した。 
図表 43 シナリオライティングに用いた社会像 
A は、新エネルギー技術が進展し、
環境・経済ともに両立している、最も
望まれる姿である。 
B は、新エネルギー技術が進展す
るものの、環境よりもこれまでのような
大量消費型の経済活動が行われてい
る姿である。 
C は、新エネルギー技術はそれほ
ど普及しないものの、環境が重視・ま
たは優先された社会の姿である。 
 
 
 
6.1 第 3 回ワークショップの概要 
デルファイ調査とシーン別シナリオの結果を基に、異なる社会像別のシナリオを作成するための
ワークショップを、第 1 回及び第 2 回のワークショップと同様の参加者で開催した。開催概要は下記
の通りである。 
 
●目 的： 各グループに設定された社会像で 2030 年のベストシナリオを作成し、シナリオに基づい
た戦略を立案する。 
●日 時： 2012 年 6 月 5 日（火）13:15～18:00 
●参加者：企業（電機、自動車、住宅、建設、鉄道）および当研究所の客員研究官他 計 12 名 
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グループワークの流れを図表 44 に示す。まず、2030 年にかけてのトレンドを、キーファクターある
いはデルファイ調査結果から抽出する。次に、それぞれの確実性について検討し、特に確実性の低
いもののどこに注目するかを考慮し、シナリオを作成するための作業を図表 45 に示すシートを用い
て行った。そして 
図表 46 に示す用紙を用いて、ステークホルダー及び年代に分け、戦略を検討した。 
 
図表 44 ワークショップにおけるグループワークの流れ 
 
 
 
図表 45 シナリオライティングの検討に
際して用いたシート 
 
 
図表 46 戦略策定の検討に用いた表 
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6.2 各グループによる検討結果 
6.2.1 グループ A ＜新エネルギー技術進展／環境・経済両立＞ 
グループ A は、新エネルギー技術が進展し、環境・経済ともに両立する社会で、人々の節電意識
も以前以上に向上し、理想的な社会とも言える。そうした背景を元にシナリオを検討し、シナリオを元
に検討したそれぞれのステークホルダーがすべき戦略の検討結果を図表 47 に示す。全体を現すキ
ャッチフレーズは「未来型 SETSUDEN-JAPAN モデル」である。以下にシナリオと戦略を示す。 
 
<社会像 A：未来型 SETSUDEN-JAPAN モデル> 
【シナリオ】 
2030 年、国民意識と社会システムの両方に、環境と経済の両立を目指したサステナビリティの考
え方が浸透し、循環型社会が形成されている。日本では環境意識の高さと相まって、震災からの復
興を機に、新エネルギーによる発電の普及が各地で進み、特に安定した電源として、原子力に代わ
り全国の 30%が地熱によって発電されている。また環境規制に対応すべく、節電技術も普及し、全国
各地でコンパクトシティが実現され、家庭や事業所を含む地域単位での電力使用量が最小化コント
ロールされている。人々は家庭でも職場でも節電を意識することなくゆとりのある生活をしている。そ
して、更なる温室効果ガス削減に向けての技術開発および法制度などの整備が着実に進んでいる。
そうした技術開発の促進は、脱原発を推進するとともに節電意識が定着している国民の合意によっ
てもたらされたものである。 
高効率電力変換技術、エネルギー貯蔵・輸送技術、高エネルギー密度・低コスト電池、高効率・
低コスト再生可能エネルギー利用システム、スマートグリッド・分散電源システム、高断熱材料などの
節電に関連する新技術は、これまで同様日本が世界をリードしており、実用化・普及が海外まで進展
し、国際貢献している。さらに、FIT 制度・再生可能エネルギー利用・高断熱構造義務化などの規制
によって、規制ドリブンで電力消費側の合意形成が得られる社会が実現しており、再生可能・省エネ
ルギー技術の普及・産業化が高度に進展し、日本のモノづくり産業が競争力を保持している。 
こうした資源消費ミニマム社会の進展とともに、円高や原油・天然ガスなどのエネルギー資源の価
格高騰がたびたび発生するが、排出権取引や廃棄物取引などによって、資源の調達が持続的に可
能となっている。産学連携主体で途上国にも技術移転が進み、その結果、先進国と途上国の生活レ
ベルの差が縮まり、より少ない環境負荷でより多くの人が、精神的に豊かな生活を享受できる社会が
アジアの多くの国々にも実現している。このようにこれまでの大量消費型の社会とは異なった、新た
な地平が広がっている。これが、「JAPAN モデル」となり、「SETSUDEN」が国際慣用語（英和辞典に
記載）となっている。 
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図表 47 「未来型 SETSUDEN-JAPAN モデル」の戦略 
技術 
  ～2020 年 2021 年～2030 年 2031 年～ 
企業 ・高効率電力変換システム（SiC・GaN・
超高効率発電等）の実用化、普及 
・高エネルギー密度、低コスト電池（無機
全固体電池）の実用化、普及 
・電力ネットワークシステムの実用化 
・再生可能エネルギー（水力・風力・地
熱・バイオマス）利用システムの実用化 
・高効率、低コスト太陽電池の実用
化、普及 
・高効率、低コスト排熱利用システ
ム（熱電変換等）の実用化、普及 
・電力ネットワークシステムの普及 
・再生可能エネルギー利用システ
ムの普及 
・高断熱材料
の実用化、普
及 
・次世代電池
（金属ー空気
電池、多カチ
オン電池等） 
教育
機関 
・節電工学（電力変換材料、蓄電メカニ
ズム等）の充実強化 
・次世代電池（金属ー空気電池、
多カチオン電池等）蓄電メカニズム
の解明 
 なし 
公的
研究 
機関 
・高効率電力貯蔵技術（化学媒体・水素
等）の開発 
・高効率、低コスト排熱利用システム（熱
電変換等）用材料の開発 
・次世代電池（金属ー空気電池、
多カチオン電池等）用材料の開発 
 なし 
個人 ・電力自立型家、オフィスの実用化 ・電力自立型家、オフィスの実用化  なし 
市場 ・スマートグリッド、分散電源システムの
導入開始 
・電力の地産地消の開始 
・スマートグリッド、分散電源システ
ムの普及 
・電力の地産地消の普及 
 なし 
海外 ・節電技術、システム、インフラ輸出とこ
れらの技術指導、援助 
 なし  なし 
技術以外 
  ～2020 年 2021 年～2030 年 2031 年～ 
政府 ・節電規制（高断熱構造等） 
・電力自由化、FIT（全量買い取り）制度
・電力ネットワークの標準化施策 
・再生可能エネルギー利用促進施策 
・社会適合性の高い FIT への進化 ・コンパクトシテ
ィ実現、促進施
策 
教育
機関 
・大学、大学院電気工学の充実強化 なし  なし 
個人 ・節電意識の定着 ・意識しない節電の定着  なし 
市場 ・節電インセンティブ制度の定着 なし  なし 
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6.2.2 グループ B ＜新エネルギー技術進展／物質・経済至上＞ 
グループ B は、新エネルギー技術が進展するものの、20 世紀のように大量の物質消費型社会が
継続され、環境よりも経済が重視される社会である。人々の節電意識によらず、むしろ人々の節電意
識がないままに自然に節電がされている社会が構築されている。そうした背景を元にシナリオを検討
し、シナリオを元にそれぞれのステークホルダーがすべき戦略を検討した結果を図表 48 に示す。全
体を現すキャッチフレーズは「技術邁進社会」である。以下にシナリオと戦略を示す。 
 
<社会像 B：技術邁進社会> 
【シナリオ】 
2030 年、人々は個人中心のライフスタイルを優先し、より快適な生活環境を追求しており、節電
は我慢ではなく、ハイテク技術を積極的に取り入れることで対応している。20 年程前にブームとなっ
たスマートシティも散在しているが、合意形成や標準化よりもメーカーの競争によるコストダウンが先
行し、地域全体での効率的な省電力化は機能しておらず、代わってハイテクの機器・システムの導
入による各家庭や事業所単位での節電で、国内では 2010 年の 1 割減を達成している。新エネルギ
ー関連製品は、世界的な技術開発とコストダウン競争の結果、高効率化、低コスト化が実現し、節電
機器をはじめとする消費拡大によって、国内経済は安定化傾向を示している。一方で、廃棄物のリ
サイクルは一部に留まり、環境対策は停滞している。BRICS などの海外の生産拠点では、相対的に
安い人件費と、大規模量産設備の導入、自家発電設備も含めた地域自立型の発電設備の利用で
競争力を維持している。 
日本製の照明、エアコン、冷蔵庫、各部屋の机に内蔵されたコンピュータ、いずれも 20 年前と比
べると格段に消費電力は低減されている。室内外のいたるところに組み込まれた住環境センサによ
って、これらの電子機器の電力は必要な時に必要な分だけ使用するため、家庭やオフィスの消費電
力は自動的に最小限に抑えられている。したがって、住人は節電を意識することなく暮らしている。
最近は、プライバシーを尊重するライフスタイルが定着し、1、2 人の世帯も急増しているが、クラウド
など大きく進化した ICT 技術のおかげで、ネットショッピングや、気の向いたときに交流できるネット社
会が発達して、不要な移動に伴う電力消費も削減されている。オフィスワークもテレワークが主流で、
バーチャルオフィスも増え、実際のオフィスに居るかのような感覚を同僚と共有できるようになってい
る。教育や医療に関しても、在宅でできる e ラーニングやオンライン医療が主流となっている。 
国内の多くの工場では変種変量生産にも対応できるコンピュータとロボットが導入され自動化が
進み、無人化に近い生産ラインが構築されている。当然、ここにもハイテクの自動節電技術が適用さ
れ、事業所内の電力使用は最小限に抑えられる。バックアップ用の大容量蓄電池も備えてはいるが、
電力消費が少ない夜間の稼働率を高くなるようバランスをとりながら 24 時間稼働している。生産に人
手がほとんど不要なため、国内で生産してもコストは見合い、燃料費高騰の影響が大きい輸送コスト
も抑えられる。無人化によりものづくり現場での雇用は大きく減ったが、一方でネット社会の発達によ
ってコンテンツビジネスなどソフトウェアやサービス系のビジネスが急速に拡大しており、若者の雇用
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を創出するとともに、低賃金でも生き甲斐を求めて参画する高齢者の労働力も活用されている。 
一方で、節電関連機器などの生産と消費の拡大を軸とする経済成長モデルを維持しているため、
産業競争力維持のための高効率化、低コスト化、希少素材のリサイクル技術は大幅に向上している
ものの、採算の合わない廃棄物のリサイクルや CO2 排出低減など、地球環境保全に関する取り組み
は進んでいない。さらに、「部分最適が全体最適になるとは限らない」という考えはあるものの、エネ
ルギー全体のバランスやライフスタイルとの関係についての定量的な議論が進まず、地域さらには社
会全体でのエネルギー節約社会の形成が課題となっている。 
国際政治の場では、日本が技術偏重で成長し続けていることに対して、世界環境に対する配慮
が少ないという非難の声が上がっており、政府は外交政策に苦慮している。企業も、このような非難
が不買運動につながらないかと神経を尖らせながら、日本での技術開発の推進の方向を模索し始
めている。 
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図表 48 「技術邁進社会」の戦略 
技術 
  ～2020 年 2021 年～2030 年 2031 年～ 
企業 ・節電システムの技術開発 
・無人生産が可能なロボットの
実用化開発 
・クラウド関連事業の推進  
 
・節電システムの普及 
・無人工場の実用化 
・バーチャルオフィスの普及 
・バーチャル教育、医療等の関
連事業の推進 
・無人工場の普及 
公的
研究 
機関 
・大規模蓄電技術の研究開発
・無人生産が可能なロボットの
研究開発 
・節電とライフスタイルの関係
の定量化研究 
・エネルギーバランスの研究 
・大規模蓄電技術実用化支援  なし 
個人 ・オンライン技術の利用機会
拡大による生活レベルの向上
・オンライン技術の活用による
生活レベルの向上 
 なし 
海外 ・節電システム、知財の輸出 ・節電システム、知財の輸出  
技術以外 
  ～2020 年 2021 年～2030 年 2031 年～ 
政府 ・節電インセンティブシステム
導入 
・高断熱建築規制 
・設備毎の省電力規格策定 
・国際送電ネットワーク構築  ・国際節電技術センタ
ーの日本誘致 
企業 ・テレワークの推進 ・ライフスタイル変革の検討 ・無人工場の普及 
教育
機関 
・産学融合基盤の整備 
・節電、省エネ教育の定着化 
・産学融合の推進、拡大 なし 
公的
研究 
機関 
・節電とライフスタイルの関係
の定量化研究 
・エネルギーバランスの研究 
・大規模蓄電技術実用化支援 なし 
個人 ・オンライン技術の利用機会
拡大 
・オンライン技術の普及・拡大 なし 
市場 なし ・電力市場の国際化 なし 
海外 ・節電システム、知財の輸出 ・節電システム、知財の輸出 ・エネルギー環境安全
保障体制の構築 
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6.2.3 グループ C ＜新エネルギー技術停滞／環境・経済両立＞ 
グループ C は、新エネルギー技術があまり進展しないが、人々の環境に対する意識が高く、環境
を重視した社会が成立している。電気もできるだけ使用しない風潮が充満しており、人々は自然との
共生を好むようになっている。そうした背景を元にシナリオを検討し、シナリオを元にそれぞれのステ
ークホルダーがすべき戦略を検討した結果を図表 49 に示す。また全体を現すキャッチフレーズは
「パッシブ・サステナビリティ」である。以下にシナリオと戦略を示す。 
 
<社会像 C：パッシブ・サステナビリティ> 
【シナリオ】 
2030 年、我が国には 2010 年代に大規模でハイテクな設備投資をしながら節電効果に失敗した
多くの都市がある一方、昔ながらのコンパクトな街で、地味ながら持続的な節電が成り立っている例
が多数存在している。人々は環境に十分な理解があり、足るを知る、という節度ある暮らしが実現して
いる。自給自足や地産地消を軸にした経済活動が地域の経済成長を支えている。成熟した技術を
付加したり、ライフスタイルを見直すことで、さらなるパッシブ・サステナビリティが実現する。 
都市計画の基本コンセプトはコンパクトシティで、都市の暮らしに必要な機能やコミュニティが効
率的にネットワーク化されている。ICT を活用した社会参画型環境コミュニケーションネットワークが充
実し、世代を超えた環境意識が充実している。高齢者の知恵や労働力を生かした｢ニューギルド社
会｣がこの都市生活の新たな特長であり、話題になっている。 
2020 年代に実現したエネルギー総量抑制規制に基づいた省エネ規制、特に高断熱化の法制化
やパッシブエネルギー技術の補助が奏功し、建物環境に関する節電・省エネ化は一定の効果を上
げている。バイオマスや水力/風力発電などによる小規模分散型発電の買取制度が地域に必要十
分な電力を供給している。小中学校は再生エネルギーの発電拠点になっている。発送電は従来から
の系統電力のみであるが、スマートメーターが完全に導入されているので、街区レベル～世帯レベ
ルでのエネルギー消費最適コントロールができるようになっている。さらに人々はエネルギーの見え
る化によって自律したエネルギーマネジメントを、スマートフォンを使ってストレスなく実施している。 
交通手段は、自転車やバス、トラムなどに加え、マイカー／カーシェアリングなどによる、多様な移
動手段が揃っている。車はハイブリッド自動車や小型高効率なガソリンエンジンが主流で、電気自動
車は一部の利用に留まっている。テレワークやバーチャルオフィスといった就業環境、オンライン教
育によって、無駄な移動エネルギーは抑制されている。オンライン医療も実現し、隣の都市にある専
門病院へわざわざ移動する必要はない。渋滞を抑制するためにマイカー等の出勤時間分散化や長
期バカンス休暇が常識となっている。 
この街の魅力と財政を向上し、かつエネルギー消費を抑制する施策として、多数のパチンコ店を
閉鎖して開設したエコカジノが話題になっている。街中の不必要なネオンを減らすと共に、遊んでい
る時もエコが成り立つという、不思議な環境意識共有効果がある。 
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図表 49 「パッシブ・サステナビリティ」の戦略 
技術 
  ～2020 年 2021 年～2030 年 2031 年～ 
企業 ・テレワークの充実 ・バーチャルオフィス  なし 
教育 
機関 
・オンライン教育 
・再生エネルギーの発電拠点（小
中学校） 
なし  なし 
公的研
究機関 
・スマホ活用によるエネルギーマ
ネージメント 
なし  なし 
個人 ・社会参画型環境コミュニケーシ
ョンネットワーク 
・スマートメーターの完全普及 
なし  なし 
市場 ・スマホ活用によるエネルギーマ
ネジメント 
・ニューギルド社会発の競争力
のあるエコ商品開発 
 なし 
海外 ・テレワークの充実 
・オンライン教育 
・バーチャルオフィス オンライン医療 
技術以外 
  ～2020 年 2021 年～2030 年 2031 年～ 
政府 ・エネルギー総量規制 
・省エネ、高断熱化規制 
・小規模分散型発電の買取制度 
 
・農業企業化の促進 
・パッシブコンパクトシティ推進 
・高齢者の経験知を生かしたニ
ューギルド社会の推進  
 なし 
企業 ・出勤時間の分散化 
・長期バカンス休暇の普及 
・ライフスタイルの多様化対応 
 
 なし 
教育機
関 
なし ・連携型大学院構想 
 （各国、各地域と連携した小さ
く高度な研究機関化） 
 なし 
公的研
究機関 
・適用柔軟性と効果最大化の省
エネ、高断熱化の法制化 
 
・ローテク、小規模、自律＆共
有型の節電制御手法の社会知
化 
 なし 
個人 ・社会参画型環境コミュニケーシ
ョンネットワーク 
・パッシブサステナビリティな新
しいライフスタイルの発信 
 なし 
市場 ・小規模分散型発電の買取制度 
・カーシェアリングへの補助 
・ニューギルド社会発の競争力
のあるエコ商品開発 
 なし 
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6.3 シナリオと戦略の分析とまとめ 
6.3.1 社会像別シナリオと戦略 
各社会像別にシナリオと戦略を分析した結果を以下に示す。 
 
<社会像 A: 新エネルギー技術進展／環境・経済両立> 
節電に関する新技術で世界をリードし、無意識のうちの節電が定着する。このために政府は、高
断熱構造等の節電規制が求められる。併せて、教育機関には、節電工学や電気工学の充実強化が
求められる。また、公的研究機関では、高効率・低コスト排熱利用システム用材料の開発、企業では
高効率電力変換システム、高断熱材や排熱利用システムの実用化・普及に注力すべきである。 
原子力に代わり地熱などの新エネルギーによる発電が世界的に普及する。その推進策として、政
府による電力自由化、固定価格買い取り制度、再生可能エネルギー利用促進施策、及び、企業に
は高効率・低コスト太陽電池および再生可能エネルギー利用システムの実用化・普及が求められ
る。 
エネルギー貯蔵技術・輸送技術、高エネルギー密度・低コスト電池、スマートグリッド・分散型電源
システムの開発が進展、普及する。このためには、政府には、電力ネットワークの標準化施策が求め
られる。また、産学官が役割分担して、電力貯蔵技術、次世代電池、排熱利用システムの材料を含
めた研究開発を推進すべきである。 
温室効果ガス削減に向けての技術開発及び法制度の整備を着実に進めることで、環境と経済の
両立がなされている。 
 
<社会像 B: 新エネルギー技術進展／物質・経済至上> 
低消費電力のハイテク機器やシステムが普及し、これらの節電機器の消費拡大により企業は業
績を維持している。工場では、自動化や無人化が進み終夜稼働によってピークカットと人件費削減
を実現している。一方で、個々の機器や家庭・事業所単位の節電はなされているが、地域単位など
全体最適化は進んでいない。このために、政府には節電インセンティブシステムの導入や高断熱建
築規制等の施策が求められる。公的研究機関と企業には、海外への知財戦略を考慮した各種節電
システムの技術開発、ならびに、無人工場実現のための変種変量生産に対応したロボットの研究開
発が求められる。さらに、公的研究機関には、ライフスタイルと節電との関係の定量化研究の推進を、
企業や個人には、その結果に基づいたライフスタイルの変革が求められる。 
新エネルギー技術は、世界的な技術開発とコストダウン競争によって進展する。だだし、全体の
エネルギーバランスに関して最適化されておらず、公的研究機関にはエネルギーバランスに関する
研究強化が求められる。 
メーカー間の競争によって高効率・低コストの蓄電池や自家発電が普及する。公的研究機関に
は、大規模蓄電池技術の研究開発と実用化支援が求められる。 
技術開発が進みテレワークやオンライン医療・教育も普及している。一方、合意形成や標準化が
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遅れ、スマートシティは普及していない。また、希少元素のリサイクルは普及しているが、採算の合わ
ないリサイクルは進展していない。 
 
<社会像 C: 新エネルギー技術停滞／環境・経済両立> 
各種規制や補助制度によって、建物環境に関する節電・省エネ化は一定の効果を上げている。
また、渋滞を抑制するためにマイカー等の出勤時間分散化や長期バカンス休暇が常識となっている。
このために、政府には省エネ・高断熱化規制、公的研究機関には、ローテク、小規模、自律と共有型
の節電制御手法の社会知化が求められる。また、企業には、出勤時間の分散化や長期バカンス休
暇制度などライフスタイルへの対応が求められる。 
電力は地域ごとの小規模分散電源で十分賄われる。その実現のために、政府には、小規模分散
型発電の買い取り制度の策定が求められる。また、小中学校を発電拠点とする施策も有効である。 
系統電力のみにたよるが、街区レベル～世帯レベルでのエネルギー消費最適コントロールがで
きており、エネルギーの見える化によって自律したエネルギーマネージメントを、スマートフォンを用
いてストレスなく実施している。その実現のためには、政府はスマートメーターの完全普及を推進を
すべきである。公的研究機関には、スマホ活用によるエネルギーマネージメントの研究開発を求め
る。 
ICT を活用した社会参画型環境コミュニケーションネットワークが充実し、世代を超えた環境意識
が充実している。高齢者の知恵や労働力を生かした｢ニューギルド社会｣がこの都市生活の新たな特
長となっている。このような社会の実現のために、政府は、農業の企業化や高齢者の経験知を生か
したニューギルド社会を推進すべきである。また、テレワークやバーチャルオフィスといった就業環境、
オンライン教育によって、無駄な移動エネルギーは抑制されている。オンライン医療も実現し、隣の
都市にある専門病院へわざわざ移動する必要はない。その実現のためには、企業には、テレワーク
やバーチャルオフィス化への対応が求められる。 
 
各社会像別のシナリオと戦略を分析することで、以下に示すような共通戦略と個別戦略を示すこ
とができる。 
 
<共通戦略> 
政府には節電インセンティブシステムの導入や高断熱建築規制等の節電促進施策が求められる。
また、公的研究機関には、ライフスタイルと節電との関係の定量化研究の推進を、企業や個人には、
その結果に基づいたライフスタイルの変革が求められる。また、エネルギーマネージメント施策として、
政府には、スマートメーターの完全普及、電力ネットワークの標準化施策、コンパクトシティ実現のた
めの促進施策が求められる。通勤・通学・通院等の移動を減らすことも重要で結果的にライフスタイ
ルの変革もつながることから、企業にはテレワーク、オンライン教育・医療さらには、バーチャルオフィ
スの実現も求められる。 
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<個別戦略> 
新技術開発を主体とする場合には、公的研究機関では、高効率・低コスト排熱利用システム用材
料の開発、企業では高効率電力変換システム、高断熱材や排熱利用システムの実用化・普及に注
力すべきである。さらに、産業競争力を確保するために、公的研究機関と企業には、海外への知財
戦略を考慮した各種節電システムの技術開発、ならびに、無人工場実現のための変種変量生産に
対応したロボットの研究開発が求められる。 
一方、新技術が停滞する社会では、公的研究機関には、ローテク、小規模、自律と共有型の節
電制御手法の社会知化が求められる。また、企業には、出勤時間の分散化や長期バカンス休暇制
度などライフスタイルへの対応が求められる。新エネルギーに大きな進展の見られない小型分散型
電源で地域を賄う社会では、小中学校を発電拠点とする施策が有効である。 
 
 
6.3.2 アクションプラン別戦略 
本調査で抽出された 2030 年に「持続可能な節電」を実現するための戦略を、グリーン・イノベーショ
ン推進の具体的施策として検討するために、アクションプラン項目別に分類し、図表 50（技術）およ
び図表 51（技術以外）に示す。 
技術に関しては、企業と公的研究機関が取り組むべき戦略が多く、技術以外（図表 51）では、政
府が取り組むべき戦略が多数を占めている。アクションプランで節電に直接かかわる政策課題「エネ
ルギー利用の革新」では、技術に関して、教育機関に対し節電に関する教育の充実や公的研究機
関には、排熱利用システム材料や無人生産用ロボットの開発をすべきとしている。また企業には、節
電システム、高効率な電力変換や排熱利用システム、高断熱材料の実用化が求められる。一方、技
術以外では、政府は節電を促進するインセンティブシステムや高断熱建築などの規制をすべきとし
ている。また、国際節電技術センターの日本誘致もあげられている。公的研究機関には、節電とライ
フスタイルの関係の定量化研究や自立共有型の節電制御手法の社会知化の要求がある。また、企
業には、ライフスタイル多様化への対応が求められている。 
「分散型エネルギーシステムの拡充」には、節電の最適制御システムに関わる、電力ネットワーク
システムや、スマートグリッドや、ピークシフトやライフスタイルの変革に関わる分散型電源として蓄電
池に関する戦略が関係する。技術では、公的研究機関と企業に対し電力貯蔵技術や排熱システム
の研究開発と実用化、スマホ活用エネルギーマネージメント普及が要求される。技術以外では、政
府に対し、電力ネットワークの標準化施策、スマートメーターの完全普及施策が求められる。 
「クリーンエネルギー供給の安定化」では、分散型電源に関連し、技術では教育機関に対し、小
中学校の発電拠点化や、公的研究機関に対しエネルギーバランスの研究が求められる。政府には、
小型分散型発電の買い取り制度等の施策が要求される。 
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「社会インフラのグリーン化」では、ライフスタイルの変革による節電に大きくかかわると考えられる
テレワーク等や交通システムなどを、まちづくりと関連すると考え分類している。政府には、コンパクト
シティの推進を、企業にはクラウド事業の推進やテレワーク、バーチャルオフィス、オンライン教育や
医療関連事業の推進が求められる。 
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図表 50 社会像別シナリオ戦略（技術） 
 
A(未来型SETSUDEN-JAPANモデル） B（技術邁進社会） C（パッシブ・サステナビリティ）
【企業】 【公的研究機関】 【教育機関】
　・再生可能エネルギー利用システムの実用 ・エネルギーバランスの研究 ・再生エネルギーの発電拠点
　化、普及 （小中学校）
　・高効率・低コスト太陽電池の実用化、普及
【教育機関】 【公的研究機関】 【公的研究機関】
　・次世代電池蓄電メカニズムの解明 ・大規模蓄電技術の研究開発、 ・スマホ活用エネルギーマネージ
実用化支援 メント
【公的研究機関】 【市場】
　・高効率電力貯蔵技術（化学媒体・水素等）の 　・スマホ活用エネルギーマネージ
　開発 　メント
　・高効率・低コスト排熱利用システム用材料の
　開発
　・次世代電池用材料の開発
【企業】
　・次世代電池の実用化、普及
　・高エネルギー密度、低コスト電池の実用化、
　普及
　・電力ネットワークシステムの実用化、普及
【市場】
　・スマートグリッド、分散電源システムの導入
　開始、普及
　・電力の地産地消の開始、普及
【教育機関】 【教育機関】
　・節電工学（電力変換材料、蓄電メカニズム等） 　・節電、省エネ教育の定着化
　の充実強化 【公的研究機関】
【公的研究機関】 ・無人生産が可能なロボットの
　・高効率・低コスト排熱利用システム用材料の 研究開発
　開発
【企業】 【企業】
　・高効率電力変換システムの実用化、普及 　・節電システムの技術開発、
　・高効率、低コスト排熱利用システムの実用 　普及
　　化、普及 　・無人生産が可能なロボットの
　・高断熱材料の実用化、普及 実用化開発
【個人】 ・無人工場の実用化、普及
　・電力自立型家、オフィスの実用化 【海外】
【海外】 ・節電システム、知財の輸出
　・節電技術、システム、インフラ輸出とこれらの
　技術指導、援助
【企業】 【教育機関】
・クラウド関連事業の推進 ・オンライン教育
・バーチャルオフィスの普及 【企業】
・オンライン教育、医療等の関 ・バーチャルオフィス
連事業の推進 【市場】
　・ニューギルド社会発の競争力のあ
　るエコ商品開発
【海外】
・オンライン教育
・バーチャルオフィス
・オンライン医療
【教育機関】
　・大学、大学院電気工学の充実強化
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図表 51 社会像別シナリオ戦略（技術以外） 
 
 
  
A(未来型SETSUDEN-JAPANモデル） B（技術邁進社会） C（パッシブ・サステナビリティ）
【政府】 【市場】 【政府】
　・電力自由化・FIT（全量買い取り）制度 　・電力市場の国際化 　・エネルギー総量規制
　・社会適合性の高いFITへの進化 【海外】 　・小規模分散型発電の買取制度
　・再生可能エネルギー利用促進施策 ・エネルギー環境安全保障体制 【市場】
　の構築 　・小規模分散型発電の買取制度
【政府】 【政府】 【政府】
　・電力ネットワークの標準化施策 　・国際送電ネットワーク構築 　・スマートメーターの完全普及
【個人】
　・スマートメーターの完全普及
【政府】 【政府】 【政府】
　・節電規制（高断熱構造等） 　・節電インセンティブシステム 　・省エネ、高断熱化規制
【個人】 導入 【公的研究機関】
　・節電意識の定着 　・高断熱建築規制 　・適用柔軟性と効果最大化の省エ
　・意識しない節電の定着 ・設備毎の省電力規格策定 ネ、高断熱化の法制化
【市場】 　・国際節電技術センターの日本 　・ローテク、小規模、自律&共有型
　・節電インセンティブシステムの定着 誘致 の節電制御手法の社会知化
【公的研究機関】 【企業】
・節電とライフスタイルの関係の ・出勤時間の分散化
　定量化研究 　・長期バカンス休暇の普及
【企業】 ・ライフスタイルの多様化対応
　・ライフスタイル変革による節
電・省エネ化社会実現
【政府】 【企業】 【政府】
　・コンパクトシティ実現、促進施策 　・テレワークの推進 　・パッシブコンパクトシティ推進
【個人】 　・農業企業化の促進
　・オンライン技術の利用機会拡 　・高齢者の経験知を生かしたニュー
　大による生活レベルの向上 　ギルド社会の推進
　・オンライン技術の活用による 【企業】
　生活レベルの向上 　・テレワークの充実
【個人】
　・社会参画型環境コミュニケーショ
　ンネットワーク
　・パッシブサスティナビリティな新し
　いライフスタイルの発信
【市場】
　・カーシェアリングへの補助
【海外】
　・テレワークの充実
【教育機関】 【教育機関】
　・産学融合基盤の整備、推進、
拡大
・連携型大学院構想
社会像別シナリオ戦略
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7章 まとめと提言 
 
本調査では、文献調査による震災後の節電の実態把握、デルファイ調査による節電に関係する
課題の将来予測、シナリオライティングによる持続可能な節電の将来像とそのために必要となる戦略
を検討した。そして、①これまでの節電対策の実施状況を把握すること、②節電に関する課題を俯
瞰的かつ構造的に理解すること、③節電に関して、今後優先的に取り組みべき節電に関する科学技
術政策の方向性を見い出すことを目的として実施し、次のような結果を得た。 
 
7.1 節電の現状把握 
政府機関発表の節電実績によると、震災後の 2011 年夏において、東京・東北電力管内では需要
抑制目標の前年比 15%以上、関西電力管内やその他の地域でもおおよその目標値が達成された。
また、2011 年度冬は、いずれも前年度比で東京 7.4％、九州 6.2%、関西 5.0%の節電効果が得られた
結果となった。 
まず、震災後の節電対策や意識に関する実態を把握するために、各種団体や調査機関が実施し
た企業や個人を対象としたアンケート調査 26 件を分析した。その結果、以下のとおりである。 
・ 男性より女性が、男女とも年層が高いほど節電に取り組んだ。 
・ 照明の間引きや空調温度調節は 7 割以上の企業や個人が行い、暖房便座停止などトイレの対
策も 6 割以上が実施した。一方、省エネ機器への交換・導入は、2 割程度にとどまった。 
・ 節電の周知・実行体制整備やクールビズは比較的広く実施され、一部の製造業を中心に休日
シフト・休暇の活用や夜間・早朝操業等の勤務時間シフトが行われた。 
・ 公共の場の節電に対し、鉄道の運行本数の削減やエレベータ・エスカレータの休止は生活に
支障があるとし、自販機、看板、店舗の照明はより積極的に節電すべきである。 
 
次に、節電に関する研究を行っている各種研究機関や団体の最近の研究報告によると、以下の
点が指摘されている。 
・ 試算によると、休日の分散や夏季休暇長期化によって、500～800kW 程度の節電効果が期待さ
れる。 
・ 導入が検討されているサマータイムの効果は、数十万 kW 程度で、節電効果は小さい。 
・ 在宅勤務によって 14%程度の電力消費量が削減できる。 
・ 現行の電気料金と比較した場合、需要家による分散型電源や省エネ製品の導入は、多くの機
器で経済的にメリットがある。 
 
 
89 
 
7.2 節電に関係する科学技術の将来予測とシナリオ 
7.2.1 科学技術課題の予測調査（デルファイ調査） 
節電に関係する科学技術課題の技術的・社会的実現時期を把握するために、デルファイ調査を
実施した。課題の設定に際して、節電に深くかかわる電機、住宅、建設、自動車などのメーカーや社
会システム、エネルギー、材料などに従事する企業の方々を集め、ワークショップを開催しデルファイ
調査のための課題を検討した。ワークショップでは、(1)持続可能な節電に資する技術や施策につい
て、現状から将来を俯瞰するフォアキャストと、(2)望まれる節電が普及した将来の暮らしの姿の実現
のために、必要となる技術や施策を議論するバックキャストの 2 方向で検討した。 
そして、当所で以前実施した第 9 回デルファイ調査の回答者約 1600 人に対し、今回のワークショ
ップで設定された41課題（技術27、技術以外14）に関する技術的・社会的実現時期、及び牽引する
主なセクターについて、同じ質問を 2 回繰り返すアンケート調査（デルファイ調査）を実施した。その
結果、節電に関係する技術は 2030 年までにはほぼ普及し、技術以外の課題を含めても、2030 年ま
でには 85%が社会的に実現する結果となった。技術的実現から社会的実現までの期間は、平均して
5.3 年となった。また、牽引する主なセクターは、技術的実現の 96％が企業で、社会的実現は企業
51％、政府 46％とほぼ 2 分される結果が示された。 
また、2011 年の東日本大震災による節電に対する意識変化を調べるために、2008 年～2009 年に
当所で実施した第 9 回デルファイ調査で使用した課題のうち、今回と同じ 11 課題について比較・分
析した。その結果、8 課題の技術的実現年が 1-5 年遅くなり、3 課題は 1 年早くなった。技術的実現
から社会実現までの年数は、多くの課題で前回と変わらない結果となった。バーチャルオフィス、省
電力コンピューター、ビル管理システムといった IT を利用する課題に関しては、技術的・社会的実現
ともに 3-4 年遅くなり、一方でスマートグリッド技術と電池技術は 1 年早くなる結果となった。 
今回の結果から、電力を大量に消費する IT を利用する技術に関しては、技術開発が以前ほどの
スピードで進まないことが予測され、再生可能エネルギーの普及には欠かせない電池やスマートグリ
ッドの開発はより進む結果となった。ただし 11 課題のうち 5 課題の技術的実現年の差は 1 年程度で
あることから、震災による影響が顕著に出ているとは言い難い。 
 
7.2.2 持続可能な節電を実現するための生活シーン別シナリオ 
デルファイ調査の結果をもとにシナリオ作成のためのワークショップを開催し、2030 年の持続可能
な節電の姿がどのようなものであるかを 4 つの生活シーン（①オフィス/製造、②田舎暮らし、③都市/
交通、④高齢社会/サービス）別に検討した。ワークショップでは 4 グループに分かれ、それぞれのシ
ーンにおいて、デルファイ調査結果を参考に、持続可能な節電が普及している「ベストシナリオ」と、
阻害要因があり節電があまり進展しない「ワーストシナリオ」を作成した。 
ベストとワーストの両シナリオを比較すると、同じ言葉が異なる形で出現していることがわかる。例え
ば＜オフィス/製造＞では、「電力ネットワーク」は、ベストシナリオでは「地域全体で標準化がなされ
て普及」であり、ワーストシナリオでは「標準化が遅れ個別に普及」である。 
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このように、同じ言葉であっても、何らかの要因によって後に大きい差となることがわかる。図表 52
に、＜オフィス/製造＞のシナリオを例に、ベストとワーストに分岐しているキーファクターについての
分析結果の一例を示す。 
このように、各生活シーン別シナリオについて分析した結果、経済の状況や人々の意識などが要
因となり、ベストとワーストのシナリオとなっていることがわかった。そしてこうした分析により、各生活シ
ーンにおいて解決すべき課題について示唆を得ることができる。 
 
図表 52 「オフィス/製造」ベスト・ワースト両シナリオに出現するキーファクターと表現の違い（一例） 
 キーファクター ベスト ワースト 
技
術 
電力ネットワーク 地域で標準化されて普及 標準化が遅れ個別に普及 
電力消費 
全体的に最適化されたネットワーク
によって無意識のうちに管理されて
いる 
ライフスタイルの工夫によっ
てかろうじて震災後のレベル
を維持 
電力変換素子 多くの機器に適用されて普及 一部の機器にのみ適用 
製造現場 製造工程最適化・業績向上 コスト低減のために海外移転 
研究設備 運用見直しで効率向上 活用が不十分 
技
術
以
外 
国際競争力 エネルギー関連製品を中心に向上 研究開発力低下により停滞 
ワークライフバランス テレワークなどの普及を背景に向上 20 年前と変化なし 
産学官連携 
これまでの体制の見直しで連携が機
能 
従来の連携体制で真の連携は
機能せず 
 
 
7.2.3 持続可能な節電を実現するための社会
像別シナリオ 
ここまでにデルファイ調査によって予測され
た技術実現時期の結果を参考に、生活シーン
別シナリオを検討した。いわゆるフォアキャストと
してシナリオを作成したが、個々の生活シーン
別のシナリオだけでは、社会全体像を把握する
ことが難しい。また、生活シーン別のベストシナ
リオすべてを組み合わせても、必ずしも社会全
体のベストシナリオになるとは限らない。 
そこで、2030 年の目指すべき社会をあらかじ
め図表 53 に示すように A,B,C の 3 つを設定し、
図表 53 シナリオライティングに用いた社会像 
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バックキャストの手法を用いてそれぞれの社会によって優先される技術や社会的課題がどのように異
なるかを検討した。横軸には、新エネルギー技術の進捗度合を、縦軸には環境を重視した経済活動
志向と、その反対としてこれまでのような物質大量消費による経済活動を志向した経済至上主義とい
った、社会システムとライフスタイルに関連する軸とした。そしてそれぞれの社会像ごとに、持続可能
な節電とはどういうものかをグループで議論しシナリオ A,B,C を作成した。作成したシナリオの概要を
図表 54 に示す。 
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図表 54 社会像別シナリオの概要 
シナリオ A B C 
社会像 新エネルギー技術進展 
/環境・経済両立志向 
新エネルギー技術進展 
/物質・経済至上主義 
新エネルギー技術停滞 
/環境・経済両立志向 
キ ャ ッ チ
フレーズ 
未来型 SETSUDEN - 
JAPAN モデル 
技術邁進社会 パッシブ・サステナビリティ 
イメージ 節電技術も普及し、全国各地
でコンパクトシティが実現さ
れ、家庭や事業所を含む地域
単位での電力使用量が最小
化、コントロールされている。 
地域全体での省電力化は機能
しておらず、代わってハイテク
の機器・システムの導入による
各家庭や事業所単位での節電
で、国内では 2010 年の消費電
力 1 割減を達成している。 
自然と共生した生活を軸にラ
イフスタイルを見直し、足るを
知る、という節度ある暮らしに
よって節電が実現している。 
ラ イ フ ス
タイル 
人々は家庭でも職場でも節電
を意識することなくゆとりのある
生活をしている。 
個人中心で、e ラーニングやオ
ンライン医療が主流となってい
る。 
自給自足や地産地消中心。
無駄な移動エネルギーは抑
制されている。 
経済 発展 大量消費とともに発展 低迷 
環境 重視または優先 優先ではない 重視または優先 
技術 
(ハード) 
高効率電力変換、エネルギー
貯蔵・輸送、高エネルギー密
度電池、スマートグリッド・分散
電源、高断熱材料など 
センサー技術、照明、エアコ
ン、冷蔵庫、コンピュータなど 
バイオマス、水力、風力発
電、在宅勤務やオンライン医
療、スマートメーターなどの
マネージメント関連機器など 
技術 
(ソフト) 
電力消費者の合意形成を得
るしくみに関する研究 
税制優遇、エコポイントなどのイ
ンセンティブ施策に関する研究
エネルギー最適化マネージ
メントに関する研究 
規制 FIT 制度や再生可能エネルギ
ー利用義務化 
電力市場の標準化 小規模分散型発電の買取制
度 
国 際 競
争力 
節電技術は日本が世界をリー
ドしており、実用化・普及が海
外まで進展。省エネ技術の産
業化が高度に進展し、日本の
ものづくり産業が競争力を保
持している。 
技術偏重で成長し続けているこ
とに対して、世界環境に対する
配慮が少ないという非難の声が
上がっており、政府は外交政策
に苦慮している。 
高齢者の知恵や労働力を生
かした｢ニューギルド社会｣が
この都市生活の新たな特長
であり、国際社会で話題にな
っている。 
その他 産学連携の整備や連携型大
学院構想など、協同作業の推
進が積極的に行われている。 
若者の雇用創出とともに、低賃
金でも参画する高齢者の労働
力も活用されている。 
混雑・渋滞を抑制するための
出勤時間分散化が定常とな
っている。 
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7.3 持続可能な節電を実現するための提案 
前述したシナリオ A、B、C にはそれぞれ特徴があるが、「節電」は技術だけではなく社会行動も多
く関与することから、前述したようにさまざまな要因が影響してシナリオが描かれる。持続可能な社会
を構築し、環境と経済両立の実現を目標にするのであれば、新エネルギーの普及と環境保全が同
時に成立し、かつ経済発展も期待されるシナリオ A が最良となる。経済は発展するが、環境への配
慮が欠如するとシナリオ B になる。一方でシナリオ C は、環境を重視することにより人々はより自然と
ともに生活するスタイルとなるが、経済はあまり発展しないことが問題となる。したがって、日本が目指
すべき持続可能な将来の節電社会はシナリオ A であり、それを実現するためには次の施策が望まれ
る。 
 
7.3.1 節電に関係するデバイスや材料などの研究開発の推進 
シナリオ A では、高効率電力変換、エネルギー貯蔵・輸送、スマートグリッド・分散電源など、電力
の供給に関連する技術開発が望まれる。また、シナリオ B では、これまで同様、地道ではあるが照明
やエアコンといった、家電製品の更なる低消費電力化の推進が望まれ、シナリオ C ではスマートメー
ターなどのマネージメント関連機器の開発が期待される。3 シナリオすべてに共通して、電力消費を
確実に低減できる実用デバイスや材料の研究開発は、プライオリティが高い。すなわち、節電効果が
大きい照明、電力変換素子、低消費電力デバイスの高効率化、これに関連する材料、特にユビキタ
ス材料の利用やプロセスの先駆的な研究が重要となる。冷暖房の消費電力低減に大きく寄与する、
高断熱材、建築材、窓材、そして自然エネルギーを活用した自立型建築などの開発も望まれる。 
上記のような、世界トップレベルのわが国の低消費電力機器や効率的な電力供給システムといっ
た節電関連技術は、わが国の新たな基幹産業となる可能性があることから、推進するための施策が
重要である。知財や標準化戦略も含めて、現在トップランナーである電化製品の更なる性能向上の
ためへの研究投資を通じて国際競争力を強化することが必要である。併せて効率的な補助金の検
討、産学官連携なども、大学の研究マネージメント人材（例えばリサーチ・アドミニストレーター）が中
心となって地元企業や自治体との連携を強化し、実質的に功を奏す仕組みづくりが必要である。 
 
 
7.3.2 電力インフラに関係する人材育成と社会システム改革の検討と推進 
エネルギー産業を経済成長の基幹技術とすることは、我が国の技術力向上はもちろんのこと、社
会システムの改革も深く関与する。節電はまさしくこの両方の課題を含む事柄であり、特定の国や地
域だけの問題ではなく、気候変動問題解決にも寄与する、世界と共有できる重要課題である。 
電力インフラは、再生可能エネルギーの普及によって、今後大きく変化することが見込まれている。
近い将来、ヨーロッパのように電力供給事業者を選択できるようになることが予想され、新たな電力イ
ンフラシステムに対応できる人材育成が必要である。併せて、ここ数年で団塊の世代の方々がリタイ
アすることによって、既存の電力インフラの維持管理についても問題になることが懸念され、その対
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応も急務である。さらに、固定価格買い取り制度(FIT)によって、再生可能エネルギーの導入が加速
することが見込まれている。これまでのように電力会社からの供給に頼らず、事業所や家庭で発電が
実施されることになる。そして地域に適した発電によって、地方が都会のエネルギー供給源となり、
新たなビジネスを構築できる可能性を秘めている。例えば、ドイツでは将来を考慮し、農家が再生可
能エネルギーの導入に積極的に投資している事例があるが、こうした取り組みは日本のエネルギー
政策にも必要な検討事項であろう。そこで、企業単独ではできない、電力インフラ全体を俯瞰できる
ような社会人育成を大学が積極的に行うことが望ましい。 
同時にリスク低減やリスク管理といった、持続可能な社会構築には欠かせない課題解決策も忘れ
てはならない。それには一般市民を交えた街区・地域の在り方について、各自治体で検討する機会
を設けることも必要である。経済効率性の追求と環境との共生をめざし、安全・安心な社会を構築す
るには、これまで以上にエネルギーセキュリティを考慮したエネルギーのベストミックスに関する議論
が重要である。そして戦後配備したインフラの老朽化に伴う新たな都市デザインも、節電を考慮して
進められることが望ましい。そこで、ライフスタイルと電力消費量あるいはエネルギー消費量の関係の
定量化といった、ライフスタイル変革の検討に向けたデータの構築や、心理学や行動学といった社
会システムに関連する研究開発も今まで以上に重要である。 
勤務時間や休日取得の自由度の向上、通勤・通学・通院等の移動削減も節電につながる。IT 技
術を利用したテレワーク、バーチャルオフィス、オンライン教育や医療の普及や、学校におけるエネ
ルギー教育の義務化の施策をすべきであろう。こうした事項はライフスタイルの変革が伴うことから、
例えば公共の場における総合的な節電、持続可能なエネルギー消費実現のための新交通システム、
高齢者を考慮した社会インフラに関する研究などの推進も重要である。 
 
 
7.4 最後に 
東日本大震災で発生した福島原子力発電所の事故を機に、電力の供給不足で停電が懸念され、
東京電力管内では大規模な節電施策が実施された。事業所だけではなく、政府は個人や在京大使
館などにも協力を要請し、社会全体としてできる限りの節電に取り組んだ。電車の間引き運転、輪番
停電、勤務時間や休暇のシフト、デパートなどの商業施設の営業時間短縮化など、インフラを中心と
した取り組みはもちろんのこと、個人もエアコン温度の設定調整、クールビズ、省エネ型照明や家電
製品への買替えなどに取り組み、その結果心配された大規模停電は起こらなかった。こうした背景に
は、これまで日本が世界をリードして推進してきた研究開発の成果によってもたらされた LED 照明や
省エネ型エアコンなどがすでに商品化していたことから、即座に切り替えが可能であった。また多く
の企業では、定期的に避難訓練を実施していたことや、災害に備えて水や非常食、毛布などの確保
をしていたことも、社会全体としてパニックにならずに済んだ一因である。しかし、ライフスタイルを変
えるような休日や勤務時間の変更などは、企業・団体の協力によってなされたため今後の継続は難
しい。これまで環境負荷低減施策としてエコポイントやエコカー減税などが実施されてきたが、こうし
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た施策は予算の面で限界があり継続性がない。また環境税の導入なども、経済と環境への効果につ
いては議論が分かれるところであり、長期的には不明瞭である。 
持続可能な節電を実現するには、新エネルギーの導入、経済発展と環境両方を成立させる必要
があり、こうした課題はこれまで同様、容易には実現しないであろう。しかし、わが国がもつ世界トップ
クラスの節電に関する技術開発を継続的に推進していくことによって、完全ではないにしてもシナリ
オ A の実現も不可能ではないはずである。環境にあまり配慮しない経済偏重型のシナリオ B や、環
境を重視するがゆえに経済発展があまり望めない C にならないためにも、技術に関する研究開発は
これまで以上に必要である。そして、エネルギーミックスの議論も含めた節電に関する取り組みに関
して、ステークホルダーとの合意形成もこれまで以上に効率的に進める必要があり、そのためには社
会技術系の研究も重要である。そして持続可能な社会構築の実現に向けて、さまざまなステークホ
ルダーが横断して取り組む仕組みづくりも必要である。 
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現状把握（文献調査）(2011年10月～2012年7月) 
 
1-1. 節電実績に関する報告 
1-2. アンケート調査結果 
1-3. 節電対策に関するアンケート調査結果の一覧 
1-4. 節電に関する調査・研究報告等 
 
1資料1-1 節電実績に関する報告
節電実績に関する報告の一覧
2
発表機関 時期 主な内容
1 （財）電力中央研究所 2011年8月 天候の影響を排除した、東京電力管内の電力需給減少量の試算
2 （財）日本エネルギー経済研究所 2011年8月 気温影響を考慮した節電効果の試算（東京・東北電力管内）
3 資源エネルギー庁 2011年9月 2011年夏の電力供給対策の総括（需要抑制実績）
4 東京電力（株） 2011年9月 2011年夏の節電実績
5 （財）関西社会経済研究所 2011年11月 気温影響を考慮した制御率の試算（9電力管内）
6 （財）東京財団 2011年12月 東京電力管内における今夏の電力需要減少の要因分析
7 （財）日本エネルギー経済研究所 2012年4月 気温影響を考慮した節電効果の試算（東京・東北電力管内）
8 国家戦略室 受給検証委員会 2012年4月 2011年冬の電力供給対策の総括（需要抑制実績）
9 電気事業連絡会 2012年4月 2011年度の電力需要実績
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1. (財)電力中央研究所 社会経済研究所
3
◎電力需要減少量の試算（東京電力管内）
→2010年、2011年（震災前）に比較し、
気温に関わらず震災後では、電力需要が低下
電力
最高気温と最大電力の関係
●3月以降の推移
・震災翌週の最大電力は前年水準を
約30％下回った。
・６月半ばまで、前年比10～15%減少。
・６月下旬から大きく下回り、
７月初旬に削減ピーク、
７月末まで前年比15%以上の
削減水準で推移
「節電は進んでいるのか？～東京電力管内における需要減少量の試算～」(2012.8.1)
出展：http://criepi.denken.or.jp/jp/serc/discussion/download/11020dp.pdf
震災前の2010年夏は、1℃の気温上昇で、昼の需要は3％上昇していた。
→電力需要減少（節電）量は、天候の影響を排除し検討必要がある。
○電力需要と気温の関係 ○気象補正（温度・湿度）により需要減少量を試算
2. (財)日本エネルギー経済研究所 計量分析ユニット
4
◎気温影響を考慮した節電効果を試算（2011年６月・７月；東京電力・東北電力管内）
「東京電力管内及び東北電力管内における気温影響を考慮した節電効果に関する試算」(2011.8.16)
出典: http://eneken.ieej.or.jp/data/4024.pdf
→・東京、東北電力管内ともに、
６月より７月の方が
気温の影響度が高い。
・気温影響を排除した節電率は、
両電力管内及び６月、７月ともに
ピーク時で13～14％程度と推定され、
節電対策の効果が見られる。
電力
対前年気温差と電力削減率に相関関係がある。
→一次回帰線 傾き：気温感応度、切片：正味の節電率 を表す。 気温感応度と削減率（東京電力管内）
気温感応度と削減率（東北電力管内）
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3. 資源エネルギー庁 2011年夏の電力供給対策の総括 (2011.9.7)
5
【東京・東北電力管内】
電力需要がピークを迎える夏期において、計画停電を回
避するため、供給力の最大限の積み増しとともに、大口・小
口・家庭共通の需要抑制目標▲15%を要請。大口について
は電気の使用制限を実施。→ 節電への協力や気温が低
めに推移していること等により、▲15%超を実現（気温等補
正前）。
出典: http://www.meti.go.jp/press/2011/09/20110907007/20110907007-5.pdf
【中部・関西・北陸・中国・四国・九州電力管内】
原子力発電所が再起動できない場合、需給がひっ迫するため、
①関西電力管内においては全体として▲10%以上を目途の節電
（電気の使用制限は適用せず）→ 目標達成
②それ以外の管内においては、国民生活や経済活動に支障を
生じない範囲での節電を要請 → 節電への協力や気温が低め
に推移していること等により、約▲10%を実現（気温等補正前）。
4. 東京電力(株)調べ 2011夏の節電実績
6
【電力 kW】
・2010年の最大電力と2011年の最大電力の差は1077万kW、18%の削減
・このうち大口は29%－600万kW、家庭は6%－100万kWの減少
∴大口の寄与度が高く、家庭が少ない。
・ただし、2011年の最大電力発生日の特異性の可能性がある。
(他の曜日であれば、削減幅5%－100万kWだけ少なかった可能性もある)
気温が高かったため、家庭部門の最大電力の減少が小さかった
土日操業シフトの代休日にあたったため、大口の削減幅が大きかった
【電力量 kWh】
・7-8月の電力量(kWh)ベースでは、大口14.1%、小口15.7%、家庭11.8%と
いうように、各部門とも10%超の節電を達成。
出典: http:www.tepco.co.jp/cc/press/betu111_j/images/110926d.pdf 2011.9.26
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5. (財)関西社会経済研究所
7
◎気温影響を考慮した制御率を試算（2011年6月～9月；9電力管内）
「関西電力・東京電力管内における今夏の節電等の電力需要抑制効果と関西電力管内の今冬・来夏の電力需要見通し」
(2011.11.1)
出典: http://www.apir.or.jp/ja/analysis/_pdf/1408_Pdf.pdf
最高気温v.s.最大電力or電力量をプロット、回帰線のシフト量を制御率と定義
（例）
制御率
・制限令のあった7月以降で節電が進んだ。
・関西では、東京、全国よりも節電は進まなかった。
・東京と関西の差は、規制の差の他、
企業の生産水準差が影響。
・東京は計画停電の経験から節電行動を促進。
4
6-1. (財)東京財団（2011.12.7 HP更新）
東京電力管内における今夏の電力需要減少の要因分析
8
◎公表データを基に、2011年夏の電力需要（東京電力管内）の要因を分析
【結論】
出典: http://www.tkfd.or.jp/research/project/news.php?id=842
電力
及び 第7回日本LCA学会研究発表会講演要旨集A1-04(2012.3)
(1) 大電力需要は4,922万kWにとどまり、過去3年と比べて大きく減少した。
(2) ピーク時間帯の電力需要は、夏期を通して900万kW程度、過去3年よりも減少した。
(3) 過去3年と比較して、日中は800〜1,000万kW程度、それ以外の時間帯でも
100〜700万kW程度の電力需要の減少が見られた。
(4) 業務部門および産業部門では、夏期の電力需要量が大幅に減少する一方で、ピーク時間帯の節電が
強く求められていない時期でも、一定の電力需要の減少があった。
(5) 家庭部門では、電力需要量の減少率（冷房度日に
よって補正）は9〜12%となり、気温差を考慮し
ても電力需要量は削減されたと言える。
ただし、9月の減少率（冷房度日によって補正）は
2%にすぎないことから、8月中旬以降、一時的に
節電意識が希薄になった可能性もある。
(6) ピーク時間帯における削減幅は、家庭部門が
100〜150万kW、業務部門が600万kW程度、
産業部門が350〜400万kWと見積もられる。 今夏のピーク日の電力需要の試算結果
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6-2. (財)東京財団（2011.12.7 HP更新）
東京電力管内における今夏の電力需要減少の要因分析
9
◎公表データを基に、2011年夏の電力需要（東京電力管内）の要因を分析
出典: http://www.tkfd.or.jp/research/project/news.php?id=842
→猛暑日や真夏日だけ減少幅が大きくなるのではなく、
夏期を通して一定の減少がなされていた
（∵傾きが同じで、切片が減少）
電力
及び 第7回日本LCA学会研究発表会講演要旨集A1-04(2012.3)
夏期の電力需要（14時）と最高気温（東京）の関係 夏期の各月の販売電力量（電灯）と冷房度日（東京）の関係
→家庭部門では、7,8月は減少したが、
9月は減少幅は小さく、節電意識や
危機感が希薄になった可能性がある
7-1. (財)日本エネルギー経済研究所 計量分析ユニット
10
◎気温影響を考慮した節電効果を試算（2011年６月～９月；東京電力・東北電力管内）
「昨夏の節電対策に見る電気事業法第27条に基づく電気の使用制限の効果に関する試算」(2012.4.10)
出典: http://eneken.ieej.or.jp/data/4290.pdf
・試算した気温影響は、
6月1.5%、7月2%、8月5.4%
・制限令効果は、7月5.2%、8月4.9%
→８月は、気温の影響が大きかった。
７，８月ともに、制限令による節電効果は、
５％程度であった。
→自主的な節電に、制限令による節電が
後押しする形で、15%削減を達成した。
電力
節電の要因を、自主的な節電努力、制限令効果、気温影響に
分類し、各月の電力需要削減率を要因分解し考察。
電力需要削減率の要因分解（東京電力管内）
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7-2. (財)日本エネルギー経済研究所 計量分析ユニット
11
◎気温影響を考慮した節電効果を試算（2011年６月～９月；東京電力・東北電力管内）
「昨夏の節電対策に見る部門別時間帯別節電率に関する検討」(2012.4.12)
出典: http://eneken.ieej.or.jp/data/4293.pdf
・平日14時の気温の影響を考慮した
節電率は、業務部門が最も高く21％、
続いて、産業部門18％、家庭部門11％で、
全体では17％であった。
・寄与度は、業務部門9％、産業部門5％、
家庭部門3％の順となった。
電力
資源エネ庁の公表データを基に、部門別・時間帯別節電率を試算
気温影響を控除した部門別時間帯別節電率に関する試算（東京電力管内、夏季平日）
8. 国家戦略室受給検証委員会 2011年冬の電力供給対策の総括 (2012.4.23)
①電力需要が増加する冬季において、ピーク電力不足による停電等を回避するため、全国（沖縄を除く）の需要家に、
12月1日から3月30日までの間、節電を要請。※1
②節電と、電力会社の機動的な電力融通等により、電力需給のひっ迫は回避。
③節電効果は、全国的に得られた。東京が7.4％で最も高く、次いで数値目標を掲げた九州、関西で高くなった。
出典: http://www.npu.go.jp/policy/policy09/pdf/20120423/sanko_shiryo3.pdf
12
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9. 電気事業連合会 2011年度の電力需要実績 (2012.4.27)
13
［需要実績の概要（電力10社計）］
①2011年度の電力需要は、10社販売電力量合計で、 8,598 億ｋＷｈ、対前年伸び率 5.1 ％減と２年ぶりに前年実績を下回った。
②電灯については，東日本大震災の影響や，節電の取り組みによる影響などから，5.0 ％減となった。
③特定規模需要における業務用についても，同様に，8.4 ％減となった。
・電 灯：10社計 2,889.5 億kWh，対前年比 95.0 %
・業務用：10社計 1,881.2 億kWh，対前年比 91.6 %
④産業用需要の大口電力については，3.2 ％減と
２年ぶりに前年実績を下回った。
これは，東日本大震災の影響や，企業や
節電の取り組みによる影響などから，
鉄鋼を除く主要業種において前年実績を
下回ったことなどによる。
・大 口：10社計 2,715.1 億kWh，対前年比 96.8 %
出典: http://www.fepc.or.jp/library/data/demand/__icsFiles/afieldfile/2012/04/27/kakuhofy2011.pdf
←①
会社別対前年伸び率
←②
←③
←④
（過去３年間）
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資料1-2 アンケート調査結果
節電に関するアンケート一覧（企業対象）
調査機関 対象者 数 時期 主な調査事項(質問) 結果
企業
東京経営者協会 大中小企業 製造業50非製造業22 6月
夏の節電対策行動計画
（設備、運用、勤務、生産） 1
（社）私学経営
研究会 私立学校 52 6月
節電対策行動実績
（電化製品、勤務形態、クールビズ） 2
(株)ぶぎん地域経済
研究所 埼玉県内企業 294 8月
埼玉県内企業の夏の節電行動実績
（実施有無、目標、機器、勤務） 3
（財）山口経済
研究所 山口県内企業 239 8月
山口県内企業の夏の節電行動実績
（業種別実施有無、機器、勤務） 4
(株)いよぎん地域
経済研究センター 県内の個人 595 8月
事業所における昨夏の節電実施状況、対
策、自家発電導入状況 5
（社）日本
フランチャイズ協会 会員企業 35 9月
夏の節電対策行動実績（業種別（小売・外
食・サービス）、設備、勤務） 6
（社）日本経済
団体連合会 大企業
製造業53
非製造業34 9-10月
夏の節電対策行動実績(設備、運用、勤務、
生産)、今後の継続可能性 7
東京都環境局(1) 大規模事業所 521 9-10月 夏の節電対策行動実績(設備、運用、勤務、生産)、夏の節電達成実績、生産への影響 8
東京都環境局(2) 大規模事業所のテナント 204 9-10月
夏の節電対策行動実績(運用)、オーナーか
らの提案内容(定量化、目標) 9
資源エネルギー庁
(日本商工会議所)
契約電力500kW
未満の事業所 約230 10月
夏の節電達成実績、経営影響、今後の継
続可能性、電気料金上昇時の影響 10
大阪商工会議所 大中小企業 製造業23非製造業52 11月
冬の節電対策行動計画(設備、運用、勤務、
生産) 11
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節電に関するアンケート一覧（個人対象）
調査機関 対象者 数 時期 主な調査事項(質問) 結果
個人
（株）マクロミル 東電管内 500 4月 電力不足が引き起こしたライフスタイルの変化、節電による不便さの受容 12
（株）三菱総合研究所 東電管内 2,041 4月 節電意識(計画停電対象地域/非対象地域)、節電行動(昨夏実績と今夏予定) 13
（株）電通総研 全国・個人 2000 4月 この夏の節電予定内容抽出 14
（株）住環境計画
研究所 個人 1120 4月
震災前後の電気使用量、節電意識の変
化、実施項目 15
日経エコロジー 日経BP等会員 4月1539件8月1283件 4,8月
昨夏の節電（家庭、事業所）の実施状況、
意識変化 16
日本生命保険
相互会社 契約者 12,128 5月
節電行動(実績、今後の予定)、地域や社
会で節電に効果があると思われるもの 17
（株）ライフメディア 個人（男性/会社員・公務員） 1361 5月
クールビズ・スーパークールビズに関する
調査（実施状況、賛否、認知度） 18
（株）長崎経済研究所 長崎市民佐世保市民 409世帯 5月
昨夏の節電の実施状況と継続性、購入商
品、行動、食 19
日本放送協会(NHK) 全国20歳以上 1589-1813 6,8,10月 昨夏の節電の実施状況と前後の意識変化、社会の節電策の評価 20
愛知県 愛知県内 366 6月 夏の電力ピークや原因(エアコン)の認知度、夏の節電意識 (昨夏からの変化) 21
（財）生協総合研究所 生協組合員 2351 7月 節電の取り組みに対する意識の調査 22
（株）いよぎん地域経
済研究センター 県内の個人 595 7月
家庭における昨夏の節電実施状況、対策、
自家発電導入状況 23
資源エネルギー庁 東北、関東 約1200 10月 夏の節電実績、節電行動実績、今後の継続可能性 24
クラシエ
ホールディングス（株） 主婦/ビジネス
500
(250/250) 11月 冬の節電による暖房削減での寒さ対応策 25
東京都 都民（モニター） 459 2012年1-2月 家庭や街中における節電対策について 26
1. 東京経営者協会
東京経営者協会は2011年6月に、夏の節電計画について、会員企業 (n=72=製造業50+非製造業22)
に対しアンケートを実施。
出典: http://www.tokyokeikyo.jp/cgi-bin/user/download.cgi?cnt=49&category=research&fileNum=1
①
②
①政府が要請した一律15%削減を目標としたとこ
ろが6割強。1/3の企業は事業所毎の特性を考
慮して設定。
②ほぼすべての事業所で節電対策の周知と実行
体制整備で対応。「今夏」の対策は就業日の
変更5割、勤務時間の変更3割強、夏季休暇の
長期化3割。在宅勤務はわずか1割弱。
③工場の集約や移転を検討しているところは1割
にすぎない。
③
行政に対して、今後のエネルギー確保の方向性
や電力会社の迅速な情報開示を要望。また、
節電に対応する設備投資や回収費用などの減
税措置、補助金の拡充なども要望。
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2. (社)私学経営研究会／私学経営 （2011年7月号）
●私学経営研究会が、大学・高校等52法人を対象にアンケート調査
→時期：2011年6月11日～17日
出典: 「節電対策に関するアンケート調査」、私学経営、2011年7月号、p71-77
http://sikeiken.or.jp/report/h23_06_setuden.pdf
【結果の概要】
① 照明・空調の節電は、9割近くで徹底された。
② OA機器や研究用機器等の節電は、6割以上で不実施。
③ 在宅勤務、サマータイムは、ほとんど実施されていない。
④ クールビズは、全法人で導入される予定だが、
スーパークールビズは、学校の特殊性もあり、7割以上の法人で導入の予定はない。
①
② ③ ④
法人数
（件）
法人数
（件）
3. (株)ぶぎん地域経済研究所／ぶぎんレポート（2011年10月号）
●埼玉県内企業を対象、調査時期：2011年8月上旬（郵送回収）
回答企業：294社（製造業172社、非製造業122社；大規模(従業員100人以上)133社、小規模161社）
出典: 調査レポート「埼玉県内企業の節電への取組状況調査-2011年8月-」、ぶぎんレポートNo.148、2011年10月号、p25-28
http://www.bugin-eri.co.jp/doc/r110912.pdf
◎電力使用削減目標は、
半数以上の企業が、
「15～25%未満」
◎業種や規模に関わらず、
・空調の調整
・照明の調整
・OA電源オフ
は過半数が実施した。
◎非製造業より製造業が、
小規模企業より、
大規模企業が、
節電の実施割合が高い。
◎勤務体制に係る対策を行
っている企業は少ない。
◎小規模企業では大規模企
業より、「生産日シフト」
「生産制限」が大幅に少な
い。→限られた人員、収益
環境が影響か？
実施している節電対策（全体、業種別） 実施している節電対策（規模別）
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4. (財)山口経済研究所／やまぐち経済月報（2011年9月号）
●山口県内企業を対象、調査時期：2011年8月中（郵送回収）
回答企業：239社（製造業113社、非製造業126社；大企業104社、中小企業135社）
出典: 「県内企業の節電への取り組み状況調査」、やまぐち経済月報、2011年9月号、p11-13
◎ 具体的な節電対策
○業種を問わず、空調温度の調節、照明の調節、クールビズ強化、OA機器の節電、が主に実施された。
○製造業では、自動車や化学を中心に「休業日の変更(15.6%)」が行われた
○非製造業では、過半数が「クールビズの強化」を実施。
＜節電対策の実施状況＞
○企業の8割超が節電対策を実施
○実施企業の割合
製造業 79.6%、非製造業 86.5%
化学・運送用機械では、全社が実施
サービス・卸売では、9割以上が実施
窯業・土石は5割程度、
金属製品は6割超程度と低い
○企業規模・業種別
・大企業・製造業では、ほぼ全社が実施
中小企業・製造業は、7割程度が実施
・非製造業では、
大企業9割、中小企業は8割が実施
（％）
5. (株)いよぎん地域経済研究センター／IRC2011年10月号
●愛媛県内のIRC会員を対象（調査月報に調査票を同封し、FAX・郵送で回収）
調査時期：2011年8月1日～12日、有効回答数：503件、従業員数50人未満が64.9%
出典: 調査レポート①「5割超の家庭・事業所が、この夏から新たな節電を実施」、IRC、2011年10月号、p2-9
◎主な節電対策
①事業所の８割以上が節電をしている。
②事業所での新たな節電対策
冷房温度を上げるが 4割超、照明を暗くする、
クールビズの期間延長がそれぞれ 25%程度
③事業所で今後検討している対策
LED照明の導入が 4割超、
エネルギー効率の高い設備の導入が 3割超
④事業所が節電ために投資した額
6割は負担なし、2割程度が10-100万円未満
⑤節電の事業活動への影響については、
9割近くが変化はないと回答
⑥自家発電設備は、81.3%は保有していない
今後の設置意向は、9割近くはないが、
⑦9割程度が
「今後も継続して節電に取り組みたい」と回答し、
節電への取り組みは続きそう。
③
②
（％）
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6. (社)日本フランチャイズ協会／フランチャイズエイジ（2011年11月号）
●日本フランチャイズ協会が、会員企業105社を対象にアンケート調査
→時期：2011年6月、JFA正会員＆準会員105社（回答31社）
出典：節電対策に関するアンケート、フランチャイズエイジ、2011.11月号、p11-13
→ 多くの企業が実施し、比較的効果的だったとした対策
① 店舗では、客席や売り場の空調機の温度調節、看板等の消灯、照明の減灯、LED照明への切替
② 本社・工場等では、事務所の空調機の温度調節・一定時間停止、照明の減灯
＜意見・感想等＞
・節電対策は実施したものの、各項目ごとの効果の把握が難しい。
・看板の消灯は店舗周辺がかなり暗くなり、防犯・安全上の心配があった。
・ロードサイド店における店頭看板の消灯は、車客に閉店と思われ、消灯していない競合店に
客を奪われるという不公平感を感じた。
＜店舗における節電対策＞ ＜本社・工場等における節電対策＞
① ②
企業数
（件）
企業数
（件）
7. (社)日本経済団体連合会
出典: http://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/2011/101.pdf 2011.10.21
経団連は、2011年9－10月に152社を対象に夏の節電対策行動実績、今後の継続可能性に関するアン
ケートを行い、製造業53社、非製造業34社(計87社)から回答を得た。
 共通して効果的で持続可能なもの
は「⑥照明・空調の運用改善」。た
だし、照明に比べ、空調は今後も
実施可能とする割合は低い。
 製造業では、「①自家発電、蓄電
池の導入・活用」、「③休日・休暇
の活用」、「②夜間・早朝操業等の
勤務時間シフト」が効果あり。しかし
コストや従業員負担の問題から、
今後も実施可能と回答したのは1 
社のみ。
 非製造業では、「⑦照明・空調以
外の機器の運用改善」が効果あり
とする回答が多いが、利便性低下
のため、今後も実施可能は半数以
下。
 今後も電力需給の逼迫が数年継
続した場合、製造業の大半は、生
産、投資の縮小と収益の悪化の懸
念が支配的であるが、非製造業は
特段の影響はないと回答。
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7. (社)日本経済団体連合会
政府に対する要望
製造業 非製造業
• 製造業の大半の企業が、
生産・投資･収益に影響を
及ぼすと回答。
• 非製造業は、投資へはそ
れほど影響はないが、収
益への影響を危惧。
2011年夏のような状況が2-3
年続いた場合に事業活動に
及ぼす影響について
(1)短期的要望
①計画停電は回避すべき。
②当面の電力需給見通しを早期に策定すべき。
③自家発電設備の維持・増設や省エネ機器の導入費用について、補助を望む。
④安全を前提に原子力発電所を速やかに再稼働すべき。
⑤電力の使用制限に際しては、産業界のみに過度な負担を強いることのないようにすべき。
⑥今冬・来夏も電力使用制限を実施する場合には、早期に決定すべき。
(2)中長期的要望
①企業の競争力強化に繋がる中長期のエネルギー政策を策定すべき。
②企業が安心して設備投資や生産活動計画を立てることができるように、電力の安定供給を確保すべき。
8. 東京都環境局(1) 
東京都環境局は2011年9－10月に、都条例によるCO2排出権取引制度対象となっている大規模事業
所1928を対象に、夏の節電行動実績に関するアンケートを行い、521事業所から回答を得た。
出典: http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/climate/setsuden/cat7806.html
• 8割の事業所で15%以上の削減を実施。
• 空調と照明、エレベータは大幅に取り組んだ。しかし、2012年夏は多少緩和の予定。
• 輪番休業や営業日の変更は実施困難との意見が95%。
節電目標
空調
照明
エレベータ
ハード面
2011
2012
2011
2012
ソフト面
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9. 東京都環境局(2) 
出典: http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/climate/setsuden/cat7806.html
• 8割の事業所で15%以上の削減を実施。
• 空調と照明は大幅に取り組んだ。し
かし、2012年夏は多少緩和の予定。
• 2012年夏は昨年と同程度の取組が継
続される見込み
テナント
空調
照明
テナントから
オーナーへの
節電対策提案
エネルギー使用量の
「見える化」～オー
ナーから提供された
データの活用～
• 2011年夏8割のテナントが
オーナーへ節電対策を提案。
• 今夏はほぼ全てのテナント
が「活用できた」と回答
• オーナーから提供されたエ
ネルギー消費量等のデー
タ」について、昨夏も8割の
テナントが「活用」
資源エネルギー庁は2011年10月に、日本商工会議所が実施した契約電力500kW未満の
約230社(製造業、非製造業)を対象とするアンケート結果を公表した。
出典: http://www.meti.go.jp/press/2011/10/20111014009/20111014009-3.pdf
10. 資源エネルギー庁（日本商工会議所の協力）
①
②
①今夏、小口需要家における節電への取り組みについて、15%以上の節電を達成できたのは4割。
②大半の企業は省エネ意識の向上、電気代の節約によるコスト削減のメリットを感じているが、顧客サー
ビスの低下、生産量への影響、従業員の負担増のデメリットを指摘する企業も、2割程度ある。
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① ②
③ ④
①5割強の企業は無理のない節電範囲を0～10%未満と回答。
②今冬、来夏の節電要請に対し、今夏程度は可能と答えた企業は6割以上ではあるが、2～4割程度は
今夏未満なら可能、または節電は困難と回答。
③電力不足が継続した場合の影響として、製造業においては、約4割が取引先の生産・営業抑制により受
注・販売の減少を予測する企業が約4割、自身が生産・営業を抑制する事態を懸念する企業が3割ある。
他方で、特に影響はないという回答も非製造業では約半数、製造業でも3割強となっている。
④電力料金上昇の影響については、販売価格に転嫁できず利益が減少すると見る企業が製造業におい
て特に多い。また、給与・人員の削減をせざるを得ないとする回答も2割超。
10. 資源エネルギー庁（日本商工会議所の協力）
11. 大阪商工会議所
16
大阪商工会議所は、「関西電力管内の平日9-21時の最大使用電力を前年同月比10%削減する」とい
う要請に基づき、 2011年11月に会員企業にアンケートを実施(n=75=製造業23+非製造業52)
出典: http://www.osaka.cci.or.jp/Chousa_Kenkyuu_Iken/press/111115sd.pdf#search='節電アンケート調査'
・今冬の10%の節電目標が達成できると答えた
・照明/空調/OA機器の調整による節電は8割以上の企業で今夏実施され、今冬も6-7割予定されている。
・操業日や輪番休業などの変更による節電は、実施が困難である見込み。
関西電力管内
での節電対策
（％）
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増加
1%
ほぼ影響なし
58%
減少
37%
無回答
4%
11. 大阪商工会議所
17
2012年5年に実施された、「節電要請が企業経営に及ぼす影響等に関する緊急調査」の結果との比較
（有効回答＝73社 製造業25 非製造業48）
出典: 2011年11月 http://www.osaka.cci.or.jp/Chousa_Kenkyuu_Iken/press/111115sd.pdf#search='節電アンケート調査‘
2012年 5月 http://www.osaka.cci.or.jp/Chousa_Kenkyuu_Iken/press/240529akt.pdf
2011年冬の結果によると、影響は軽微だったところが約7割で、プラスマイナスが拮抗だったところを
入れると8割以上が影響はほとんどないという結果となった。
ただし、2012年夏は10％節電ではほぼ影響なしが6割だが、15%実施では6割が経常利益が減少する
と予想。
経営にマイナス
の影響が上回る
11%
経営にプラスの
影響が上回る
7%
プラスマイナスが
拮抗
15%
影響は軽微
67%
増加
1%
ほぼ影響なし
38%
減少
57%
無回答
4%
2011年冬の節電実施による経営への影響予測
2012年夏の節電実施による経常利益への影響予測
計画・検討中の節電実施 15%の節電実施
12. ㈱マクロミル
マクロミル(ネットリサーチ最大手)は、 2011年4月に、東電管内の500人を対象に電力不足が
引き起こしたライフスタイルの変化、節電による不便さの受容に関するアンケートを実施
出典: http://www.macromill.com/r_data/20110415setsuden/20110415setsuden.pdf
 7割の人が節電影響があったと回答。現在節電している人は9割強
 計画停電や電車の間引き運転などの影響を避けるため外出を控え、家庭内で過ごすことが
増えた
 ライフスタイルを見直して節電に協力したい人は8割強
ライフスタイルへの影響
震災の影響
節電に対する協力
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13. ㈱三菱総合研究所
三菱総研は2011年4月、東電管内の2,041人を対象に節電意識・節電行動(昨夏実績と今夏予定)に関
するアンケートを実施。
出典: http://www.mri.co.jp/NEWS/press/2011/__icsFiles/afieldfile/2011/04/21/nr20110421_ccd02.pdf
②
②
③
①震災前後で節電に対する取組は大きく変化し、夏に向けて更に積極的になろうとしている
②計画停電対象地域・対象外地域で、節電意識に差異はなかった
③節電行動の中で、高額の省電力製品の買い替を実施しようとする人は2割に満たない
①
14. (株)電通総研
①60%以上の人が、電気
をこまめに消す
②40-50%の人が、主電源
からスイッチをOFFし、エ
アコンの設置温度を上げ
る、あるいは、使用を控
えたと回答
出典: http://www.dentsu.co.jp/news/release/2011/pdf/2011040-0427.pdf
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住環境計画研究所は、2011年4月に、東京電力供給エリアに居住の20 歳以上の男女を対象に
「節電効果と省エネ行動に関する調査」を実施。
・調査手法：インターネットアンケート
・調査期間：2011 年4 月15 日～16 日
・有効回収数：1,120 サンプル
15. (株)住環境計画研究所
出典: http://www.jyuri.co.jp/news/2011/0425220000.php
① 前年比15％以上の節電を達成した世帯は約３割 →
② 多く取り組まれた節電行動は
・照明をこまめに消す
・使わない家電のプラグをコンセントから抜く
・テレビの視聴時間を短くする
暖房以外で多く取り組まれた節電行動は、
・照明をこまめに消す（36％）
・使わない家電のプラグをコンセントから抜く（36％）
・テレビの視聴時間を短くする（31％）
図表 電力消費量（前年比）の世帯割合
15. (株)住環境計画研究所
③ 震災後の一般家庭の電力消費量は前年比8％減
（2011 年3 月～4 月使用分；ただし、平均気温は前年に比べ0.5℃低い）
・ 震災後停電（計画停電を含む）の有無に関わらず節電が進んでいる。
・ 震災以前から節電意識が高かった世帯でより節電が進んでいる。
④ ピーク電力需要の削減効果は、朝9時台で70万kW、夕方6時台で90万kW（計画停電含む）
（1 世帯あたりの平均節電量28kWh が、一般家庭の時間別電力使用パターンに比例して
節電されたと仮定した場合の、東京電力供給エリア（1,900 万世帯）全体で削減量）
図表 東京電力供給エリアの家庭での時間別削減電力（推計値）
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16. 日経エコロジー他／Nikkei Ecology 2011.11月号
●全国調査「これからのエネルギー」（日経ビジネスオンライン他登録者へのWeb上アンケート）
→夏の前後2回（4/28-5/15(1539件)と8/23-9/6(1283件)）実施分を解析
出典: 全国調査「これからのエネルギー」、日経エコロジー, No., (2011), p73-79
①この夏から始めた取り組みは、
「ロビー照明の間引き」、
「ビル全体の空調の見直し」など、
節電対策が職場ごとから、建物全体に広まった。
②夏前後の比較では、
「見える化による社員意識の向上」が4割と
増加した。
③「就業時間の短縮(18%)」、
「サマータイム(10.0%)」、
「休日をずらす(14%)」と、
多くの企業が勤務時間を工夫した。
一方、「在宅勤務の利用」は5%に留まった。
◎職場の節電
①
（％）
16. 日経エコロジー他／Nikkei Ecology 2011.11月号
①夏前後の比較で増加した取り組みは、
「エアコン温度設定を控えめにする」、
「照明をこまめに消す」「エアコンを使わない」
であった。
②今後取り組む予定としては、
「白熱電球の交換(39.2%)」、
「省エネ家電への買い替え(36.9%)」
「ビル全体の空調の見直し(31.0%)」
「リフォームによる断熱効果の向上(24.9%)」
などで、節電需要は今後も続くとみられる。
震災前後で、
いずれの対策も「受け入れられる」回答が減った。
特に、「駅や店舗のエスカレータの停止」、「エレ
ベータの間引き運転」など、
駅や建物内での移動に不便を感じた人が多かった。
◎家庭の節電
①
◎街の節電策
（％）
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17. 日本生命保険相互会社
日本生命は2011年5月、契約者を対象に節電行動に関するアンケートを実施(n=12128)
・家庭で実践している節電方法の上位 ・これから実践しようとしている節電方法の上位
・地域や社会で効果があると考えられる節電方法の上位
出典: http://www.nissay.co.jp/news/2011/pdf/20110603.pdf#search='節電アンケート'
③
①実施している節電は「こまめに照明を消す
」が9割。「コンセントを抜く」「冷房を使
用しない」などは5割
②今後実施する節電方法は、「省エネ家電へ
の買い替え」が4割
③地域や社会で効果がある節電方法としては
「サマータイムの導入」が2割弱で1位
① ②
18. (株)ライフメディア／先見労務管理7.10(2011)
●「クールビズに関する調査」（(株)ライフメディア実施）
＊アンケート対象：25～59歳の男性社員・公務員、有効回答数1361件
出典: 「３．スーパークールビズ」、先見労務管理, No.1420, (2011), p22-23
（結果）
①勤務先のクールビズ実施時期
→5月から：36.7%、6月以降から：15.8%
（半数以上の勤務先が実施予定）
②クールビズの賛否
→賛成：87.1%、反対：1.2%
③スーパークールビズの認知度
→・内容まで知っている：34.4%
・名前だけ知っている：31.9%
・知らなかった：33.7%
（6割以上が知っている）
④環境省が推進するスーパークールビズの
取り組み事例のうち、実行可能なものは？
→（大半が可能と回答した事例）
・自宅とオフィスの室温28℃の徹底：56.8%
・エアコンは必要な場所と時間だけ：54.7%
・ノー上着を夏のフォーラムに：50.8%
・パソコンなどのこまめなスイッチオフ：49.9%
・扇風機の使用：44.8%
図表．環境省が推進するスーパークールビズの
取り組み事例のうち、実行可能なものは？
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19. (株)長崎経済研究所／ながさき経済 2011.7月号
●長崎市および佐世保市居住の500世帯を対象に「節電」に関する意識調査を実施。
調査機関：2011年5月19日～31日、有効回答：409世帯（世帯主60歳以上42.8%、50歳代24.7%）
出典: 「節電」に関する意識調査、ながさき経済、2011年7月号、p28-31
○2011年夏の対応：96.8% が節電する
○2011年夏以降の節電について：91.2% が続ける
○節電のための新たに購入する商品
暑さ対策グッズ（冷感シートなど）が4割超
LED照明機器や遮光・断熱インテリア用品が
3割超、衣料品関係クールビズ商品3割、
扇風機が2割超
○暑さを凌ぐための生活行動
・家庭で過ごす（巣篭り）が 8割弱
・公共施設の利用が 2割超
○暑さを凌ぐための「食」として、
・スタミナ食、胃腸薬の常備
・涼感のあるお中元を選定
・ミネラルウォータの購入を増やす
を、それぞれ3割程度が行うと回答。
◎節電のために購入する商品
分析結果
・節電への意識が高く、
今後も節電モードの
生活を続ける意向である。
・節電につながるあるいは
実現するための
消費も確実に生まれる。
(%)
28
NHK世論調査部では，人々の原発やエネルギーに対する意見
や態度を調べる目的で、2011年6,8,10月(3回)に電話調査を
実施(回答数1589～1813人)。その中で、2011年夏の節電に関
する調査結果も公表。
20. 日本放送協会(NHK)
出典: http://www.nhk.or.jp/bunken/summary/research/report/2012_01/20120102.pdf（放送研究と調査 2012年1月）
夏以降の節電意識の継続性
・ある程度している60%、大いにしている23%、計83%が節電を継続。
②「不便になっても電気使用減」に「賛成」が減少傾向
③社会的な節電策（エアコン設定温度上げる、交通本数削減、計画停電、行事自粛）
・各月ともあまり変わらず計画停電は7割以上が「困る」と回答。
・計画停電以外のすべての項目で「困る」が微増
②不便になっても電気使用減には①節電「大いにした」人
③社会の節電策
①個人の取り組み 2011年夏の節電状況(10月調査)
•多少した53%、大いにした29%、計82%が節電を実施
•東京電力・東北電力管内89%、その他の地域79%で、8割以上が全国
的に実施
•男女とも年層が高いほど多く、男性より女性の方が熱心に取組んだ
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21. 愛知県（県民生活部県民生活課）
愛知県は2011年6月、家庭（生活消費モニター）を対象に、夏の電力ピークや原因の認知度、夏の節電
意識 (昨夏からの変化)に関するアンケートを実施(N=366)
①
出典: http://www.pref.aichi.jp/cmsfiles/contents/0000043/43487/setudenhoukokusyo.pdf
①震災後、節電に対する取組は大幅に積極的(12.8→45.6%)になり、予定も入れると9割以上
②節電への取組を向上させる方策は、「節電方法とその効果のPR」「使用量の見える化」と5割以
上が回答
②
生協総合研究所は、2011年7月に地域購買生協の組合員のうちの「くらしと商品に関するインターネッ
トアンケートモニター」を対象に「節電とエネルギーに関するアンケート」を実施。（2351件 回収）
22. (財)生協総合研究所
出典: http://www.enecho.meti.go.jp/info/committee/kihonmondai/111026-23.pdf
【属性の特徴】
女性が96.9%、年齢は40-70歳にほぼ均等に分布。同居人数は2-4人が多い。世帯年収は600万円未満が
54.7%。就業状況は、無職が51%、パート・アルバイトが26.6%、フルタイムが12.8%。
居住形態は、一戸建て（持ち家）56%、分譲マンションが20.2%。
①節電に取り組む上
での不満や不安
①節電の効果がわかりづらいが約5割、個人の努力では限界があ
る、健康への影響など危惧
②ライフスタイルを大きく変えることは困難であると76%が考え
ている
②今後の取り組みに対する考え
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23. (株)いよぎん地域経済研究センター／IRC2011年10月号
●愛媛県内の個人を対象（伊予銀行店頭でアンケート用紙を配布し、郵送で回収）
調査時期：2011年7月20日～29日、有効回答数：595件、属性：女性75.2%
出典: 調査レポート①「5割超の家庭・事業所が、この夏から新たな節電を実施」、IRC、2011年10月号、p2-9
①県民の８割以上が節電をしている。
②家庭内での新たな節電対策
こまめな消灯が8割超、冷房温度を上げる、
冷房の使用を控えるが、それぞれ6割
③エコ家電やLED照明購入など新たな消費が発生
3割超が節電のために出費、支出額46451円/1人
⑤自家発電設備は、95.3%が設置していない。
今後の設置意向は、9割近くはないが、
1割が導入するつもりと回答。
⑥9割程度が
「今後も継続して節電に取り組みたい」と回答し、
節電への取り組みは定着して行きそう。
◎今後の節電
への取組み
◎主な節電対策
資源エネルギー庁は2011年10月に、関東・東北から無作為抽出した1200軒の家庭を対象とするアン
ケート結果を公表。
24. 資源エネルギー庁 (2)
出典: http://www.meti.go.jp/press/2011/10/20111014009/20111014009-3.pdf
①
②
①家庭の節電への取り組みについて大半の家庭は無理なく実施できるものと回答。
「無理のある節電だった」との回答は5.8％と少ない。
②「今後も節電を続ける」との回答があった家庭は9割以上であり、６割超の家庭が10%以上の節
電が可能と回答。
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①これまで無駄
だった電気は
②やりすぎだった
節電は
25. クラシエホールディングス㈱
2011年11月、500人（主婦250人、ビジネスパーソン250人）を対象に、アンケートを実施
出典: http://www.kracie.co.jp/news/10022978_3894.html
①無駄だった電気は待機電力が8割弱、ついで照明が4割。
②やりすぎだったのは、夜道の街灯、無駄・やりすぎともに同程度感じているものは駅のエス
カレーターとトイレの照明。
出典: http://www.kracie.co.jp/news/10022978_3894.html
25. クラシエホールディングス㈱
③節電継続理由
「これだけは譲れない節電できないこと」
【自由回答】（Q18） ＜n=500＞
【専業主婦・主夫】
夜寝る前に電気スタンドを点灯させて、本を読むこと。
（60代以上女性・既婚／子あり）
本当に寒いときの暖房。（60代以上女性・既婚／子あり）
冬はトイレの便座を「温」にすること（30代女性・既婚／子あり）
スーパーが暑くて辛かった。金魚のエアー。
（20代女性・既婚／子なし）
クーラーを使わない（20代女性・既婚／子あり）
0歳の子供がいるので、子供が不自由になるのであれば、節電はし
なくてもよいと考えています。（20代女性・既婚／子あり）
暖房器具（50代女性・既婚／子あり）
ワインセラー（50代女性・既婚／子あり）
トイレ・お風呂場の照明（30代女性・既婚／子なし）
テレビ（40代女性・既婚／子あり）
【ビジネスパーソン】
部屋の暖房。昨年度部屋が寒くて肺炎になり病院に入院して治療費
が八万円もかかってしまったため、今年度は、無理をしないようにす
る
冷暖房（30代男性・既婚／子あり）
冷蔵庫とテレビ（20代女性・既婚／子あり）
夜起きている間に電気を消す事。（40代女性・未婚）
洗濯機の使用（50代女性・既婚／子なし）
ホームセキュリティ、冷蔵庫の電源（30代女性・未婚）
パソコンの利用（30代男性・未婚）
パソコン（40代男性・既婚／子あり）
テレビ・パソコンの時間短縮（20代女性・既婚／子なし）
TVの視聴時間（50代男性・既婚／子あり）
③.お金の節約やエコにつながるという理
由で、節電を継続する人が8割、苦になら
ないという人は3割。
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「家庭と街中における節電対策」について
の意識調査を目的に、インターネット都政
モニターに対して調査を実施。（回答数
459件）男女比はほぼ半々、年齢は30代
22%, 40代21%, 50代16%、その他。職業は常
勤34%, 主婦22%他。約7割が区部に居住。
26. 東京都
出典: http://www.metro.tokyo.jp/INET/CHOUSA/2012/03/DATA/60m36100.pdf
①震災を機に積極的に節電対策を実施が5割、
一部も入れると95%が実施。
②震災前、震災後、今後ともに主な取り組み
（上位４件）に変化はないが、震災後は特に
照明に気を使っている。
今後の取り組みとして、省エネ商品への買い
替えを予定している。
①節電の実施状況
②節電対策状況
照明
省エネ家電
への買換え
省エネ照明
への買換え
26. 東京都、2012.1〜2 調査
A.もっと積極的に節電すべき主な対策
・自販機照明の消灯
・小売店、飲食店の看板の消灯
・商業店舗のフロア照明の明るさ
・商業店舗や電車の暖房
B.もう少し緩和すべき主な対策
・歩道や車道の街灯の明るさ
・公共通路の照明の明るさ
・公共通路のエレベータ、エスカレータ
・電車内の冷房
③節電の印象
④節電に支払える金額
5-10万円(14.4%)、1-3万円(14.2%)、
支払いたくない(13.3%)
③A
③B
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26. 東京都、2012.1〜2 調査
⑤行政への要望
⑤行政への要望
発電事業への参入促進、
規制改革、市民への情報
提供や、自家発電導入支
援などが求められている
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資料1-3　節電対策に関するアンケート調査結果の一覧
アンケートの対象
アンケート資料No. 1 2 3 4 5 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 24 25 26
節電対策 店舗 本社工場
オフ
ィス 家庭
ハード面 空調 空調温度調節 95.8 77 94 82.6 94 71 89 83 81.3 72 81 47.5 45.7 56.8 92.3 77 73 60.1 80.9 82 57.9
フィルター定期清掃 86.1 62 13.5 70 92.9 40.1 41 58.3
ブラインド、遮光フィルム、よしず、すだれ利用 75 10 34 31 18.7 83 42.5 32.4 47 35.6
空室、不在時の空調停止 87.5 23 49 54.7 81.1
扇風機の導入 61.1 38.2 44.8 90.4 22.7 77 20.5
室外機周りに物を置かない 71.2
換気併用、調整 48.7 62
エアコン使わない 43.7 59.8
共用部空調停止 58
ビル全体の運転見直し 50.8
うちわ、扇子、日傘利用 38.9
運転時間の短縮 13
こまめに消す 10
台数制限、間引き 4
輪番空調 16
電力以外の空調設備利用 12
デマンド監視装置、集中管理 21
空調の買い替え 15
照明 照明の間引き 100 40 94 72.4 82.3 46 66 83 95 88 48.2 26.1 81 12.4 71.3 63.5 61
照明の間引き（主居室） 92
照明の間引き（主共用部） 85
照明の間引き（駐車場） 67
空室、不在時の消灯 100 37 89 89.7 61.5 86 99.5 93.4 81.6 84.8 91
昼休みの消灯 98.6 29 80
こまめに消す 13 92.9
照明の取替え 66.6 25 61.4 51 16 59 23 21.3 34.4 16.3 29 29
看板・サインポール消灯 57
日没にあわせた外灯点灯 55.6
窓際消灯 12 66.8
店舗外消灯 49
電機系統の見直し 8
センサで自動感知 4
タスクアンビエント照明の導入 13 22
トイレ トイレの温水・エアタオル・暖房便座停止 88.9 42.7 65 32.2 80.6 56.8 53 40.2 　
洗面器温水停止 77 84
エアタオル停止 79 77
便座暖房停止 2 94 92 26
蓋を閉める 58.6
温度を下げる 58.4
事業所 OA機器 パソコン節電モード 99 75
事務機器省エネモード 95.8 12 99
事務機器稼働数削減 54.2 2 33.3 41 69.3
パソコン不使用時終了 84.3
こまめに切る 15
ディスプレイ電源OFF 58
省エネディスプレイに切り替え 62.2
ノートPC化置き換え 30.6
パソコン稼働数削減 9.7
パソコン使用時間削減 20.8 24.4 25
動力 エレベータ、エスカレータ稼働削減 79.1 13 50.7
エレベータ使用削減 73
エスカレーター使用削減 58
その他 電力使用量の可視化 59.7 22.7
弁開閉状況管理 37.6
回転数制御、台数制限 45.8
圧力適正化 41.7
コンプレッサーの圧力管理 43.1
自販機使用削減 4 54
自家発電、蓄電池の導入  7 1.1 41 34 12
コジェネ発電優先運転 26.4
配管・ダクトルート改善 29.2
デマンド監視装置　電力制限 8
緑のカーテン･屋上緑化 27.8
家庭 全体 コンセントを抜く 52 64.8 68 33.1 47.5 68.2 70 66
主電源OFF 60 86.2 　 63 48.4 49.9 41.7
待機電力の削減 52 46.4
電球、家電の買い替え 28.3
不要充電をやめる 25.9
家電省エネモード 25.7
契約アンペアを下げる 10.9 8
省エネ商品への買い替え 17 33 12.6 56.1 17 41.3 5.7 13.5 15.9 13 22.8 21
冷蔵庫 冷蔵庫の使用工夫 78 28.9 29.3 60 47.6 65 51 38
冷蔵庫の買い替え 18
冷蔵庫削減 12
ドアの開閉減らす 61
設定温度を変える 60.3
壁から離す 61.3
テレビ TV主電源OFF 79 81.7 44.7
TV輝度低減 70 88.2 23.4 30.8 31
不要時はTVを消す 73.6 52
TV時間削減 80 19.5 21
TV数削減 22
その他 炊飯器など保温機能不使用 28.1 61.6 51
洗濯機の使用工夫 18.1 27.4 30.4 57
炊飯器の使用工夫 46
換気扇の使用低減 37
ドライヤー時間低減 32
電気カーペット面積削減 31.7
加湿器使用停止 18
無駄な電話メール控える 21
乾燥機を使わない 21.8 22
掃除機の使用工夫 10.5 27
調理方法の工夫 8.8 12.8
食器洗い機使用低減 14 13
電気ポット保温停止 8 29
ソフト面 運用 節電対策の周知・実行体制整備 98.6 30.7
削減目標設定 65.3
パトロール実施 4
勤務体制等 ノー残業デー 80.6
休日・休暇の活用 40
残業禁止 23 38.7
生産量調整 21 47
昼の休憩時間変更 18
労働時間削減 28
活動量削減 5
営業日数減 4 14.6
夏季休暇（一斉休暇） 15 22
輪番休業 2.8 7 5.3
在宅勤務導入 9.8 0 8.1
就業日、営業日変更 50 23 8.7 6.9 10 8 17.3
営業時間短縮 5 1.1 4 10.7
夏季休業の長期化 29.2 2 6 4.35 6 11 12 15.1
就業時間変更、サマータイム 33.3 2 9 2.65 6.7 6 28 8 22.7 19.4 11.7
移転等 使用フロアの集約、削減 23
海外移転 2 1.3
事業所の集約、国内移転 5 3 5 0
その他 クールビズ 98 43.1 81.3 34 20 50.7 50.8 29.8 81.8
厚着をする 82.8
涼しい恰好で家で過ごす 78.3
一家団欒 29.7 80 34.4
暖かい(冷たい）ものを食べる 19 58.8
お風呂に入る 41.8
カーテンなどインテリアに工夫 34.4
早く寝る 30.2
専門家・コンサルタントの活用 4
テレビを見る時間を減らす 28.2
ピークを避ける 24.6
家の中で運動 9.2
風鈴、打ち水 20.1 20.9
旅行、外出 　 22.7 25 12.4
アイデアグッズ 22.4 42 11.4
節電対策の分類
企業 個人
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1資料1-4 節電に関する調査・研究等の報告
節電に関する調査・研究報告等の一覧
2
発表機関 時期 主な内容
1 （財）電力中央研究所 2011年4月 時刻、休日、連休シフトによる夏季ピーク負荷削減効果
2 総務省 情報流通高度化推進室 2011年5月 テレワーク（在宅勤務）による電力消費量・コスト削減効果の試算
3 （財）アジア太平洋研究所 2011年5月 今夏における家庭での節電の促進方策-平日昼間・在宅世帯の節電率分析①-
4 （財）アジア太平洋研究所 2011年6月 今夏における家庭での節電の促進方策-平日昼間・在宅世帯の節電率分析②-
5 （財）世界自然保護基金(WWF)ジャパン 2011年7月 2050年の省エネルギーシナリオ作成
6 （独）産業技術総合研究所 2011年7月 シミュレーションによる節電対策の効果の検討
7 （財）電力中央研究所 2011年11月 統計モデルを用いた震災後の東電・東北電管内の節電量の推定
8 エネルギー・環境会議 2011年12月 節電コストの試算
9 東京都環境局 2012年5月 省エネ・エネルギーマネージメント推進方針
10 （財）東京財団 2012年6月 各電力管内における2012年夏の節電ポテンシャル
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1. (財)電力中央研究所 社会経済研究所
3
「時刻、休日、連休シフトによる夏季ピーク負荷削減効果」(2011.4.12)
出典：http://criepi.denken.or.jp/jp/serc/discussion/download/11002dp.pdf
●休日取得を分散して休日と平日の需要を均す「休日シフト」によって、
7月で最大400万ｋＷ弱，8月で最大500万ｋＷ程度のピーク負荷削減効果を得うる。
●休日を増やすことで「連休シフト（夏季休暇の増大）」を行えば、
7、8月で最大500～800万ｋＷ程度の削減を実現しうる。
●自主的に操業時間を1～2時間程度前倒すといった「時刻シフト」の効果は数十万ｋＷ程度と、
簡易的な分析では誤差ともいえる規模にとどまった。
●他に定性的指摘として、猛暑日休暇、空間シフト（長距離旅行）が効果的としている。
→産業部門（工場）だけでなく、電力消費が相対的に多い業務部門における検討が特に必要と提言
◎どのような電力需要シフトが効果的かを、2008年夏季の電力系統大の負荷曲線基づいて試算
2. 総務省 情報流通高度化推進室
テレワーク（在宅勤務）による電力消費量・コスト削減効果の試算
4
平成22年度「次世代のテレワーク環境に関する調査研究」のモデル検証のデータ等を活用し、
在宅勤務の導入による１人１日当たりのオフィス電力削減効果を試算
（条件）・オフィス面積138.53m2 ・対象オフィスにおけるテレワーク人数 16名
・テレワークシステムは、ASPサービスを使用
・ICT機器、照明に係る数値は実績ベース、空調設備に係る数値は資産ベース
出典: http://www.soumu.go.jp/main_content/000113937.pdf
●オフィス人員
の減少・スペー
スの工夫によっ
て、照明・空調
の削減効果によ
り、オフィスの
電力消費量は
43%削減。
●オフィス・家
庭全体でも電力
消費量は14%減
少。
（想定）・オフィスの照明1/2消灯
・ICT機器・空調の使用時間13時間／日→８時間／日に短縮
・在宅勤務による空調・照明の使用時間は４時間／日
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3-1. (財)アジア太平洋研究所
5
「今夏における家庭での節電の促進方策-平日昼間・在宅世帯の節電率分析①-」(2012.5.30)
出典: http://www.apir.or.jp/ja/analysis/_pdf/1564_Pdf.pdf
◎平日昼間のピークシフト方策の抽出を目的とした、昼間在宅している専業主婦（東京と大阪）の節電意識等をアンケート調査と考察
●2011年夏の家庭の節電効果と今後の意識
・節電率（前年との比）は、東京▲17.2%＞大阪▲13.7%
・最高気温は、前年より低く、節電率を上昇させた。
・節電率が高いグループほど、今夏の節電意欲が高い。
アンケート実施概要
○実施時期：2011 年10 月12 日～16 日
○方法：web アンケート(ネットリサーチ会社が保有するリサーチ専用パネルを対象)
○対象：2010 年夏季および2011 年夏季の平日昼間に概ね在宅していた専業主婦のうち、
当該期間、電力使用量に係る大きな外部環境変化のない家庭（転居なし、増築・改築なし、
同居人数変更なし等）。地域は東京都と大阪府、年代は20～50 代までとし、年代区分は国
勢調査での労働力状態（家事）の年代比率とした。
○回答数（うち有効回答数）：800（788）。うち、東京都400（399）、大阪府400（389）
○設問項目：
・節電効果：検針票（8 月中の日数が多く含まれる約1 か月）2に基づき、2010 年と2011 
年のkWh／日より節電率を算出。
・節電行動：エアコン・冷蔵庫・テレビ等に係る節電行動の2010 年夏季と2011 年夏季で
の実施状況。
・節電意識：今夏の節電意向、節電目標の認知・達成意欲、電力供給不足への危機意
識・責任意識・対処有効性など。
大阪
▲13.7%
東京
▲17.2%
全体
▲15.5%
3-2. (財)アジア太平洋研究所
◎平日昼間のピークシフト方策の抽出を目的とした、昼間在宅している専業主婦の節電意識等をアンケート調査と考察
〔節電率別・地域別分析〕
●節電の認知度や目標達成意識
①節電目標の認知度 東京71.4%＞大阪61.7%
②節電目標の達成意識 東京31.6%＞大阪18.8%
→大阪の専業主婦には節電目標・詳細や協力依頼は届いていない
節電目標・詳細の周知により節電率が上がることが期待できる
●節電率が高いグループほど、危機意識、責任意識、対処有効性が高い。
大阪は東京に比べいずれも低い。→意識醸成の必要性
●節電率が高いグループほど、停電への不安・恐怖が高い
＝危機意識の高さに関係
●節電意識が高いグループほど、社会的責任および節電意識（家計の節
約につながる）が高く、節電意識の方が社会的責任より大きい。→③④
→経済的インセンティブ方策の展開
①
②
③ ④
節電率 節電率
6
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3-3. (財)アジア太平洋研究所
●アンケート結果の解析の結果、東京では、「停電不安・恐怖」によ
り、「手間・時間」、「不便・不快」を感じながらも無理・我慢をし
て節電をして高い節電率を達成したが、その反動として節電疲れや停
電不安・恐怖の緩和により、今夏の節電意欲が低下したという仮説を
設定。
→（方策）節電の促進要因としての電気代の節約意識は大きく、それ
に係る方策の積極的な実施や情報発信・コミュニケーションは必須と
なる。その一方で、ライフスタイル変革の基盤としての社会意識醸成
や、節電疲れや健康に配慮した無理・我慢しない“上手い”節電に係
るコミュニケーションのバランスを取ることが、中長期的な節電の定
着・習慣化につながる。
◎平日昼間のピークシフト方策の抽出を目的とした、昼間在宅している専業主婦の節電意識等をアンケート調査と考察
〔電力使用量別（2010年夏季実績・年代別分析〕
●電力使用量別・年代別で、節電率に差異は見られない。
●節電目標の認知度＆達成意識 年代が下がるにつれ低下する。
●若い年代ほど停電不安・恐怖が大きく、街中や周囲の節電状況に影
響を受ける人が多い。→①②
7
①
②
●節電率が高いグループほど電気代の節約意識が高く、節約意識の高さを上手く利用した方策推進が節電率向上につなが
る。節電＝電気代節約の上手な方法を周知徹底させること、今夏の関電管内での経済的インセンティブ方策を浸透させる
ことを、電気事業者だけでなく、関西広域連合・自治体の連携のもと進めることが効果的となる。
4. (財)アジア太平洋研究所
8
「今夏における家庭での節電の促進方策-平日昼間・在宅世帯の節電率分析②-」(2012.6.15)
出典: http://www.apir.or.jp/ja/analysis/_pdf/1583_Pdf_1.pdf
〔節電強化率と常時実施率の比較分析〕
●「エアコン温度28℃」と「つけっぱなしにしない」は、
相対的に節電強化率、常時実施率が高く、「ほぼ実施」を
目指して、行動を変化させた専業主婦が多い節電行動。
→現実的な節電行動
●「待機電力」は節電強化率が高く、常時実施率が低い。
恒常的な実施状態の不便さや手間のため、「ほぼ実施」に
は至らなかった。→徐々に習慣化させていくことが有効
●「省エネモード」「冷蔵庫詰め込みすぎない」「扉の開閉
少」は、節電強化率、節電実施率ともに低い。節電行動の
手間や不便さが要因。
→省エネモードは、方法の情報発信が必要。
◎平日昼間のピークシフト方策の抽出を目的とした、昼間在宅している専業主婦（東京と大阪）の節電意識等をアンケート調査と考察
→ここでは、節電行動「水準(ex.エアコン28℃)」だけでなく、「変化（ex.たまに実施orほぼ実施）」について分析
130
5-1. (財) WWFジャパン 省エネルギーシナリオ（2011年7月：中間報告）
9
WWF（世界自然保護基金）ジャパンでは、日本におけるエネルギー需給の分析を行い、
2020年,2030年,2050年における二酸化炭素排出削減シナリオを作成
●シナリオ作成資料として、新聞記事及びインターネットによる、「節電対策」実施状況を調査結果を公表
（○持続可、△持続難）
1.オフィスビル
・照明（○調整・○交換）
・空調（△調整・○遮断性向上）
・OA機器（○使用削減）
・コンセント、動力（△使用削減）
・勤務シフト（△営業日・△サマータイム）
・○クールビズ、○在宅勤務、○監視装置の導入
・○太陽光発電、△不使用設備閉鎖
2.卸・小売店
・照明（△調整・○交換）
・空調（△調整・○遮断性向上）
・○冷凍冷蔵
・コンセント、動力（△使用削減）
・△営業日＆休業日
・○監視装置の導入
・○太陽光発電
3.製造業
・生産設備運用（○設備電源OFF・○断熱・○付帯設備）
・照明（○調整・○交換）
・空調（△調整・△外気取り入れ、○室外機）
・○監視装置導入
・△操業シフト
4.家庭
・照明（○調整・○交換）
・空調（△調整・○フィルター清掃）
・家電（○待機電力・△扇風機）
・○日射遮蔽、△一室集中、○打ち水、○家族旅行
5.交通
・鉄道（○照明間引き・△温度調整・△動力・○自販機＆広告、○間引き運転）
・道路（○照明、△商業施設）
6.その他
・高校＆プロ野球、大学授業シフト、アイデア賞金、利率向上、コンテスト、商品券
http://www.wwf.or.jp/activities/upfiles/110721EnergyScenario01_Ver.pdf
（WWFジャパン「脱低炭素社会に向けたエネルギーシナリオ提案」＜中間報告 省エネルギー＞ 2011年7月）
◎持続が難しい節電対策として、
・空調の調整
・動力の使用削減
・勤務・営業・操業の日・時間シフト
があげられている。
5-２. (財) WWFジャパン 省エネルギーシナリオ（2011年7月：中間報告）
10
●2050年の国内最終エネルギー消費を1990年比で48.2%下げるシナリオを検討
(BAU = 15.4%減 = エネルギー経済研究所予測 をさらに下げる)
住宅 次世代省エネ基準住宅普及率100%
エアコンCOP 3～4→ 6～7
LED照明普及 + 80→200ルーメン/W以上
各種電気製品の半導体改良
業務 オフィス断熱促進
エアコンCOP 3～4→ 6～7
都市緑化
クールビズ
TV会議→ 航空機出張10%減
鉄鋼 電炉へのリサイクル率向上→70%
(原単位:高炉の1/7)
モータ インバータ制御の普及による効率向上
運輸 カーシェアリング普及率 → 5%
エコカー
貨物モーダルシフト
エコカー普及率100%
航空機の軽量化
部門別対策例
出典: http://www.wwf.or.jp/activities/upfiles/20110722Tsuchiya.pdf
マクロなトレンド(全世界)
2050年断面では、電力需要・電力化率がupするが、そのすべての電力が
再生可能エネルギーで供給可能としている。
電力
原子力・
火力
再生可能
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6. (独)産業技術総合研究所（安全科学部門）
AIST-CMBEMによる節電対策の効果の検討
11
●AIST-CMBEM（都市気象-ビルエネルギー連成シミュレーション）による節電効果の評価
出典: http://www.aist-riss.jp/main/modules/product/setsuden/201107/main.html
●室温、換気などの対策が
効果的であるが、結果的に
は、震災後の節電対策はこ
れらのレベルを超えている
ことが分かった。
●計画停電、サマータイム
などの効果は低いことがわ
かった。
電力
及び 第7回日本LCA学会研究発表会講演要旨集A1-20(2012.3)
◎冬季節電対策に関するシミュレーション結果
●冬季の節電では、ピーク時(18時)の節電対
策は、業務だけではなく、家庭での取り組み
も必要
◎夏季節電対策に関するシミュレーション結果
(0-2)計画停電 (10-1)生活前倒し
(12)震災後
7. (財)電力中央研究所 社会経済研究所
12
「統計モデルを用いた震災後の東電・東北電管内の節電量の推定」(2011.11.22)
出典：http://criepi.denken.or.jp/jp/serc/discussion/download/11034dp.pdf
●７，８月の曜日毎の13-16時の需要減少量
→東京・東北電力管区共に木曜が多い。
平日のみでは、東電は曜日間差小だが、東北電は木・金の
節電率高い＝自動車業界の稼動日シフトの効果
●東北電力管内では、生産量低下による需要減が占める割合が
東電より大きい。
●気温感応度はいずれも減少しており、
これは冷房需要における節電効果。
◎統計モデルを用いて震災影響がない場合の電力需要を推定し、震災後の需要実績と比較することで、電力減少量を推定。
・気温・鉱工業生産指数・年周期を説明変数とする統計モデルを使用
・対象期間：震災後～9月末日（東京、東北電力管内）
・生産量低下による需要減少分を分離
（方法）
（分析結果）
東京電力 東北電力
日最大需要 ▲1016万kW ▲245万kW
気温影響分 ▲204万kW ▲70万kW
日最高気温 ▲1.4℃ ▲1.7℃
ピーク需要
(気温影響排除）
▲15.6％ ▲15.3％
生産量低下による
需要減
▲15％
（32万kW)
▲３%
(37万kW)
気温感応度 53万kW/℃ 19万kW/℃
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8. エネルギー・環境会議による節電コスト試算
13
国家戦略室 エネルギー・環境会議 コスト等検証委員会報告書 (2011.12公開)には、
各種発電方式と並んで、節電に係るコスト試算結果(円/kWh)が示された
出典: http://www.npu.go.jp/policy/policy09/pdf/20111219/siryo1-1.pdf
需要家から見たコスト試算結果より、
ほとんどの分散型電源、省エネ製品
の導入は、経済的にメリットがある
●省エネ製品、省エネ投資の節電コスト
省電力機器の導入は、
平均発電単価
(8.6円/kWh)より
安くなるケースもある
●需要家における分散型電源と省エネのコスト（設備コスト－電気料金）
（電気料金）
家庭：20.4円/kWh
業務：13.7円/kWh
14
東京都は省エネ・マネージメント推進方策を示し、そのはじめに昨夏の節電の取り組み状況についてまとめている。
9. 東京都省エネ・エネルギーマネージメント推進方針（東京都環境局、2012年5月）
【東京都の電力消費の特徴】
●オフィスビル等の業務商業系施設を中心に
照明・空調で次のような効果的対策が実施され、
多くの事業所が2012 年も継続して実施する意向である。
・照明照度の見直し＝効果大
従来の750 ルクス以上から、
500 ルクス程度或いはそれ以下が主流に
→多くの事業所が今後も継続する意向
・空調28℃の普及
共有部だけでなくテナントエリアでも空調28℃が進む
・消費電力の「見える化」の取組も進展
●市民アンケートでも、8 割程度が街中・公共施設等での
照明・空調の節電を支持している。
●負担の大きかったとされた節電対策
・大規模事業所（工場）の5 割で生産量の調整を実施
・工場の夜間・早朝への操業シフト、休日操業に負担感
・工場など生産現場での空調28℃は困難
出典:http://www.metro.tokyo.jp/INET/KEIKAKU/2012/05/DATA/70m5e101.pdf
2011 年夏期の最大電力は2010 年夏期に比べ約1,000 万kW 削減され、
計画停電が実施されるような事態は回避された。
【昨夏の節電対策の実施状況】
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10. (財)東京財団（2012.6.4 HP更新）
各電力管内における2012年夏の節電ポテンシャル試算と提言
出典http://www.tkfd.or.jp/research/project/news.php?id=971
＜2012年夏の節電ポテンシャル予測＞
①仮に原子力発電の再稼働なしに2008年度や2010年度並みの猛暑になっ
た場合、節電による電力需要の削減がないとすると、ピーク日・時間帯には
全国的に需要超過になる可能性がある。
②北海道・関西・四国・九州電力の管内で需給ギャップが発生する可能性
があり、2010年度の夏期の最大電力需要と比較すると、それぞれ4%程度、
18%程度、2%程度、10%程度の需要超過となる。
③東京電力管内における部門別・要因別の電力需要減少のうち、自主的な
節電対策による減少幅は、家庭部門7%程度、業務部門16%程度、産業部
門4%程度であったと見積もられる。
④東京電力管内における2011年度の夏期と同程度の自主的な節電対策が
実施されれば、各電力管内で9〜10%程度の節電ポテンシャルは期待でき
るものと試算された。
電力
図 各電力管内における夏期の節電ポテンシャルと
需給検証委員会の推計との比較
●全国9電力の電力需給構造に2011年度実績を基にした要因分析の結果を用い、2012年夏期の節電ポテンシャルを予測した。
＜要因分析結果からの提言＞
（短期的政策）
①電力に係る情報公開を：「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」を改正し、電力会社を対象にすべきである。
②実行可能な節電対策の徹底を：「乾いた雑巾ではない日本」やみくもな電力供給量の回復の前に、
リスクとコストの低い現実的対策を優先すべきである。
③コンティンジェンシープラン（不測時対応計画）の構築を：電力使用制限令の実施を前提とする節電対策プランも用意すべきである。
（短・中期的政策）
④節電と気候変動対策の融合を：需給両面でのエネルギー効率を高め、グリーン産業を育成し、日本社会の「高品質化」を進めるべき。
⑤利益と感情から脱却した議論を：今後の環境・エネルギー政策について国民的議論が行われる環境を整備すべき。 15
134
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資 料 2 
 
 第1回ワークショップ(2012年2月) 
 
 
  
 
未来型節電に関するワークショップ 
 
議事次第 
 
 
日時 2012年 2月 16日（木） 13：00 ～ 18：00 
場所 新霞ヶ関ビル LB階 201D号室（文部科学省 科学技術政策研究所会議室） 
 
議事内容 
 (1) 開会挨拶 
(2) 開催趣旨説明 
(3) 参加者からの発表 
(4) グループディスカッション 
 (5) まとめ、閉会 
 
配布資料 
 資料 WS-1-1 議事次第 
 資料 WS-1-2   プログラム 
 資料 WS-1-3   参加者名簿および座席表 
 資料 WS-1-4   趣旨説明 
 資料 WS-1-5-1  住宅 
 資料 WS-1-5-2  産業技術総合研究所 
 資料 WS-1-5-3  電機メーカー 
 資料 WS-1-5-4  建築 
 資料 WS-1-5-5  省エネルギー 
 資料 WS-1-5-6  鉄道 
 資料 WS-1-5-7  国立環境研究所 1 
 資料 WS-1-5-8  国立環境研究所 2 
 資料 WS-1-5-9  自動車 
 資料 WS-1-6  2030年の社会背景と社会像の例 
 参考資料 他機関による節電に関する調査の実態について 
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プログラム 
 
司会 グリーン･イノベーションユニットリーダー 浦島邦子 
 
 
13:00 ～13:05 開会挨拶 科学技術動向研究センター長 奥和田久美 
 
13:05 ～13:15   開催趣旨説明  
 
13:15 ～16:00 参加者からの発表（説明＋質疑応答=15分）（敬称略） 
13:15 ～ 13:30 井須 紀文 (株)LIXIL 
13:30 ～ 13:45 尾形 敦 (独)産業技術総合研究所 
13:45 ～ 14:00 信太 優子 三菱電機(株) 
14:00 ～ 14:15 竹内 真幸 清水建設(株) 
14:15 ～ 14:30 野尻 雅人 (財）省エネルギーセンター 
 
14:30 ～ 14:45 休憩 
 
14:45 ～ 15:00 松本 義弘 東日本旅客鉄道(株) 
15:00 ～ 15:15 原澤 英夫 (独)国立環境研究所 
15:15 ～ 15:30 藤田 壮 (独)国立環境研究所 
15:30 ～ 15:45 藤本 博也 日産自動車(株) 
 
16:00 ～17:30 グループディスカッション（4 グループ） 
 グループ A-1 蒲生 (尾形、信太、竹内、河本、伊藤)  
 グループ A-2 野村 (藤田、臼井、黒川、鷲津) 
 グループ B-1 藤本 (井須、原澤、松本、片桐) 
 グループ B-2 横尾 (野尻、林屋、小笠原、多田)  
   
 
17:30～18:00 まとめ 
 各グループからの結果報告 
 
18:00 閉会  
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招待者 （五十音順、敬称略）
氏名 機関名 所属 Gr
1 井須　紀文 （株）LIXIL　住設・建材カンパニー 商品本部水まわり総合技術研究所 ＩＢＡ推進室 B-1
2 尾形　敦 （独）産業技術総合研究所 研究環境安全本部研究環境安全企画部 A-1
3 信太　優子  三菱電機(株)福山製作所 営業部　省エネソリューション課 A-1
4 竹内　真幸  清水建設(株) 設計・プロポーザル統括環境・技術ソリューション本部 A-1
5 野尻　雅人 （財）省エネルギーセンター 家庭・地域省エネ普及本部普及総括部 B-2
6 林屋　均 東日本旅客鉄道(株)鉄道事業本部 電気ネットワーク部 B-2
7 原澤　英夫 （独）国立環境研究所 社会環境システム研究センター B-1
8 藤田　壮 （独）国立環境研究所 社会環境システム研究センター環境都市システム研究室 A-2
9 藤本　博也  日産自動車（株） 総合研究所研究企画部戦略企画室 B-1
10 松本　義弘 東日本旅客鉄道(株)鉄道事業本部 電気ネットワーク部 B-1
客員研究官
1 伊藤　康 千葉商科大学 商経学部 A-1
2 臼井　誠次  (株)堀場製作所 開発本部　開発企画センター A-2
3 小笠原　敦 （独)理化学研究所 社会知創成事業 B-2
4 片桐　昌彦  (独)物質・材料研究機構 理論計算科学ユニット B-1
5 河本　洋  名城大学 理工学部機械ｼｽﾃﾑ工学科 A-1
6 黒川　利明  ＳＣＳＫ(株) サービス・イノベーション推進部 A-2
7 多田　国之 B-2
8 野村　稔  野村リサーチ＆コンサルティング A-2
9 鷲津　明由 早稲田大学 社会科学総合学術院 A-2
事務局
1 浦島　邦子 科学技術動向研究センター グリーン・イノベーションユニット
2 蒲生　秀典 科学技術動向研究センター グリーン・イノベーションユニット A-1
3 横尾　淑子 科学技術動向研究センター 総括ユニット B-2
4 吉田　順子 科学技術動向研究センター グリーン・イノベーションユニット
5 和田　潤 科学技術動向研究センター グリーン・イノベーションユニット
ワークショップ参加者名簿
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※算出根拠は、別紙「商品・機能別算出根拠一覧表」をご覧ください。
※CO2排出削減量については、対象品と比較品の使用時の年間CO2排出量を、一定の条件下で比較したものです。詳細はＩＮＡＸのホームページ（http://inax.lixil.co.jp/eco/co2/）をご覧ください。数値はあくまで目安であり、記載通りのＣＯ2 排出量の削減を保証するものではありません。
※記載の商品写真は印刷のため実際の色とは多少の差があります。なお、仕様・価格は変更する場合がありますのでご了承下さい。　
2011.4月版 eco_krs11001
施工前：窓に結露
施工後：結露が軽減
ʔೖឳȑǞᆎഒǦᆎᥚǬীᕝǥƩȆȈࢿ។ǩƩȆȈȢɡșǩƪ
１年間で21,100円節約
超節水ＥＣＯ５
年間13,800円節約
トイレ サティス Ｗタイプ
69％節水の超節水トイレ
節 水
シャワートイレ
年間6,000円節約
使わないときは暖房便座をオフ
省エネ電気 省エネ電気
プロガード
年間1,300円節約
お掃除に使う水を減らせる
節 水
৏዇ǬඪਟࣕǦψܩಐጻǥȮɓɭȽǨཹ൭ȐȪɒɭȽ᭨
１年間で3,430円節約
シングルレバーシャワー水栓
年間3,200円節約
洗面化粧台　エルシィ
៺ݿǬȭɖȭɖसȐᝆපǕǤȝȗȨɨȐ̳ǄૢલȐපȇǗ
１年間で220円節約
健康建材　エコカラット
1日バケツ1.5杯分の節水
節 水 省エネ　　
除湿機やエアコンを使わず
室内の空気を快適に
くもり止めコート付ミラー
年間160円節約
電気を使わないくもり止め
ミラーキャビネット照明（インバータ式）
年間70円節約
蛍光灯照明でエコ
都市
ガス
省エネ電気
省エネ電気
ǑǼǿǩԇഒɬ೒ഒǥǋȉȴȸȶɡȮǥᆎഒ
１年間で7,100円節約
キッチン用水栓　ナビッシュ
省エネ　　都市ガス
ワンプッシュ操作のプッシュ
水栓と、少ない水で快適な
シャワーの組合せ。
専用の組フタと浴槽の保温
材によるダブル保温だから
お湯が冷めにくい。
従来の白熱灯と比べて76％
の省エネ。
ȝȨǥǈਟᤓɞȤɞȤಐጻූᝊǬࢿ។ɅȮɠɭɕ
１年間で16,220円節約
プッシュ水栓＆高級スプレーシャワー
年間11,900円節約
浴室 ラ・バス
こまめな吐水・止水で節水
節 水
サーモバスライト
年間3,600円節約
追いだき回数を減らせる
ネオサークル照明（１灯）
年間720円節約
明るさはそのままで、省電力
※交換用電球費用含む
省エネ　　都市ガス
省エネ　　都市ガス
省エネ電気
水ハネが少ない微細シャワ
ーで従来比20%の節水。
ヒーター式と違い、表面コ
ーティングのくもり止めだか
ら、無電力。
インバータ式蛍光灯照明を
採用して電気代を16％削
減。
大洗浄5L、小洗浄3.8Lの節
水を実現。わずか５Ｌでも
しっかり洗い流します。
人を感知するとわずかな時
間で便座があたたまり快適
に。
表面のツルツルがさらに進
化。汚れがラクに落とせて
お掃除の水と洗剤を節約。
水まわりまるごとエコ生活
節 水
操作しやすいタッチレス
と水ハネの少ないスポッ
ト微細シャワーで効果的
に省エネ。
節約金額 約48,070円
「暮らし、マイナスＣＯ2マーク」
省エネ・節水などの環境負荷低減機能により使
用時のCO2排出量を削減できる最新のINAX製
品と、1990年頃の一般的だった製品とを比較
して削減できる年間CO2量を表示しています。
お ト ク
毎日使うものだから、早めに取り替えて、環境や家計に大きく貢献
水まわりまるごとエコ商品（掲載商品）にかえると
年間 年間
エ コ
CO2削減量 391㎏
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算出機能 効 果 算出根拠
ＥＣＯ６（大６Ｌ/小５Ｌ）
ＥＣＯ５（大５Ｌ/小3.8Ｌ）
ＥＣＯ4（大4Ｌ/小3.3Ｌ）
節　水
Ƃᚾምவˑƃʴܼଈ 
ဏࣱ ʴŴڡࣱʴ ƕٻׅ ʴȷଐŴݱׅ ʴȷଐ̅ဇƠƨئӳưምЈŵ
Ƃൔ᠋Լƃ ᳸࠰ႆ٥Լ᳕ ٻ. ᳗ƂࡽဇΨƃႾǨȍȷ᧸ཛ˰ܡਖ਼ᡶǢȗȭȸȁȖȃǯ
防汚（プロガ ドー） 節　水 ƂᚾምவˑƃƓੈᨊƴ්Ơƨ̝֥ඹ෋ׅૠǛ࠰᧓੭ምƠƯምЈŵƂൔ᠋ԼƃȗȭǬȸȉƳƠ᳕ ٻ.?ƂࡽဇΨƃᐯᅈؕแ
シャワ トーイレ
（シャワ トーイレ一体型便器）
省エネ
（電気）
ƂᚾምவˑƃႾǨȍඥƴؕƮƍƯŴื ඖƔƠ૾ࡸሁƷᆔ᫏КƷምܭࡸƴǑǓŴʴܼଈ
ဏࣱ ʴŴڡࣱʴ ưଐƋƨǓׅ̅
ဇƠƨئӳǛؕแƴ̝ࡈᢿƸܓራКŴภ൦ᢿƸ࠰࠯רư࠰᧓ෞᝲᩓщǛምЈƠƨǋƷưƢŵǿǤȞȸራᩓೞᏡƸŴɟᑍܼࡊưƷǿǤ
Ȟȸ࠯ר̅ဇ଺᧓
 ଺᧓ ưምЈƠƯƓǓǇƢŵųƂൔ᠋Լƃ᳸࠰ႆ٥ԼųƂࡽဇΨƃ࠰ࡇႾǨȍؕแ
シャワ トーイレ
（収納一体型便器、シ トータイプ）
省エネ
（電気）
ƂᚾምவˑƃႾǨȍඥƴؕƮƍƯŴื ඖƔƠ૾ࡸሁƷᆔ᫏КƷምܭࡸƴǑǓŴʴܼଈ
ဏࣱ ʴŴڡࣱʴ ưଐƋƨǓׅ̅
ဇƠƨئӳǛؕแƴ̝ࡈᢿƸܓራКŴภ൦ᢿƸ࠰࠯רư࠰᧓ෞᝲᩓщǛምЈƠƨǋƷưƢŵǿǤȞȸራᩓೞᏡƸŴɟᑍܼࡊưƷǿǤ
Ȟȸ࠯ר̅ဇ଺᧓
 ଺᧓ ưምЈƠƯƓǓǇƢŵųƂൔ᠋Լƃ᳸࠰ႆ٥ԼųƂࡽဇΨƃ࠰ࡇႾǨȍؕแ
サーモバスライト
省エネ
（都市ガス）
ƂᚾምவˑƃٳൢภéˌɦƷ࿢ؾɦưŴ଺᧓ࢸƷภࡇ˯ɦƕࢼஹෘ಺ᲴéȷǵȸȢȐǹȩǤȈᲴé
Ҟ࠰᧓Ƹภࡇ˯ɦƕҞЎᲣưŴ
ෘ಺ܱဇ൦᣽Ჴ.ŴᡙƍƩƖׅૠᲴׅ ଐŴƾǖᢿ༓໲јྙƷዅื֥ưዅืࢸ଺᧓ࢸƴᡙƍƩƖƠƨئӳưምЈŵ
Ƃൔ᠋ԼƃǵȸȢȐǹȩǤȈƳƠųƂࡽဇΨƃᐯᅈؕแ
サーモバス
省エネ
（都市ガス）
ƂᚾምவˑƃȦȋȃȈȐǹԗᡀภࡇédéƷ࿢ؾɦưŴ଺᧓ࢸƷภࡇ˯ɦƕࢼஹෘ಺ᲴéȷǵȸȢȐǹᲴé
Ҟ࠰᧓Ƹภࡇ
˯ɦƕҞЎᲣưŴෘ಺ܱဇ൦᣽Ჴ.ŴᡙƍƩƖׅૠᲴׅ ଐŴƾǖᢿ༓໲јྙƷዅื֥ưዅืࢸ଺᧓ࢸƴᡙƍƩƖƠƨ
ئӳưምЈŵƂൔ᠋ԼƃǵȸȢȐǹƳƠƂࡽဇΨƃᐯᅈؕแ
プッシュ水栓＋節水シャワー
サーモ水栓＋節水シャワー
※電球費用含む
※電球費用含む
省エネ（都市ガス）
節　水
ƂᚾምவˑƃႾǨȍඥƷž˰ܡʙಅ࡫ሰɼƷЙૺƷؕแſƴƓƚǔዅืᚨͳƷɟഏǨȍȫǮȸෞᝲ᣽
ிʮ ƴؕƮƖዅื᣽ǛምЈŵ
Ƃൔ᠋ԼƃǵȸȢ൦ఀᲥǷȣȯȸȘȃȉ᳕ இᢘ්᣽.Ў᳗
ƂࡽဇΨƃ˰ ܡʙಅ࡫ሰɼƷЙૺƷؕแᲢኺฎငಅႾȷ׎םʩᡫႾԓᅆᇹӭᲴ࠯঺࠰உଐᲣ
ＬＥＤダウンライト 省エネ
（電気）
ＬＥＤダウンライト（1灯） 省エネ（電気）
ƂᚾምவˑƃႾǨȍඥƷž˰ܡʙಅ࡫ሰɼƷЙૺƷؕแƴƓƚǔǨȍȫǮȸෞᝲ᣽ᚘም૾ඥƷᚐᛟſƴؕƮƖ໊ƋƨǓƷෞᝲᩓщ᣽ǛምЈŵ
Ƃൔ᠋ԼƃȟȋȬȕྶ᳕᳑࢟ ෞᝲᩓщ᳑ ų᳗ƂࡽဇΨƃᐯᅈؕแ
ƂᚾምவˑƃႾǨȍඥƷž˰ܡʙಅ࡫ሰɼƷЙૺƷؕแƴƓƚǔǨȍȫǮȸෞᝲ᣽ᚘም૾ඥƷᚐᛟſƴؕƮƖෞᝲᩓщ᣽ǛምЈŵ
ʩ੭ဇᩓྶҥ̖ǋԃǉŵ
Ƃൔ᠋ԼƃȟȋȬȕྶ᳕᳑࢟ ෞᝲᩓщ᳑ ų᳗ƂࡽဇΨƃᐯᅈؕแ
ネオサークル照明（1灯）
ブライト照明（1灯）
ダウンライト（蛍光灯ランプ 1灯）
ネオサークル照明
ブライト照明
ダウンライト（蛍光灯ランプ）
省エネ
（電気）
ƂᚾምவˑƃႾǨȍඥƷž˰ܡʙಅ࡫ሰɼƷЙૺƷؕแƴƓƚǔǨȍȫǮȸෞᝲ᣽ᚘም૾ඥƷᚐᛟſƴؕƮƖ໊ƋƨǓƷෞᝲᩓщ᣽
ǛምЈŵ
Ƃൔ᠋Լƃႉ༏໊᳕᳑࢟ ෞᝲᩓщ᳑ ų᳗ƂࡽဇΨƃᐯᅈؕแ
省エネ
（電気）
ƂᚾምவˑƃႾǨȍඥƷž˰ܡʙಅ࡫ሰɼƷЙૺƷؕแƴƓƚǔǨȍȫǮȸෞᝲ᣽ᚘም૾ඥƷᚐᛟſƴؕƮƖෞᝲᩓщ᣽ǛምЈŵ
ʩ੭ဇᩓྶҥ̖ǋԃǉŵ
Ƃൔ᠋Լƃႉ༏໊᳕᳑࢟ ෞᝲᩓщ᳑ ų᳗
ƂࡽဇΨƃᐯᅈؕแ
シャワ ・ード・バス
アクアネオ
省エネ（都市ガス）
節　水
ƂᚾምவˑƃʴܼଈᲢဏࣱʴŴڡࣱʴᲣƕŴ࠰᧓ଐƷλෘǛŴǷȣȯȸλෘᲢ.gʴᲣƴЏǓஆƑƨئӳưምЈŵ
Ƃൔ᠋Լƃࢼஹෘ಺᳕ ෘ಺ܱဇ൦᣽.᳗
ƂࡽဇΨƃᐯᅈؕแ
シングルレバーシャワー水栓
省エネ（都市ガス）
節　水
ƂᚾምவˑƃᐯᅈȢȋǿȸኽௐƴؕƮƍƯŴႾǨȍඥƷž˰ܡʙಅ࡫ሰɼƷЙૺƷؕแſƴƓƚǔዅืᚨͳƷɟഏǨȍȫǮȸෞᝲ᣽
ி
ʮ ǑǓዅื᣽ǛेܭƠƯምЈŵ
Ƃൔ᠋Լƃȏȳȉȫ 
 ᳸࠰ႆ٥Լ ųƂࡽဇΨƃᐯᅈؕแ
くもり止めコ トー 省エネ（電気）Ƃᚾምவˑƃʴܼଈ
ဏࣱ ʴŴڡࣱʴ ƕЎʴȷଐ̅ဇƠƨئӳưምЈŵƂൔ᠋ԼƃȒȸǿȸࡸ
9ƂࡽဇΨƃᐯᅈؕแ
照明（インバータ式）
省エネ
（電気）
ƂᚾምவˑƃႾǨȍඥƷž˰ܡʙಅ࡫ሰɼƷЙૺƷؕแƴƓƚǔǨȍȫǮȸෞᝲ᣽ᚘም૾ඥƷᚐᛟſƴؕƮƖ໊ƋƨǓƷෞᝲᩓщ᣽
ǛምЈŵ
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資料　WS­1­5­1
実施した節電対策の例
効果の
程度
持続
可能性
持続可能とするために、
取り組むべき課題をあげてください
技
術
トイレにおける節水・節電技術
（参考資料）
○ ○ 利便性、環境負荷低減性能、商品価格との両立
浴室における節水・節電技術
（参考資料）
○ ○ 利便性、環境負荷低減性能、商品価格との両立
キッチンにおける節水・節電技術
（参考資料）
○ ○ 利便性、環境負荷低減性能、商品価格との両立
洗面台における節水・節電技術
（参考資料）
○ ○ 利便性、環境負荷低減性能、商品価格との両立
リビングルームおける節電技術
（参考資料）
△ ○ 断熱等での冷暖房のエネルギー削減
リフォーム用防音・断熱窓 ○ ○ コストおよび普及のための補助金
技
術
以
外
オフィス・実験室の蛍光灯等の使用制限 ○ ○ 作業環境の維持
エレベーター使用の制限 △ ○ 利便性の低下
空調温度の低減などクールビズ △ ○ 啓蒙活動
グリーンカーテン設置 △ ○ 啓蒙活動
検討A 節電に関する現状と課題（発表シート1） 検討A 節電に関する現状と課題（発表シート2）
実施できなかった節電対策の例 実施できなかった理由
持続可能とするために、
取り組むべき課題をあげてください
技
術
自然の風の利用による冷房費節減 実験中 効果検証と導入コスト低減のための施策
雨水利用による微小電力発電 実験中 効果検証と導入コスト低減のための施策
セラミックス粒子系真空断熱材による冷
暖房費削減
実験中 効果検証と製造技術開発中
地中熱利用エアコン、内装断熱リフォーム テスト販売中 効果検証
技
術
以
外
夏季一斉休業 休暇取得の多様性 業界による勤務体制の不一致
サマータイム導入 ライフスタイルの多様性 社会での足並み
検討B 未来型節電実現のキーとなる課題の抽出（発表シート3）
想定される
社会像
例 再生可能エネルギーによる発電が全体の50%となっている
1. 再生可能エネルギーによる発電量が全体の３0%以上となっている
2. 電力の自由化が進み、発電源による価格差が生じ、利用者が選択できる様になっている
3. 地域の特徴を生かしたスマートグリッド網が普及しはじめている
4. 輸送に使える石油資源が大きく減少している
技術課題
・研究、開発支援
・インフラの整備
など
例 天候に左右されずに、太陽光と風力による発電が20%を占める
1. 天候に左右されない発電方式が60％以上となっている
2. 送電網のインフラの整備
3. 使用側のインフラの整備
4. 輸送に頼らない地域の資源循環のための輸送手段
技術以外の課題
・ライフスタイルの変
革
・制度改革
・合意形成 など
例 再生可能エネルギーによる発電の固定買取価格が20円/kWhとなっている
1. 電力の自由化と電力の選択権
2. 右肩上がりの成長に関する価値観が変化している
（例：GNH(国民総幸福量)など世界的な価値指標の変化など）
3. 新・ガラパゴス化(鎖国可能な社会)、エネルギーも含め地産地消費
グリーン･イノベー
ションとなりうる優先
的に取り組むべきこと
例 大学での教育、特に電力に関する講座の復活
1. 分散型小規模電気エネルギー
2. 石油に替わる持続可能なエネルギー
3. 新しい価値観の形成
＊2030年(18年後)の社会背景：
化石燃料の減少、再生可能エネルギーが普及、電気自動車が普及など
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産総研における2011年夏期の
節電対策
産業技術総合研究所
研究環境安全本部
研究環境安全企画部
尾形敦
資料WS-1-5-2 アウトライン
• 東電管内の産総研の節電対象
• 昨夏の節電実績
• 技術的な節電施策
• 技術以外の施策
• それ以外の施策（発表シートより）
節電対象と共同使用制限スキーム
臨海
本館
事業所によって昨夏と電力使用の増要因が異なるため、産総研として共同使用制限ス
キームの枠組みで電気事業法第２７条に対応した。同スキームにより産総研全体として制
限電力以下に抑制することができた。また、個別事業所で対応するよりも共同で対応する
方が、ピーク値で平均６００ｋＷ低減できることがわかった。
臨海
別館
第１
共同
第１
エネ 第２ 第３
第４ 第５ 第６ 第７
西 東
北
サイト東京
つくば西 つくば東
つくば北
東電管内に１
３の受電設備
つくば中央
昨年と今夏の電力使用状況・実績
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産総研つくば・臨海センターに対して求められた使用制限電力は３４，２３９ｋＷ。これに対
し、７月に８２％、８月には７６％の水準で目標を達成した。
昨夏からの削減幅は、ベース電力で５，０００～６，５００kW、制限時間帯電力（以下、昼
間電力）で２，０００～３，０００kWであった。
昼間の電力ピークカットのための
NAS電池システム（蓄電池）の活用
今夏は、９時から１８時の時間帯に１，２００ｋＷの放電（電力ピークカット）を実現してい
る。
なお、NAS電池は9月21日の常総市における火災事故、ならびにその原因が明らかに
なっていないことから、全国的にＮＡＳ電池システムの再開の目途が立っていない。
太陽光発電システム
産業技術総合研究所では、新エネルギーとして、つくばを始め、東北、臨海副都心、
中部、関西、四国、中国、九州の各研究拠点に太陽光発電設備を導入している。2010
年度の太陽光発電量は1,207千kWhで、一般家庭355世帯の年間電力使用量に相当
する。
天候に左右される発電方法ではあるが、好天時にはつくば地区だけで600kW程度の
発電（電力ピークカット効果）があった。
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事業所別の夏期輪番休暇
輪番休暇前後の使用電力の変化（AIST第５事業所）
昼夜の差=1,800kW
実際の効果=2,000kW
事業所をグループ化し、７月１９日から９月９日の８週間にわたる輪番休暇を実施。
産総研第５事業所の輪番休暇前と輪番休暇中の１日の使用電力を示す（同じ曜日）。当
初1,800kWの削減効果を期待していたが、長期休暇を見込んだ機器の完全停止に伴うと
考えられる待機電力の削減効果も上乗せされ、実際に2,000kWの削減効果が認められた。
輪番休暇によるピークカット効果
輪番休暇の実施期間 実施事業所 ピーク電力の削減効果 計
7/19-7/22 第５事業所ドラフト △約４００ｋＷ △約４００ｋＷ
7/25-7/29 西事業所（SCR,5D除） △約１，４００ｋＷ △約１，４００ｋＷ
8/1-8/4
ｽｰﾊﾟｰｸﾘｰﾝﾙｰﾑ（SCR） △約１，２００ｋＷ
△約１，６００ｋＷ
北サイト △約４００ｋＷ
8/8-8/12
第５事業所 △約１，８００ｋＷ
△約３，０００ｋＷ
第７事業所 △約７００ｋＷ
北サイト △約４００ｋＷ
臨海 △約１００ｋＷ
8/15-8/19
第２事業所 △約２，７００ｋＷ
△約３，５００ｋＷ
第３事業所 △約３００ｋＷ
第４事業所 △約４００ｋＷ
臨海 △約１００ｋＷ
8/22-8/26
第１事業所 △約３００ｋＷ
△約１，５００ｋＷ東事業所 △約１，１００ｋＷ
臨海 △約１００ｋＷ
8/29-9/2
第６事業所 △約１，０００ｋＷ
△約１，１００ｋＷ
臨海 △約１００ｋＷ
9/5-9/9 西事業所５Ｄ棟 △約８００ｋＷ △約８００ｋＷ
総電力監視システムの導入
使用電力増加に伴う事業所ごとの迅速な対応、および電力監視部署から全事業所への
タイムリーな節電要請が行える体制作りが可能になった。
事業所ごとの節電対策とその効果を正確に把握できるようになったため、職員の節電意
識の向上に繋がっている。また、総電力量を把握できるため、事業所ごとの過度な節電対
策の緩和が可能になった。
減要因について
クリーンルー
ム, 13%
恒温恒湿室,
23%
ドラフト, 8%機器の停止,
31%
集約化, 4%
その他, 21%
その他, 8%
機器の停止,
13%
シフト運転,
33%
ドラフト, 4%
共用施設, 13%
空調・照明,
29%
昼間電力の削減要因ベース電力の削減要因
○ベース電力（夜間から早朝時間帯）の削減要因
昨年度に比べてベース電力で５，０００～６，５００ｋＷの削減。
○昼間電力（制限時間帯９時から２０時）の削減要因
昨年度に比べて昼間電力で２，０００～３，０００ｋＷの削減。
◎筋肉質化（震災復旧による再構築の効果）
今夏、研究環境の筋肉質化が同時に進められた。概ね３，０００ｋＷの省エネ体質が図ら
れたと推定された。
実施した節電対策の例 効果の程度
持続
可能性
持続可能とするために、
取り組むべき課題をあげてください
技
術
動物飼育設備、実験用冷蔵庫・冷凍庫等
の集約化 ◎ △ 特定の研究活動が遅延、停止する恐れがある。
夏季期間中の大電力消費機器の停止・輪
番運転 ◎ × 業務に遅れを生じる。
研究インフラ設備（廃水処理場、極低温
センター）の運転時間シフトによる電力
ピークカット
◎ × 別途費用（時間外人件費など）が生じる。
技
術
以
外
夏期における共用講堂・宿泊施設などの
使用制限 ○ △
研究集会の開催を電力需要の大きな時期以外に設定
するなどが必要。
大電力使消費装置を使った実験の夏期以
外の時期へのシフト ○ ×
・国際競争力を維持するための国家プロジェクト
（研究開発）を維持するためには、長期間にわたる
装置の停止はできない。
・計量、標準、検定業務のように法律上活動を一時
的にも停止できない業務がある。
・大量エネルギー消費施設の場合、装置の立ち上げ、
立ち下げにそれぞれ1週間程度の時間を要するため、
研究進捗が大幅に遅れる。
・移設などに伴い、薬品等の危険物関係の届出など
が新たに発生し、研究業務に遅れを生じる。
・長期間にわたる定時観測が必要な実験データの取
得ができなくなる。
研究機能（研究者も含む）の一時移転等 △ ×
11
それ以外の施策
実施した節電対策の例
効果の
程度
持続
可能性
持続可能とするために、
取り組むべき課題をあげてください
技
術
NAS電池（蓄電地）利用による昼間の電
力ピークカット ◎ △
導入コストが高い。NAS電池の安全性が問題になっ
ており、今後利用できるか不明。
太陽光発電の利用 ◎ ○ 導入コストが高い。日照時間に依存するため蓄電や蓄熱（冷水・温水）など、平準化が必要。
動物飼育設備、実験用冷蔵庫・冷凍庫等
の集約化 ◎ △
特定の研究活動が遅延、停止する恐れがある。
夏季期間中の大電力消費機器の停止・輪
番運転 ◎ ×
業務に遅れを生じる。
研究インフラ設備（廃水処理場、極低温
センター）の運転時間シフトによる電力
ピークカット
◎ ×
別途費用（時間外人件費など）が生じる。
研究機器の集中化による空調機の効率的
利用 ○ △
限定的。研究スペースの制限から、企業等、外部機
関との共同研究に制約が生じる（産業界への貢献度
の低下）。
電気給湯器・製氷機の停止 ○ △ 特定の研究活動が遅延、停止する恐れがある。限定的。
照明の間引き
○ ×
すでに多くの場所で実施しているため、これ以上増
やすと労働環境の悪化が懸念（法律違反）。LED化
のような照明機器の交換が有効。導入コストが高い。
パッケージ空調の省エネ運転 ○ △ 高温になる場所では、空調の出力が抑えられるため、温度コントロールができない。場所の精査が必要。
初夏・初秋の早朝外気導入による室温コ
ントロール △ △
自動運転、ならびに手動でも別途費用が発生する。12
検討A 節電に関する現状と課題（発表シート1）
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実施した節電対策の例 効果の程度
持続
可能性
持続可能とするために、
取り組むべき課題をあげてください
技
術
以
外
共同使用制限スキーム ○ △ 電気事業法第27条に基づく、複数事業所間における電力共同抑制策。ピークカットに有効。
グルーピングした事業所ごとの輪番休暇 ◎ × 建物ごとに休暇を取るような方法を採用しなければ、効果は小さい。
居室スペースの集約化による冷房の効率
化 ○ ○
実験室からの距離が遠くなるなど、利便性が低下す
る。
夏期における共用講堂・宿泊施設などの
使用制限 ○ △
研究集会の開催を電力需要の大きな時期以外に設定
するなどが必要。
大電力使消費装置を使った実験の夏期以
外の時期へのシフト ○ ×
・国際競争力を維持するための国家プロジェクト
（研究開発）を維持するためには、長期間にわたる
装置の停止はできない。
・計量、標準、検定業務のように法律上活動を一時
的にも停止できない業務がある。
・大量エネルギー消費施設の場合、装置の立ち上げ、
立ち下げにそれぞれ1週間程度の時間を要するため、
研究進捗が大幅に遅れる。
・移設などに伴い、薬品等の危険物関係の届出など
が新たに発生し、研究業務に遅れを生じる。
・長期間にわたる定時観測が必要な実験データの取
得ができなくなる。
研究機能（研究者も含む）の一時移転等 △ ×
13
検討A 節電に関する現状と課題（発表シート1） 検討A 節電に関する現状と課題（発表シート2）
実施できなかった節電対策の例 実施できなかった理由
持続可能とするために、
取り組むべき課題をあげてください
技
術
古い空調設備の入れ替え コストが高い 導入コスト低減
自家発電のための燃料貯蔵設備の拡大 コストが高い、法的な変更
届出が必要
コストと温室効果ガス排出量増加への懸念。
省エネタイプ照明機器の導入 コストが高い LED照明装置の価格
クリーンルーム・恒温恒湿室の一般実験
室化（一般空調化）
時間的制約、コストが高い 旧式や使用予定のないクリーンルームや恒温
恒湿室の撤去、一般実験室の改装が容易な建
物設計が必要。
断熱改修（冷暖房効率の向上） コストが高い 古い建物の断熱性能を向上させる（窓、屋
上）安価な方法が必要。
技
術
以
外
実験室ごとの使用電力の見える化 コストが高い レトロフィットでは、多額の費用がかかるた
め、導入が難しい。
他機関と連携した大型設備、分析機器等
の共同利用
準備不足。アイディアの段
階。
利便性の低下、費用負担の明確化など、他機
関との共通認識が必要。
地域全体での共同使用制限スキーム アイディアの段階。 利便性の低下、費用負担の明確化など、他機
関との共通認識が必要。
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検討B 未来型節電実現のキーとなる課題の抽出（発表シート3）
想定される
社会像
例 再生可能エネルギーによる発電が全体の50%となっている
1. 地域ごとに中核となる街に人が集まる。エネルギーの搬送ロスが最小の街づくり
2.
技術課題
・研究、開発支援
・インフラの整備
など
例 天候に左右されずに、太陽光と風力による発電が20%を占める
1. 蓄電、及び蓄熱技術、送電など、再生可能エネルギーの有効利用に係る技術開発
2. 空調などの高効率化（エネルギー回収）
３．照明機器の高効率化（LED化）
技術以外の課題
・ライフスタイルの変
革
・制度改革
・合意形成 など
例 再生可能エネルギーによる発電の固定買取価格が20円/kWhとなっている
1. サマータイムの導入
2. より柔軟な勤務時間（深夜勤務など）が容易に設定できる仕組み
グリーン･イノベー
ションとなりうる優先
的に取り組むべきこと
例 大学での教育、特に電力に関する講座の復活
１．エネルギーマネージメントのスマート化
２．
＊2030年(18年後)の社会背景：
化石燃料の減少、再生可能エネルギーが普及、電気自動車が普及など
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資料WS‐1‐5‐3
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実施した節電対策の例
効果の
程度
持続
可能性
持続可能とするために、
取り組むべき課題をあげてください
技
術
（例）自家発電・蓄電池の導入、活用 ○ △ 導入コストの低減（自家発電や蓄電池技術の開発）
（例）エレベーターの一部停止 △ △ 利便性の低下（→？）
ﾃﾞﾏﾝﾄﾞｺﾝﾄﾛｰﾗと空調ｺﾝﾄﾛｰﾗの連動 ◎ △ 導入コストの低減他社空調機との連動
原単位管理システムの導入 ○ ○ 継続的運用管理体制の構築
技
術
以
外
（例）休日や勤務時間のシフト ◎ × ライフスタイルの変革（フレックス休日制度導入）
空調設定温度28℃固定 ◎ ○ 個人の体調への影響
水曜日・金曜日の一斉定時退場の徹底 △ △ 継続的運用管理体制の構築
家庭での消費増（→？）
夜の一斉消灯 ○ ◎ 残業者への対応
検討A 節電に関する現状と課題（発表シート1）
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検討A 節電に関する現状と課題（発表シート2）
実施できなかった節電対策の例 実施できなかった理由
持続可能とするために、
取り組むべき課題をあげてください
技
術
（例）古い空調設備の入れ替え コストが高い 導入コスト低減のための施策
太陽光パネルの導入 コストが高い 導入コスト低減のための施策
LED照明 器具が高い LED導入コスト低減のための施策
乾燥炉の断熱 今後生産減の見込みのため
技
術
以
外
（例）サマータイム導入 効果が限定的 効果の検証
検討B 未来型節電実現のキーとなる課題の抽出（発表シート3）
想定される
社会像
例 再生可能エネルギーによる発電が全体の50%となっている
1. 再生可能エネルギーによる発電、利用が全体の50％となっている
2.. 化石燃料高騰でエネルギー価格が暴騰し、現在の２～３倍になっている
技術課題
・研究、開発支援
・インフラの整備
など
例 天候に左右されずに、太陽光と風力による発電が20%を占める
１．再生エネルギーの技術開発力強化（開発費、リソース等）
2. 燃料電池、電気自動車の普及加速
技術以外の課題
・ライフスタイルの変
革
・制度改革
・合意形成 など
例 再生可能エネルギーによる発電の固定買取価格が20円/kWhとなっている
1. エネルギー制約に関わる法律の改正が必要（例：新改築時の太陽光発電設置必須等）
2. エネルギーに関する国民に意識が変わっていない
グリーン･イノベーショ
ンとなりうる優先的に
取り組むべきこと
例 大学での教育、特に電力に関する講座の復活
１．義務教育期間でのエネルギー教育実施
２．イルミネーション（特に宣伝用）の制約、見直し
３．１９９０年以前の生活スタイル取り込み（２４時間営業店舗の制限、車の台数制約など）
＊2030年(18年後)の社会背景：
化石燃料の減少、再生可能エネルギーが普及、電気自動車が普及など
実現するために解
決すべき技術課題
は？
実現するために解決
すべき社会システム
課題は？
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グリーンイノベーション推進方策の検討
未来型節電に関するワークショップ
建築分野
清水建設株式会社
環境・技術ソリューション本部
竹 内
～オフィスビル～
資料 WS‐1‐5‐4
GREEN INNOVATION
未来型節電
Copyright 2012 Shimizu Corporation
1. トレンドで見る、 3.11-Before ・After
2. データで見る、 3.11-Before ・After
3. 技術イノベーションの 転換点
4. 未来型節電実現のキーワード（案）
本日の説明
～節電～
Copyright 2012 Shimizu Corporation
2011年の特異点
～節電～
1. トレンドで見る、3.11-Before ・After
GREEN INNOVATION
未来型節電
Copyright 2012 Shimizu Corporation
3.11
震災Before
3.11以前・・地球温暖化防止の枠組み
省エネ
省CO2
節 電
ほぼ同義語として
使われていた
GREEN INNOVATION
未来型節電
Copyright 2012 Shimizu Corporation
3.11
震災Before After
Yahoo HP から引用
「電気予報」 の登場省エネ
省CO2
節 電
3.11で、優先順位が入れ替わる
東京電力エリアの全国民が
電力ピークカットに注目
ほぼ同義語として
使われていた
GREEN INNOVATION
未来型節電
Copyright 2012 Shimizu Corporation
省エネ
省CO2
節 電
3.11
震災Before After
トレンド その１
省エネ
(省CO2)
節 電 ＝電力ピークカット
（省エネよりも、最大電力量削減が優先）
トレンド １： 優先順位が入れ替わる
節電＝電力ピークカット
ほぼ同義語として
使われていた
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GREEN INNOVATION
未来型節電
Copyright 2012 Shimizu Corporation
3.11
震災Before After
「計画停電」 の実施省エネ
省CO2
節 電
3.11で、優先順位が激変
Yahoo HP から引用
停電時のエネルギー自立化
（BCPとＥＣＯが一体的に意識される）
ほぼ同義語として
使われていた
GREEN INNOVATION
未来型節電
Copyright 2012 Shimizu Corporation
省エネ
省CO2
節 電
3.11
震災Before After
省エネ
(省CO2)
節 電 →停電時自立運転
（自家発電＆再生可能エネルギー）
トレンド その2
トレンド 2： ＢＣＰとＥＣＯが一体化
節電＝エネルギー自立
ほぼ同義語として
使われていた
GREEN INNOVATION
未来型節電
Copyright 2012 Shimizu Corporation
2011年 ・・ 3.11 Before ・After の総括
トレンド １： 優先順位が入れ替わる
節電＝電力ピークカット
トレンド 2： ＢＣＰとＥＣＯが一体化
節電＝エネルギー自立
（省エネよりも、最大電力量削減が優先）
（自家発電＆再生可能エネルギー）
●２０１１年
・暫定的 対処療法的
・我慢と犠牲が基盤
（暗い、暑い、遅い）
●２０１２年以降
・２０１１年実績を踏まえた、
省エネ重点技術の転換
・我慢と犠牲を最小化した、
恒常的な制御システム化
Copyright 2012 Shimizu Corporation
某Ｓビルの場合
「春」「夏」「冬」
2. データで見る、3.11-Before ・After
～節電～
GREEN INNOVATION
未来型節電
Copyright 2012 Shimizu Corporation
本社ビル 例年の夏季平均電力量 割合 (8/16-8/20)
GREEN INNOVATION
未来型節電
Copyright 2012 Shimizu Corporation
2011 春 実績
３月 ピーク電力実績 （土、日、除く） ▲37％
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GREEN INNOVATION
未来型節電
Copyright 2012 Shimizu Corporation
2011 夏 計画
夏対策 ピーク電力実績 ▲25％
GREEN INNOVATION
未来型節電
Copyright 2012 Shimizu Corporation
2011 夏 計画
●電気熱源
・設定温度を見直し運転 （4/1～）
●空調
・ 執務室，共用部：空調、換気停止 （3/14～18）
・ 執務室，共用部：空調、換気間欠運転 （3/22～31）
・ 執務室 インテリア27～28℃運転、ペリメータ30℃運転 （4/1～）
●電灯
・ 執務室 窓側消灯，通路部分間引き 1/2を点灯
・ 共用部 各照明間引き 1/3を点灯
●コンセント
・ 執務室 コピー機 フロア 1/4台稼働
・ 共用部 電気湯沸かし器 フロア1/2台稼働
●昇降機
・ 共用部 エレベータ 6台停止/16台中
・ 共用部 エスカレータ 全停止2台
●その他
・ 不要サーバーの停止など
▲約 5％
▲約 4％
▲約12％
▲約2.5％
▲約 1％
▲約0.5％
夏対策 ピーク電力実績 ▲約25％
GREEN INNOVATION
未来型節電
Copyright 2012 Shimizu Corporation
2011 夏 実績
電力ピークカットと省エネの関係
7月 8月 9月
▲27.5％ ▲35.8％ ▲25.4％
●ピークカット (最大電力量）
●省エネ （総電力量）
7月 8月 9月
▲31.8％ ▲35.6％ ▲35.0％
（参考）東京ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ協会 2011夏季最大電力削減実績 23％
GREEN INNOVATION
未来型節電
Copyright 2012 Shimizu Corporation
2011 冬
冬対策 ピーク電力実績 ▲70％
2010年冬 2011年冬
節電
▲35％
2011年冬
自家発電
▲35％
既設を
再整備稼働
GREEN INNOVATION
未来型節電
Copyright 2012 Shimizu Corporation
2012 夏 最先端省エネ技術の新本社に移転
実施した節電対策の例 効果程度
持続
可能性
持続可能とするために、
取り組むべき課題をあげてください
技術 (発電)・自家発電の導入（既設を再整備稼働） ○ ○ デマンド制御と連動したマイクログリッド化
（空調）・執務室、共用部： 設定温度の見直し ○ △ 建築計画で通風導入（外壁換気小窓、吹抜け）
（空調）・執務室、共用部： 空調停止、間欠運転 ○ △ 建築計画で通風導入（外壁換気小窓、吹抜け）
（換気）・執務室、共用部： 換気停止＆間欠運転 ○ △ 建築計画で通風導入（外壁換気小窓、吹抜け）
（照明）・ 執務室：窓側消灯、一般部間引点灯（1/2) ◎ △ タスク＆アンビエント照明化＋センサー制御
（照明）・ 共用部：各照明間引き点灯（1/3） ○ ○ 建築計画で昼光導入（外壁隣接、光ボイド）
（昇降機）・共用部 エレベータ 6台停止/16台中 △ × 出退勤時間、昼休み時間のピークシフト化
（昇降機）・共用部 エスカレータ 全停止2台 △ ○ 人感センサー連動と機器効率化
（湯沸）・共用部 電気湯沸かし器 フロア1/2台稼働 △ △ 機器効率化
(コピー）・執務室 コピー機 フロア 1/4台稼働 ○ × 機器効率化、待機電力削減
（ＩＴ機器）・不要サーバーの停止など △ ○ サーバーのモニタリング＆運転制御
技術
以外
（輪番）休日シフト（木、金 → 土、日） ○ × 土日出勤定常化で総稼働時間増。
在宅勤務、ユビキタス勤務の制度化とｲﾝﾌﾗ整備
検討A 節電に関する現状と課題（発表シート1） ～建築～
指示書式
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検討A 節電に関する現状と課題（発表シート2） ～建築～
実施できなかった節電対策の例 実施できなかった理由
持続可能とするために、
取り組むべき課題をあげてください
技術 （発電）太陽光発電の増設 移転予定新本社で対応 建物としてのマイクログリッド化
エリアとしてのスマートグリッド化
（駐車）機械駐車（二段駐車）の節電 業務機能に支障 入出庫の最適制御？ 学習機能？
機器の効率化
（外壁）外装簡易改修で断熱性向上
熱遮蔽フィルム他
コスト大、時間大 工期・コスト削減
（照明）ＬＥＤ照明への改修 移転予定新本社で対応 工期・コスト削減
（照明）タスク＆アンビエント化
（空調）
移転予定新本社で対応 工期・コスト削減
技術
以外
（時間）サマータイム導入（夏季） 効果が限定的 効果の検証
（時間）夜間勤務化（夏季） 労務管理、通勤手段
業務影響不明
効果の検証
（場所）在宅勤務化 労務管理、業務影響不明 業務影響度
（場所）オフィス移転（海外） 労務管理、業務影響不明 業務影響度
指示書式
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３.技術イノベーションの 転換点
～節電～
「機器・システムの高効率化」から
「運用時の最適省エネ制御」へ
GREEN INNOVATION
未来型節電
Copyright 2012 Shimizu Corporation
当社の省エネ・省ＣＯ２ 技術戦略 １
ゼロ・エネルギー・ビル（ＺＥＢ）への道
3.11で
結果的に
運用時の工夫
を実証した
我慢と犠牲に頼らず
実現できれば、
継続性有り！
GREEN INNOVATION
未来型節電
Copyright 2012 Shimizu Corporation
当社の省エネ・省ＣＯ２ 技術戦略 2
2005年東京都一般事務所ビル
（100kg-CO2/m2/年）
3.11で
結果的に
運用時の工夫
を実証した
ゼロ・エネルギー・ビル（ＺＥＢ）への道
今後は
再生ｴﾈﾙｷﾞｰ
＋最適制御
（ﾏｲｸﾛｸﾞﾘｯﾄﾞ）
（ｽﾏｰﾄｸﾞﾘｯﾄﾞ）
我慢と犠牲に頼らず
実現できれば、
継続性有り！
GREEN INNOVATION
未来型節電
Copyright 2012 Shimizu Corporation
我慢せずに2011年夏を乗り切る (当社研究所)
本館・実験棟群ともに、太陽光発電と蓄電池、発電機などからなる「マイクログリッド」からの供
給電力を最適利用するとともに、本館では昨年10月に導入した最先端のエネルギーマネジメン
トシステム「シミズ・スマートBEMS」によるデマンドレスポンス制御、実験棟群では使用電力を考
慮した実験スケジュール調整を行うことで電力を平準化し、ピーク時における商用電力への依
存度を大幅に低下させました。
スマートビル性能を立証、ピーク電力37%削減
キーワード：最適制御
GREEN INNOVATION
未来型節電
Copyright 2012 Shimizu Corporation
我慢せずに2011年夏を乗り切る (当社研究所)
使用電力を
自在にコントロール
「シミズ・スマートBEMS」
キーワード：最適制御
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GREEN INNOVATION
未来型節電
Copyright 2012 Shimizu Corporation
我慢せずに2011年夏を乗り切る (当社研究所)
電力負荷の平準化により、大幅なピーク電力削減
キーワード：最適制御
GREEN INNOVATION
未来型節電
Copyright 2012 Shimizu Corporation
我慢せずに2011年夏を乗り切る (当社研究所)
パーソナル最適化で、ムダな電力の徹底削減
・人が居ない →照明、空調のムダ徹底削減
・人の好み →過剰な照明、空調の徹底削減
キーワード：最適制御
Copyright 2012 Shimizu Corporation
4. 未来型節電実現の キーワード（案）
～節電～
2030年の明日のために
検討B 未来型節電実現のキーとなる課題の抽出（発表シート3）
想定される社会像
1. 個々の我慢や犠牲を伴わず、省エネが「苦も無く自動的に実現する」最適制御化社会へ
2. 建物マネジメント最適から、「エリアマネジメント最適」「都市マネジメント最適」へ
3. 再生可能エネルギーを主体とした、「自立循環型エネルギー社会」へ
技術課題
・研究、開発支援
・インフラの整備
など
1.省エネ最適制御が「苦も無く自動的に実現する」
精緻なモニタリング＆予測制御技術・・「創・蓄・省 エネの全体最適制御」技術
（エネルギーは勿論のこと、水、食糧、資源、交通も全体最適型の循環制御システム化）
2. エリアマネジメント最適、都市マネジメント最適
「実効性のあるエネルギーエリアマネジメントセンター」の事業、資金、法制、技術検討
（実態無きセンター機能イメージ像との決別）
3. 自立循環型エネルギー社会
「発電量の変動の少ない再生エネルギー」導入への挑戦
（宇宙太陽光発電、地熱利用、海洋温度差発電・・）
技術以外の課題
・ライフスタイルの変革
・制度改革
・合意形成 など
1-1. 創エネのオープン調達化（発電、送電の多様化）
1-2. デマンド制御による省エネ化を支える、経済的に成り立つインセンティブや権限の付与
1-3.エネルギーの、ビジネス化と安全・品質確保の両立
2-1.エリアマネジメントの役割増大と資金枯渇のギャップ解消
2-2.都市計画関連法（含都市再開発法）と建築基準法の役割分担の見直し
3-1.循環に寄与することの、事業インセンティブの強化
3-2.次世代再生エネルギー事業の所有と運営の分離、最適資金調達法整備他
グリーン･イノベーション
となりうる優先的に取り組
むべきこと
１．個別最適（建物）から、全体最適（エリア、都市）へ
（ex 優先順位が変わると、合意形成法も決定手段も制御技術も変わる・・・）
２．エネルギーの公共性と事業性の関係再構築
（ex 安全保障、社会インフラでもあるエネルギーに新しい視点を・・・）
＊2030年(18年後)の社会背景： 化石燃料の減少、再生可能エネルギーが普及、電気自動車が普及など
指示書式
Copyright 2012 Shimizu Corporation
← 2030年の主役達 →
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家庭で節電を進めるには
～電力消費の見える化と適切な情報提供～
平成２４年２月１６日
(財)省エネルギーセンター
資料 WS-1-5-5
東京電力管内　夏季・冬季の最大需要日の需要パターン例
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夏と冬のロードカーブ（全需要・東京電力）
１．家庭における節電
夏と冬のロードカーブ・・・全需要
3出典： (財)省エネルギーセンター調べ
夏と冬のロードカーブ（家庭 関東地方・戸建住宅）
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夏と冬のロードカーブ・・・家庭
１．家庭における節電
4
夏と冬の節電の対象機器
●夏の節電の対象機器 ●冬の節電の対象機器
夏 １４時 冬 １９時暖房にエアコンを使用する世帯
出典：資源エネルギー庁「家庭の節電対策メニュー」及び「冬期の節電メニュー（ご家庭の皆様）」
１．家庭における節電
5
２．家庭の節電のポイント － 電力消費の見える化
検針票による月別使用量の把握
出典： 東京電力ホームページ 6
出典：東京電力 電気のシェイプアップカルテ
https://www30.tepco.co.jp/dv02s/dfw/shapeup/DV02A012/DV02AETOP.jsp
東京電力－電気のシェイプアップカルテ
電力会社による使用電力量通知サービス
２．家庭の節電のポイント － 電力消費の見える化
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7(株)エネゲート
エコワット
(株)システムアートウェア
ワットアワーメーター
簡易計測器による機器別使用量の把握
２．家庭の節電のポイント － 電力消費の見える化
8
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120A
洗濯機 冷蔵庫
TV
エアコン
省エネナビ表示器
分電盤
省エネナビ
測定器
あっ、増えた
今使っている電気量や料金がわかる
省エネ・節電行動の実践
照明
省エネナビによる時間帯別使用量の把握
２．家庭の節電のポイント － 電力消費の見える化
9
グラフで1日の電力使
用量の状況等が確認で
きる。
カレンダーに毎日の目
標達成状況を表示でき
る機種もある。
使いすぎを知らせるイ
ンジケータ機能
現時点の電力使用量を表示
目標と比較してみることや料金換
算値を見ることも可能。
ボタン操作等で
表示内容の切り
替えが可能
※表示内容・方法、操作方法等は製品により異なる。写真は中国計器工業製CK-5型。
省エネナビによる時間帯別使用量の把握
２．家庭の節電のポイント － 電力消費の見える化
10出典：省エネルギーセンターホームページ
さまざまな省エネナビ
省エネナビによる時間帯別使用量の把握
２．家庭の節電のポイント － 電力消費の見える化
11
ＮＴＴドコモ「ドコモ省エネ応援サービス」
省エネナビの発展
２．家庭の節電のポイント － 電力消費の見える化
ＨＥＭＳ(Home Energy Management System)
出典：ＮＴＴドコモホームページ
出典：KDDI(株)他
「HEMSアライアンスの立ち上げについて」
12
省エネナビのデータ
回収データを集計して、
各曜日の時間帯別の電
力使用量、各月の時間
帯別電力使用量、毎日
の電力使用量の推移等
をグラフ化した例
《回収データ》 《集計イメージ》
省エネナビによる時間帯別使用量の把握
２．家庭の節電のポイント － 電力消費の見える化
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13
省エネ成果
設置後、電力消費量が設置前を下回る家庭が多い。
出所：省エネルギーセンター
省エネナビ設置前後の電力使用量実績の変化
省エネナビの効果
２．家庭の節電のポイント － 電力消費の見える化
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ムダ使いをしていないか気になるようになった
こまめに省エネルギーを実践するようになっ
た
自宅の個々の家電製品等の電力消費量が気
になるようになった
自宅の断熱や採光等が気になるようになった
ライフスタイルの見直しをはじめた
その他
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14
省エネへの取組
設置後は、設置前に比較して家庭での省エネルギー
実践行動が拡大。
省エネナビ設置後の家庭内の変化
出所：省エネルギーセンター
省エネナビの効果
２．家庭の節電のポイント － 電力消費の見える化
15
家族の理解・協力
省エネナビ導入時に比べて導入後は、省エネナビに対
して家族から理解（賛成）が得られている家庭が増えて
いる。
(％)
27.8
19.3
4.9
5.4
2.2
25.6
13.5
4.9
4.9
13.0 31.8
46.6 0.0
0.0省エネナビ設置前（n：223）
現在（n：223）
かなり協力的 どちらかというと協力的 どちらかというと非協力的 協力的ではない
どちらともいえない 同居家族はいない 不明・無回答
省エネナビ設置前後の家庭内の省エネへの協力度の比較
出所：省エネルギーセンター
省エネナビの効果
２．家庭の節電のポイント － 電力消費の見える化
16
調査結果②：２００８年２月、全国の２０歳以上の男女 （ｇｏｏリサーチ）
16
３．適切な情報提供
省エネ・節電行動に繋げるためには
17
調査結果②：２００８年２月、全国の２０歳以上の男女 （ｇｏｏリサーチ） 前ページからの続き
「何をすればよいかわからない」：男性４２％、女性６４％
「効果がはっきりしない」：男性３０％、女性１９％
省エネ・節電行動に繋げるためには
３．適切な情報提供
18
暖房用
25.1％
冷房用
1.8％
給湯用
28.7％
厨房用
8.2％
動力他
36.3％
暖房
40％
冷房
30％
給湯
16％
照明・家電, 
14％
認識
用途別エネルギー消費量の割合
（全国 2009年度）
出所： 左 東京理科大学井上隆研究室
右 エネルギー・経済統計要覧２０１１/（財）日本エネルギー経済研究所
用途別エネルギー消費量： 消費者の認識と実態に乖離
実態
「どの用途が一番大きいと思うか」という問い
に対する回答（回答数９８８、2007年調査）
省エネ・節電行動に繋げるためには
３．適切な情報提供
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19
［止水スイッチ付シャワーヘッ
ド］
スイッチ
「節水することも節電になります。
節水すると浄水処理や下水道処理に必要な電力が減ることになるので節電にな
ります。料理や洗いもの、洗濯の時に節水を心がけたり、シャワーの時間もなる
べく短くしましょう。
東京都「この冬も見直して見ましょう 電気の使い方」
①「家庭で使用するエネルギーのうち、給湯で使用するのが約３割」
②「シャワーのお湯、１分間で１２リットル出ています。
家族３人、１人５分だと、１８０リットル ＝ 浴槽１杯分」
「たとえば、止水スイッチ付シャワーヘッドを使うと、
シャワーの出し止めがしやすくなります。」
省エネ・節電行動に繋げるためには
３．適切な情報提供
20
「交換は簡単です。
今使っているシャワーヘッドを回してはずし、新しいヘッドを回し入れるだけです。
ほとんどのメーカーのものが取り換えられます。
商品のパッケージに、対応メーカーが書かれているので、念のため、今使っている
メーカーを確認してからお店に行った方がよいです。」
「この近くですと、○○スーパーの家庭用品売り場で、××円で売っていました。」
「止水スイッチ付シャワーヘッドを使うと、約２５％の節湯効果＊があるという
データがあります。」
＊「IBEC NO.173」
省エネ・節電行動に繋げるためには
３．適切な情報提供
21
「お風呂を出るときは、ヘッドのスイッチではなく、蛇口でお湯を止めた方が
よいです。ホース部分に圧力がかかるからです。」
子供と一緒に入る方に：
介護でお年寄りと一緒に入る方に： 「手がふさがっている方には特に好評です。」
省エネ・節電行動に繋げるためには
３．適切な情報提供
22
省エネ・節電行動に繋げるためには
１．効果のある正確な情報を
２．わかりやすく
３．“どうすればいいか”を具体的に
４．“どうしてか？” も一緒に
５．省エネ以外のメリットも一緒に
３．適切な情報提供
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資料WS‐1‐5‐6
157
実施した節電対策の例
効果の
程度
持続
可能性
持続可能とするために、
取り組むべき課題をあげてください
技
術
日中時間帯での一部列車の運転取りやめ ○ × サービス低下に対するお客様のご理解
自動券売機の一部使用停止 ○ × お客様のご理解
車内蛍光灯、コンコース・ホーム照明の一部
取り外し、日中時間帯の消灯
○ △ 継続中ながらお客様のご理解が必要
案内サインの一部消灯 ○ × お客様のご理解
飲料自動販売機の内部照明の消灯、冷却
時間の設定変更
○ お客様のご理解および事業への影響抑制
駅構内店舗の消灯または減灯 ○ × お客様のご理解および事業への影響抑制
みどりの窓口・びゅうプラザ、駅構内店
舗の冷房温度引き上げ
○ × お客様のご理解および事業への影響抑制
オフィスにおけるLED照明導入 ○ △ 導入コスト低減
オフィスにおけるタスク&アンビエント
照明の試行導入
○ △
オフィスにおける蛍光灯の一部取り外し ○ ○ 継続中
技
術
以
外
節電キャンペーン（ポスター, HP, 放送） ○ ○ 節電によるサービス低下のご理解を継続的にお願い
土日勤務、平日休みの実施 ○ × 事業活動への影響を最小化する仕組みづくり
長期休暇の取得推進 ○ △ 事業活動への影響を最小化する仕組みづくり
クールビズの早期化、延長 △ ○
早め出勤、早め退社の励行 △ ○
検討A 節電に関する現状と課題（発表シート1） 検討A 節電に関する現状と課題（発表シート2）
実施できなかった節電対策の例 実施できなかった理由
持続可能とするために、
取り組むべき課題をあげてください
技
術
車内冷房温度の引上げ（新幹線、特急） お客様の声 お客様のご理解
老朽機器の入れ替え コストと工期 税制や資金面での国からの支援
一部エスカレーターの日中時間帯の停止 お客様のご要望 お客様のご理解または省エネルギー機器導入
技
術
以
外
オフィスにおける老朽機器の入れ替え コストと工期 税制や資金面での国からの支援
オフィスにおける長期休暇？ 事業への影響 効率的な業務運営
検討B 未来型節電実現のキーとなる課題の抽出（発表シート3）
想定される
社会像
例 再生可能エネルギーによる発電が全体の50%となっている
技術課題
・研究、開発支援
・インフラの整備
など
例 天候に左右されずに、太陽光と風力による発電が20%を占める
１．電力の発電と消費のアンバランスの最適化
２．更なる省エネルギー機器による節電
３．不必要な電力使用の削減
① 電力貯蔵、電力融通のための各種技術
蓄電池、低損失送電線・配電線、スマートメータ、電力制御技術等
② ＬＥＤ照明、有機ＥＬ照明、その他各種機器の効率向上
技術以外の課題
・ライフスタイルの変
革
・制度改革
・合意形成 など
例 再生可能エネルギーによる発電の固定買取価格が20円/kWhとなっている
1. 必要以上の明るさの確保をしないことへの社会的許容
2. 最適な公共交通システムへの転換
グリーン･イノベー
ションとなりうる優先
的に取り組むべきこと
例 大学での教育、特に電力に関する講座の復活
＊2030年(18年後)の社会背景：
化石燃料の減少、再生可能エネルギーが普及、電気自動車が普及など
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国立環境研の昨夏の節電対策
未来型節電ワークショップ資料
社会環境システム研究センター
原澤英夫・芦名秀一
１．経緯
２．昨夏の節電実行計画
３．節電の効果評価
４．結果と今後の方向
1
資料 WS-1-5-7 １．経緯
３月１１日 東日本大震災発生
環境研も被災。職員の負傷はなかったが、研究棟、機器・施設に被害発生。
３月１４日 東日本大震災対策本部を設置。
・計画停電実施（～３月２８日、茨城県は被災県として対象外）
３月２９日
・予想される計画停電への対応（計画停電対策タスクフォース設置）。
・東日本大震災復旧・復興貢献本部を設置して、被災地における復旧・復興支援を開始。
被災地のがれき対応を学会などと協力して開始。
３月３０日 関連情報を収集し、ホームページから配信。その後、多数の技術資料を配信。
５月１１日 電力抑制委員会を設置。政府の基本方針を踏まえ、所の節電計画を策定開始。
・各センターで節電計画・アクションプランを策定、所として調整し、とりまとめ。
５月１３日 政府の節電実行基本方針（夏の電力需給対策について）
５月２５日 電力使用制限令：東電管内は１５％最大電力を削減。環境省は２５％設定、そ
れを受けて環境研は２０％を設定。
・環境研の場合、契約電力量５６００ｋＷ（２０１０年の夏には、６１４４ｋＷを記録）。
・４４８０ｋＷ（１００％）とし、９４％時注意報、９７％時警報発令（放送やイントラ）。
６月１６日 節電計画策定。６月下旬に、試行。６月１７日つくば市節電大会。
７月 節電計画の活動開始。
８月 スパコン運転再開。
９月 ＮＡＳ電池、使用停止。常総市の企業設置のＮＡＳ電池火災事故発生のため。
１２月～ 冬季節電を引き続き実施（節電目標などは設定していない）。
・今後、昨夏の節電効果を評価し、今夏の節電計画に資する知見の取りまとめ中。 2
２．昨夏の節電実行計画
１．基本的考え方
国立環境研究所は、これまで地球温暖化防止及び省エネルギーの観点から積極的な節電
対策に取り組んできた。国の機関として初めてのＥＳＣＯ事業の導入（平成１７年度）、研究計
画の工夫・調整による大型実験施設の夏期一部休止（平成１３年度から）、夜間電力をため
て昼間時のピーク時に用いるＮＡＳ電池の導入（平成１５年度）などの大規模な対策から、こ
まめな冷房の調整や不要な照明の消灯の徹底などの細やかな取組まで幅広く行ってきた。
このような実績と経験を踏まえつつ、また、すでに講じた取組の成果をスタートラインとして、
さらに所員全員の英知と努力を集約して一層の節電対策を実施する。
２．実施期間
本計画の実施期間は、平成２３年７月１日から９月３０日まで。
３．目標
東京電力管内である茨城県つくば市に所在する大口需要設備（注１）たる研究所において、
使用制限期間・時間帯（注２）における使用最大電力を基準電力値（注３）に比して２０％以上抑制
するとともに、使用制限期間・時間帯を通じた使用電力の抑制にも積極的に取り組む。この
取組により、NAS電池によるピークカット分を合わせ、平成22年同時期の実使用最大電力値
を２５％以上削減する。
注１： 契約電力５００ｋＷ以上の設備
注２： 平成２３年７月１日から９月３０日までの間の平日の９時から２０時まで
注３： １時間単位の使用最大電力値として５６００ｋＷとする。（H22年同時期の使用最大
電力は６１４４ｋＷであり実績値が契約電力値を上回っていたため、経済産業省告
示に基づき契約電力値を基準電力値とする。）
3
（１）ＮＡＳ電池によるピークカット
・本構内に設置したＮＡＳ電池によりピークカット（ピーク時最大８００ｋＷ）を行う。
（２）スーパーコンピューター等消費電力の大きな設備等に関する節電
・エネルギーセンターの運転方法の変更（都市ガスをエネルギー源とする吸収式冷凍機の活用、供
給する冷水温度の設定変更等）
・スーパーコンピューターの一定期間稼働停止／運転期間中の一部稼働停止
・サーバー類の可能な集約及び一定期間稼働停止
・低公害車棟における試験の一時停止
・大気拡散実験棟の一時閉鎖
・恒温・恒湿室の可能な統合及び一部使用停止／使用する場合の設定温度変更
・試料保管用等の冷蔵庫・冷凍庫の可能な統合及び一部使用停止
・藻類保存装置における昼夜転換運転
（３）冷房、空調に関する節電
・使用していない部屋や会議準備中の部屋などにおける冷房の禁止
・冷房稼働を停止するエリア、部屋の設定とロックアウトによる電力不使用の徹底
・気温の変化に応じたきめ細かな集中冷房の管理、夜間の冷房運転の停止
・サーバ室等個別空調機器の適切な温度設定
・囲い等の導入による空調対象容量の削減
・網戸整備による窓あけと冷房停止の奨励
・ブラインドの活用と適切な調整
・室内二酸化炭素濃度に配慮した換気風量の削減
・壁面等緑化、打ち水、よしず等の実行又は活用
・暑さ対策としてのスーパークールビズ等（ポロシャツの奨励、ノー上着の徹底、冷涼グッズの活用）
の実施
・水筒・マイボトルの持参励行
○節電に係る具体的取組
4
（４）照明、電気機器に関する節電
・研究業務、執務及び安全確保に支障のない照明の間引き、停止を徹底し、所内各所での照明を原
則半減
・手元照明を導入したところでは、日中は室内照明用蛍光灯を原則消灯
・消費電力の大きい水銀灯、キセノンランプ等の使用の徹底した見直し
・便座の暖房停止、洗浄用温水の加温停止
・執務室で使用する冷蔵庫及び電子レンジの数の大幅な集約化
・電気ポット、コーヒーメーカー等の使用停止
・契約更新時又は買換え時におけるエネルギー消費の少ない機器等の採用
（５）OA機器に関する節電
・使用していないOA機器等の待機電力カットの徹底
・パソコンのディスプレーの照度調整等の設定変更、スリープモード等の活用
・プリンタ、コピー機の稼働台数の削減
・会議資料ペーパーレス化の一層の推進
・消費電力の大きいカラーレーザープリンターのピーク時使用の抑制
（６）その他積極的に推進する各種方策による節電
・超過勤務の一層の縮減（定時退庁よびかけの徹底）
・居室の移動、集約化等による冷房・照明等使用空間の削減
・屋外エネルギー配管の断熱性の強化
・エレベーターの運転台数の削減、階段利用の促進
・自動販売機の消灯、省エネ型への切り替え
（７）電力使用状況の職員への周知及び意識啓発
・電力使用状況の「見える化」による、節電モチベーションの向上
・研究部門・管理部門それぞれの組織毎に「節電リーダー」を設置し、節電対策の実施についての管
理を徹底
・職員の家庭における「うちエコ」や「CO2みえ～るツール」等の実践による、職員の節電意識の一層
の向上 5
理事長を本部長とする節電対策本部において、節電計画の周知徹底及び確実な実行を図
るとともに、各需要設備における節電対策の取組状況の確認・評価、緊急時における対応の
指示等を行うことにより、本計画の進捗を管理。
イントラに所内使用電力
一覧を掲載
6
○進捗管理の実施
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○研究所における省ｴﾈﾙｷﾞｰ対策ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝと事後分析に基づく持続
可能なﾜｰｸｽﾀｲﾙの実証研究
目標値：2010年度ピーク比 -20%
検討・実施に当たっての課題：
1. いつ・どこで電力消費があるのか?
2. 居室系で効果がある対策は何か?実験系で効果がある対
策は何か?
3. どの程度の人/場所でやると目標達成につながるか?
4. 目標達成に伴う研究活動・人間活動への痛みは?
①毎時棟別電力消費量の把握
検討フロー
電力データ
（施設課等）
ESCO（空調など） 
冷凍冷蔵庫、恒温槽 
パソコン、大型計測機などの待機電力 
昼高い生活空調、電灯、 
パソコンや機器の稼働電力 
設定温度変更などによる省エネ 
集約などによる一部停止 
待機電力削減 
設定温度変更、電灯間引き、 
装置の輪番停止 
電力消費の内訳 節電方法 
②電力消費の要因分解と対策効果の検討
各セン
ターの対
策提案
統計情報
（IPアドレス、
蛍光灯等）
設備停止
実験、施設
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2011年7月〜9月
電力消費20%削減の達成
③対策効果の検証と実施時の研究
活動への影響の再評価
対策A
対策B
対策C
対策D
これぐらいなら来
年以降も出来る 二度とやりたくない
対策M
対策K
対策L
本研究の到達目標
1. 施設課等関係部局への協力による本年夏期のピークカットの達成
2. 研究的・環境的に継続可能な省エネ型ワークスタイルの提言
3. 低炭素社会研究の第一線にある研究機関として誇れる研究環境の獲得
環境研電気予報（翌日のピーク値）
7
文献： 芦名、松橋、田邊、2011：第39回環境システム研究論文発表会講演集、217～224.
３．節電の効果評価
気温依存性に着目すると、
・ 外気温が15℃を越えると電力
消費量が増加しはじめて約1℃
上昇するごとに100KWH増加する
・ 30℃を越えると伸びが鈍化し、
外気温1℃あたりの増分は
70KWHまで抑えられる
・ 温度依存のある施設の夏期
電力消費量増分は、2,000 KWH
２．今夏の節電対策効果
前年ピーク
(kWh)
削減目標(%) 今夏ピーク
(kWh)
ピーク削減率(%) 7～9月総量削減
率(%)
研究所 5,600 20 3,768 32.7 27.3
筑波大学 22,860 25 16,560 27.6 21.1
東電管内（家庭） 15 6 17(8月）
3．分析結果
電力消費の大きな研究棟に共通する特徴
1: 恒温・恒湿室を設置している本館、研究棟で電力消費量が大きい。
2: 大型実験施設を設置している研究棟で電力消費量が大きい（低公害車施設、ｽﾊﾟｺﾝなど） 。
一方、事務作業が中心となる本館（管理棟）、研究棟の電力消費量は小さい。
○分析の結果（途中段階）
気温[℃]
１．電力消費の気温依存性の検証
8
経産省資料、つくば市節電フォローアップ資料から作成。
４．結果と今後の方向
【結果】
・削減目標以上に削減ができた。
・節電計画、アクションプラン作成時には、危機感があったが、開始以降、比較的余裕が
ある電力使用量の推移となった。要因としては、
１）被災した計測機器や施設などが、復旧していなかった。電力多消費型の恒温・恒湿室
室、冷凍・冷蔵庫の使用を控えた。
２）電力消費量を「見える化」したことで、常に電力消費量を気にするようになり、節エネ・マ
インドが芽生えた。その後の使用量の推移をみても引き続き、同様な値が続いている。
３）パソコン、プリンタ、電気製品の使用数を削減するなど、従来無駄な電力利用が抑制さ
れた。
４）２０１１年夏も暑かったが、２０１０年よりも期間を通じて、気温が低めであったことから
冷房用電力が抑えられた。
【今後の方向】
・２０１２年春には全原発が停止する。再稼働できるかどうか予断を許さない状況なので、
今年の夏の節電は昨夏以上に準備をする必要がある。
・節電効果の評価中であるが、今後はより節電効果の高い対策を主として、あまり細かい
対応は二次的に考えることが、研究活動を円滑に進める上で重要。
・対処療法ではなく、エネルギーシステムの見直しや、節電型機器導入の徹底、各棟・居
室レベルでのスマートメータ設置およびそれを活用した節電管理システムの構築などが
重要。予算をかけなければ出来ないことが多いので、そうしたことまでも念頭に入れた
中長期節電対応計画が必要となっている。 9
実施した節電対策の例 効果の程度
持続
可能性
持続可能とするために、
取り組むべき課題をあげてください
技
術
ＮＡＳ電池によるピークカット ○ △ 常総市工場でＮＡＳ電池による火災が発生したために、使用停
止の依頼があり、それ以降停止中。安全かつ大容量な蓄電機
器・システムの開発が必須。
太陽電池によるピークカット △ ○ 現在の設置容量はわずかだが、夏の猛暑時などピークカットに
は有効。屋根・屋上だけでなく、壁や窓、空き地に設置できる
場所を選ばない太陽電池や容易に設置できるシステムの開発が
必要。
電力使用量に応じた、冷房機器の組み合わせ △ ○ 電力とガス両方を上手に使い分けることが、ピークカットなど
には有効。
パソコン（ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟ、ﾉｰﾄ）の省電力化（プログラ
ム導入、運用改善など）
△ ○ 単体の効果は微々たるものだが、所全体では相当数のパソコン
があることから、ピークカットや電力消費量削減（節エネ）に
は有効。
廊下・通路照明のＬＥＤ化（人感センサー付き） △ ○ 従来のつけっぱなしから、人が通行する場合のみに点灯するの
で、自動的に節エネできる。省エネ意識の向上にも効果あり。
イントラに電力使用量の現状を即時に掲載して、
見える化
○ ○ 電力消費量の現状を確認できるので、対応などが容易になる。
今後は、天気予報（気温など）をもとに、予測ができると良い。
技
術
以
外
スパコンの運用見直し。例年夏期にスパコンを停
止。昨夏は、開始時からスパコン停止して様子見。
◎ × 節電途中で利用者より運転の要望があり、それまでの節電の推
移を見て運用を再開。
所で節電レベルを設定し、各センターはそれに対
応した節電アクションプランを策定して実行。
△ ○ とくに警報・注意報レベルを超える事態が発生しなかったため
に、各センターの節電アクションプランがうまく機能したか検
証はできなかった。
構内にある建物・施設毎に輪番制により一斉節電
計画を作成して実行。
△ × センター・研究者毎に夏期の研究活動が異なるために、建物・
施設毎の一斉節電は十分ではなかった（調整が困難、実効性が
乏しい、効果評価が困難）。
日常的に使用している電気機器（冷蔵庫、湯沸か
し、パソコン、プリンタ他）の利用を制限
△ △ 日常の活動が円滑に進まないことがあり、一部トラブルが発生
した。
節電のため、土日に研究集会等を開催した。 ○ ○ 夏期におけるこの種の集会を土日に開催することで、ピーク
カット可能。
検討A 節電に関する現状と課題（発表シート1）
検討A 節電に関する現状と課題（発表シート2）
実施できなかった節電対策の例 実施できなかった理由
持続可能とするために、
取り組むべき課題をあげてください
技
術
集中型のエネルギー供給システムの見直し コストが高い 中長期にわたる導入計画とコスト計画（予算）が必要。
居室毎の電力使用量のモニタリングと自動的な
対応（スマートメータやＬEＭＳの設置など）
電力使用量に応じた所内課金を
一時期検討したが、機器導入コ
ストが高いのでまだ導入してい
ない。
新しい建物などには、設計時点から導入することが必
要。そのためには、新しい棟を建てる際の建築基準を
見直すなどの規制緩和、コスト追加が必要。
太陽光発電などの再エネの拡大 一部の建物には太陽電池を設置
したが、本格的な大容量の導入
はコスト高のためできなかった。
小容量だと実用化できず、無駄
になる。
所内の研究棟など建物の屋根や壁、遊休土地などに太
陽光発電を設置して、夏のピークカットに備える。導
入の制約や予算を国が支援するなどが必要。また、設
置や電気系統への接続が容易なシステム技術の開発が
必要。
ＮＡＳ電池が期間途中で使用できなくなった。 技術的に問題がある。 ２０１０年にはＮＡＳ電池故障、２０１１年夏には、
火災発生の可能性から使用停止など。技術的に問題点
がある。安全で大容量の蓄電機器の開発は重要。
技
術
以
外
夏期８月の高温期に一斉に休暇をとるなど。 ８月も学会など研究活動は切れ
目なく実施されるので、職員が
一斉に休暇をとるなどは難しい。
電力消費を分散するための仕組みを検討（土日、夜間
運転）。
検討B 未来型節電実現のキーとなる課題の抽出（発表シート3）
想定される
社会像
1. 化石燃料価格が高騰し、火力発電コストが大幅に増大。このため、再エネ、省エネが急
速に普及する。とくに太陽光発電と風力。地熱や小水力発電も地域によってはベース電
源となる。
2. 再生可能エネルギーによる発電が全体の３０％となっている。
3. コンパクトシティ、環境未来都市が各地で実現する。高齢化が進み高齢者が増大するが、
大家族化が復活し、都市部への居住が推奨されるなど高齢者にとって住みやすい社会と
なる。
4. 再エネ、省エネ・節エネをベース電源として、夏期、冬季の不足の場合のみに、天然ガ
ス火力（高効率のコジェネ型）で補完している。
5. 残念ながら温暖化が進行し、日本各地で異常降雨、熱波が発生するなど影響がでるが、
適応策（ハード、ソフト、ヒューマンウェア）により、被害は最小化できる。
技術課題
・研究、開発支援
・インフラの整備
など
1. 各種タイプの太陽電池の開発が促進され、市場化される。屋根以外にも壁や遊休スペー
スに設置可能なタイプが開発され普及する。また、電気系統への接続が容易なシステム
の開発が進む。
2. 洋上風力（沿岸固定型、浮体型）の実用化が進み、容量も拡大する。
３. 電力周波数の統一、２００ボルト化、全国で余剰電力の融通が可能となる 日本列島を縦
断する主要な電力線と、各地域で展開する地域エネルギー網ができる。
４.   地域、都市における地域分散型エネルギーシステムが確立する（スマートグリッド）。
技術以外の課題
・ライフスタイルの変
革
・制度改革
・合意形成 など
1. 再エネ導入促進のための経済的インセンティブ（固定価格買取制度の充実）。
2. 再エネ導入のための規制緩和。特区による規制緩和から、全国へ展開。環境面、コスト
面の配慮は優先されている（環境保全）。
３．発電・送電・配電分離により、住民が自由に電力会社を選べる。再エネ発電電力は多少
高いが多くの国民が利用している。
グリーン･イノベー
ションとなりうる優先
的に取り組むべきこと
・再エネ、省エネに関連する環境機器製造、システム化、運営管理、中古市場の拡大により経済が
活性化、雇用が増大（ｸﾞﾘｰﾝ成長）、また、アジア途上国に輸出が増大して、国際的に日本がこの分
野でリード。
・最新のICTを駆使した、環境未来都市、環境モデル都市の推進と、ノウハウや事業の海外展開（特
にアジア地域）が進む。
・高齢化社会へ対応するためにグリーンイノベーションとライフイノベーションの相互連携。例えば、
介護ロボット、創エネ介護施設、遠隔医療システムの開発と導入。
12
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（独）国立環境研究所
環境都市システム研究プログラム総括
名古屋大学連携大学院教授
内閣府環境未来都市推進ボード委員
藤田 壮（FUJITA, Tsuyoshi)
（fujita77@nies.go.jp)
未来型節電ワークショップ
2012年 2月16日
節電・省エネルギーを可能に
する都市・地域システム
にむけて
1
資料 WS-1-5-8
2
日本の長期・中期目標（日本としては2050年までの
長期目標として60％－80％の削減）
・平成２２年３月に環境大臣試案を公表「２０２０年に
２５％、２０５０年に８０％削減」
●革新技術の開発と既存先進技術の普及
（技術開発と再生エネルギーと省エネの普及）
●国全体を低炭素化へ動かす仕組み
（排出量取引、税制改革、見える化）
●地方の力・環境モデル都市（2008～）
（都市・地域の一体的な低炭素化の取り組み）
低炭素化社会・日本を目指す都市の戦略
環境モデル都市における主な取組（2008年～）
内閣官房地域活性化統合事務局資料
堺市
84万人
先端環境技術活用による街づくり、エコ・カーライフ
・ 「低炭素社会モデル地区」に先進環境技術を先行導入
・次世代自動車共同利用システム、太陽光充電インフラ
豊田
市42
万人
檮原町
5,020人
宮古島
市5.5万
人
省エネ型都市づくり、エネルギー効率向上
・中小ビル省エネ化
・地域冷暖房施設の高度化、湧水熱利用
木質バイオマス地域循環モデル事業
・木質ペレット生産等による循環型森林経営
・風力発電を2050年度までに40基設置
サトウキビ等による地産地消型エネルギーシステム
・バイオエタノール燃料利用、バガス（サトウキビ残渣）
発電・CO2フリー自動車社会の実現
京都市
147万人
歩行者主役のまちづくり、「地域力」を活かした低炭素化活動
・四条通のトランジットモール化、細街路への自動車流入抑制等
・京都の風情を残した低炭素家屋の普及。「平成の京町家」建設
・「エコ町内会」、「エコ学校」等地域ぐるみの力を活かした取組
下川町
39百人
北の森林共生低炭素モデル社会・下川
・育ちの早いヤナギで炭素固定。燃料に活用。
・地域熱供給施設導入。
富山市コンパクトシティ戦略による
CO2削減計画
・路面電車ネットワーク
・公共交通沿線への住み替え誘導低炭素型コンビナート形成、低炭素型ライフスタイル
・メガソーラー、大型燃料電池、省エネ設備導入等
・まちなかソーラー発電所（10万世帯太陽光発電設置）
・地場産業を活かしたコミュニティサイクルシステム
アジアの環境フロンティア都市
・先進技術を活かした「低炭素200年街区」
・工場未利用熱を周辺地域に供給
北九州
市99万人
帯広市
17万人
田園環境モデル都市・おびひろ
・牛ふん堆肥等の灯油代替燃料化
・不耕起栽培
横浜
市
365万
人
知の共有・選択肢の拡大・行動促進による市民
力発揮で大都市型ゼロカーボン生活を実現
・再生可能エネルギーを2025年までに10倍に
・省エネ住宅への経済的インセンティブ付与
水俣
市
3万人
千代
田区
4.5万人
飯田
市
11万人
市民参加による自然エネルギー導入、低炭素街づ
くり
・熱供給システムを個人住宅へ展開
・街区単位で再生可能エネルギーを利用
環境と経済の調和した持続可能な小
規模自治体モデルの提案
・ごみの22分別、高品質リサイクル
・竹等のバイオ燃料化
富山
市42万
人
ゆすはら
3
①多数の多様な自治体からの意欲的な申請
・政令指定都市から人口数千人の自治体まで80を超える
自治体が申請
・13の環境モデル都市の選定
②環境政策、都市政策をふくむ統合的アプローチ
・エネルギー、都市更新、資源循環、市民行動、森林バイ
オマス、水資源・里山保全循環など横断的な政策検討
・国内外での間接的な低炭素効果の算定
③独創的なアクションプログラムの提示
・低炭素化重点地区、モデル街区の選定
環境モデル都市の革新的な意義
5
国家成長戦略の先駆者としての環境未来都市
●環境モデル都市（2008～）
都市・地域の一体的な低炭素化の取り組み
●低炭素都市推進協議会
●低炭素都市づくりベストプラクティス
（2010～）
●環境未来都市（2011～）
世界に冠たる「環境・未来構想」の作成と
それに基づく集中投資で、成功事例を作り
、国内普及・国際展開
5
「環境未来都市」構想
世界に冠たる「環境・未来構想」に基づく集中投資で、成功事例を作り、国内普及・国際展開を図る
スマートコントロールセンター
エコハウス、
高断熱・蓄熱
太陽光パネル
ヒートポンプ・コジェネ
各種省エネ電化製品
小水力発電
電気充電スタンド
太陽電池関連
洋上風車
急速充電ス
テーション
電池デリバリー
次世代型路面電車
発電所の更新
（原子力・火力・CCS）
海水淡水化
電力貯蔵
リチウム電池
エネルギー
供給センター
地域エネルギー
マネジメント
電気蓄電販売
バッテリーコンテナ
陸上風車
電気自動車
省エネビル
電気バス
木質バイオマス
2020年目標
主な施策
環境未来都市整備促進法（仮称）
総合的な政策パッケージを導入
■省エネ基準などの規制強化、税制のグリーン
化等の特例による需要創出、投資促進、製
品・サービスの普及拡大。
■スマートグリッド、再生可能エネルギー、次世
代自動車等を大規模且つ集中的に整備。
関連施策/予算を「環境未来都市」に集中。
出典：産業構造審議会産業構造ビジョン資料より国家戦略室にて作成
● 未来に向けた技術、仕組み、サービスで世界トップクラスの「環境未来都市」を創設
● 政府間提携を梃子にアジア市場に展開
■効率的、効果的な事業推進のための官民連
合体制を構築。
■「未来構想力、事業性、他都市への波及効
果」等の視点で地域を選定するスキームを創
設。
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成長戦略における環境イノベーション(２)
グリーン・イノベーションはわが国の
「環境大国」という強みを活かすべき成長分野
制度設計や規制などの総合的な政策パッケージ環
境技術の普及と促進
再生可能エネルギー等の普及拡大
日本型スマートグリッド
国内資源の循環利用の徹底
環境配慮型のライフスタイルの促進システム
建設ストックの計画的な更新
21の国家戦略プロジェクトの一つとして「環境未来都
市」（総合的なイノベーションを都市で）
7
環境イノベーションを実現するカギ
F.W.ギール(2005)「システム・イノベーション」
交通，通信，住宅，エネルギーや食糧の分野では個
別の技術革新だけではなく社会技術システム(socio‐
technical systems)イノベーションが必要
OECD(2011)「グリーン成長(Green Growth)戦略」
環境効率の高い生産と消費システムの構築には市場
メカニズムだけでは不十分。
価格シグナルに加えて適正な規制とともに，消費者生
産者の意識を高める施策が必要
8
環境技術の地区実証から都市、国土・アジアへ展開
低炭素、資源循環の社会価値を形成するモデル地区指定して、技術群の適用とともにその
運用効果を高める社会制度を先駆的に実現する。都市スケールでの重点地区の選定とネッ
トワークの実現を通じて、国土のシステム転換とともに、アジアへ展開するパッケージ構築
街区例
Sensor
Controller Actuator
GAMS
TRNSYS
低
炭
素
技
術
の
開
発
モデル地区の実証 都市でのネットワーク
展開
国土システム転換
アジアへの展開
環境イノベーションのフィードバック
9
技術開発
費用削減
企
業
制度設計
補助・規制
行
政 特区等の運用
弾力化 条例等による支援
国際
標準化
国の制度転換
注文生産
計画生産
生産効率化
建物群の熱エネルギーの包括的制御システム
10
•PLC：Power Line Communicationsの略。電力線を利用して制御信号などの情報を送受信する。
①街区内の複数の
BACFlexをUCPS
が管理。
②全機器を同時予
測制御しながら、快
適性・環境負荷削
減に関する情報を
開示
国立環境研 街区クラスタリング・プロトコル・システム（UCPS
10
環境イノベーションからの戦略ビジネスモデル（２）
スマートビルから低炭素・循環都市へ
建物でのエネルギーマネジメントから地区単位での需給の効率的制御および、都市ス
ケールの土地利用と施設立地制御によって単体の技術開発と相乗性を持つ地区効果、
ネットワーク効果の実現化可能になる
モデルビル群の実証 都市でのネットワーク
展開
都市でネットワーク展開
ハイブリッド地域熱電供給システ
ム（産業・環境基盤熱利用）
需給平準化エネルギー制御
マネジメント
低炭素施設立地ゾーニング
省エネビル
スマートメーター
外気取り入れBEMS
コジェネ
カーボンｸﾚｼﾞｯﾄ
低炭素エネルギーモ
ニタリングネットワー
ク
炭素排出キャップ排
出権取引
産業・都市近接
立地誘導（コンパクト
都市）
赤字は
社会
制度シ
ステム
11
環境エネルギー情報の「都市」統合マネジメントシステム
12
ゲート
ウェイ
水マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
ゲート
ウェイ
交
通
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
ゲート
ウェイ
教
育
シ
ス
テ
ム
ゲート
ウェイ
ゲート
ウェイ
医
療
連
携
シ
ス
テ
ム
ゲート
ウェイ
資
源
循
環
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
ゲート
ウェイ
災
害
対
応
シ
ス
テ
ム
予測
モデリング & 
シミュレーション
シティ
アーカイブ
ダッシュボード
警告
レポート/分析
拡張表示
分析 監視（表示）
環境エネルギー情報ト
統合マネジメントオーソリティ
BEMS HEMS
CEMS
エネルギー
マネジメント
ゲート
ウェイ
ビル 工場
学校・病院データセンター通信ビル
鉄道・車・ﾊﾞｽ
船舶・飛行機オフィス（店舗）
ｴﾈﾙｷﾞｰ
空調
照明
業務ｼｽﾃﾑ ＩＴ
ｺﾝｾﾝﾄ
ｾﾝｻｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ
人の動き
印刷量
業務量
S/W
PC
複合機
ビ
ル
管
理
シ
ス
テ
ム
ｾﾝｻｰ
ｾﾝｻｰ
直接
CO2排出
待機・整備中航行中
電気
空調
照明
業務ｼｽﾃﾑ ＩＴ
ｺﾝｾﾝﾄ
ｾﾝｻｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ
人の動き
印刷量
業務量
S/W
PC
複合機
ｴﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞｰ
管
理
ｼｽﾃﾑ
ｾﾝｻｰ
ｾﾝｻｰ
ｴﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞｰ
管
理
ｼｽﾃﾑ
ガス
空調用
飲食用
ｴﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞｰ管
理
ｼｽﾃﾑ
ｶﾞｽﾒｰﾀｰ
ｴﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞｰ管
理
ｼｽﾃﾑ
空調用
飲食用
ﾄｲﾚ用
ｴﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞｰ管
理
ｼｽﾃﾑ
水道ﾒｰﾀｰ
水 ｴﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞｰ管
理
ｼｽﾃﾑ
家庭
スマート
メーター
照明
ｴｱｺﾝ
冷蔵庫
ﾃﾚﾋﾞ/AV
電気
ガス水
スマート
メーター
スマート
メーター
燃料供給者
電力会社
ガス会社
上水道
交通管理者
下水道
道路管理者
信号 道路照明燃料燃料
水水
電気
空調
照明
ｾﾝｻｰ
ｾﾝｻｰ
MES ＩＴ
ｺﾝｾﾝﾄ
ｾﾝｻｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ
ｴﾈﾙｷﾞｰ
PLC
ｴﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞｰ管
理
ｼｽﾃﾑ
電気 ｴﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞｰ管
理
ｼｽﾃﾑ
燃料燃料
水水
電気
空調
照明
ｾﾝｻｰ
ｾﾝｻｰ
MES ＩＴ
ｺﾝｾﾝﾄ
ｾﾝｻｰ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ
生産状況
ｴﾈﾙｷﾞｰ
発生要因
PLC
ｴﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞｰ管
理
ｼｽﾃﾑ製造
装置
製造
装置
電気 ｴﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞｰ管
理
ｼｽﾃﾑ
既存ITシステム
（既存ｼｽﾃﾑﾚｲﾔｰ）
ﾊﾟｰｿﾅﾙ
ﾃﾞﾊﾞｲｽ既存ｼｽﾃﾑ ﾃﾞｰﾀー管理者 各社各種ｻｰﾊﾞｰ
統合環境エネルギー情報
マネジメント・オーソリティ
マルチレイヤー管理
都市プロトコール
社会ｼｽﾃﾑﾚｲﾔｰ
官民連携の統合
環境エネルギー
情報マネジメント
IT企業
施設運営
環境都市市民・ユーザー
連携・参画
環境都市空間情報システム研究会資料より抜粋して藤田らが加工
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近隣地区Ａ
（住宅・業務系）
近隣地区B
(住宅系)
熱供給・制御センター
機能（将来案）
ごみ焼却
工場
業務、研究開発区域
6.7ha
環境、ライフサイエンス
研究開発区域
6.7ha
業務、商業交流区域
6.7ha
河川
流通区域
物販施設
研究・業務施設
交流・
物販施設
ホテル
流通区域
研究・業務施設
緑地
スマート
資源循環拠点
鉄鋼
セメント
河川水利用
ヒートポンプ
下水利用
ヒートポンプ
熱集約
センター機能
広域への熱供給
太陽光発電
・熱供給
電力供給
連携環境
研究機能
(案)
下水処理水
熱導管（温冷水）
・地域熱供給
熱導管（温水）
（地下:雨水貯留施設）ホテル
研究・業務施設
中水・雑用水利用
焼却ごみ
再生樹脂
廃プラ
・廃雑紙
食品
廃棄物
食品加工
工場
下水処理場
熱導管
（蒸気・高温水・温水）
メタン
発酵施設
都市ガス
産業都市連携型の低炭素・エネルギーモデル地区の実現イメージ
環境都市機能検討会（国立環境研他 ）資料
13
街区のモデル化と
政策シナリオ
保水性
舗装
高反射
性塗料
屋上緑化
壁面緑化
ビル群高さ
13
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地域資源を活かすハイブリッド型自立エネルギーシステム
都市の特性を生かした環境都市・地区の設計
都市と地区スケールの地区の「地域情報」と「技術情報」を活用し、需要情報と供給情報を把握し、地区・
街区の低炭素・資源循環ポテンシャルを推計する。
(2)地域熱・資源需要
立地解析
(1)地域環境資源の
立地解析
(3)環境地区・街区
の代替案の設計
(4)対策導入による地区
街区の低炭素化
ポテンシャル試算
河川水・地下水・地中熱
工場・清掃工場
下水処理
施設
全国的に
利用可能
公開ＧＩＳ
データ
数値地図
国土基盤
統計局
環境省
提供
データ
自治体
内部
データ
紙データ
・手入力
データ
データベース重ね合せ 需要側のＧＩＳデータベース化
供給側のＧＩＳデータベース化 対象地区・街区を選ぶ
バイオマス利用
可能な森林
太陽光発電
地区・街区で利用可能な
地域資源、対策を導入可
能な地点を表示
推計
実行
低炭素効果
算定演算
プログラム
各施設の用途別・
規模別・月別・時刻
別・地域別エネル
ギー需要の標準
データベース
各環境技術の
導入・運用条件や
コスト等の標準
データベース
①
地域資源を利用した場合の低炭素
ポテンシャルと対策の組合せによる
環境効果、費用対効果の算定
自治体全域の需給情報
をもとにした重点地区・
街区の選択
需要密度
建物用途
・土地利用
国のマニュアル・ガイドラインへのトップランナーとしての発信
低炭素・資源循環の地区街区技術・政策シミュレーションシステムの開発
平成23年度 2013年以降の対策・施策に関
する検討小委員会地域づくりWG地区・街区
サブWG検討資料より抜粋して藤田らが加工
自治体全体での算定
ステージ１
供給特性と需要総量を考慮した、大
まかな低炭素ポテンシャルの把握
地域資源を活用する地区・街区
単位の低炭素ポテンシャル簡
易推計
実行計画策定時の目標設
定等に活用
重点地区での算定
ステージ２
供給・需要特性双方を考慮した、ス
テージ１より精度の高い低炭素ポテ
ンシャルの把握
低炭素化の重点地区・街区
の設定と計画に活用
ステージ３
低炭素地区・街区事業の効果の評
価
個別技術情報と重点地区の街区
情報を追加収集（入力情報の詳
細化）
民間事業者等による
効果の算定と事業計画の提出
• 事業計画に示されたCO2削減
効果を推計手法の考え方に
沿って
チェック（理解と確認）
• 事業効果を向上させるために
助言
地方
公共
団体
での
活用
イメ
ージ
案
※ ポテンシャルの把握には、都市再開発法上
の市街地再開発促進区域の指定状況や町
丁目別統計等を参考にすることも想定する。
低炭素化推進地区
の具体化
※ 必要に応じ、導入技術や街区の施設・設備
の情報等を地公体が独自に調査することを
想定。
※ 地方公共団体実行計画への反映も可能。
低炭素街区事業の促進
※ 地公体は推計手法の『考え方』を活用（事業
計画書の計画値を再評価することは想定し
ない）
地域エネルギー事業によ
る低炭素効果のポテン
シャルが把握できる
14457
[TJ/年]
①高温未利用熱
③太陽光発電
熱(冷暖房・
給湯・厨房)
動力・
照明他
③太陽光発電
/太陽熱供給
たとえば
産業熱利
用の可能
性が明ら
かに
低炭素地域エネルギー事
業の整備地区の設定とそ
の効果の算定が可能に
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地区・街区の低炭素化ポテンシャル推計手法
環境省；地区街区SWG検討会資料より藤田らが加工 都市・地域の節電型環境イノベーション戦略
市場で取引される環境価値はごく一部にすぎない。
低炭素化や資源循環は長期的、広域的な価値を持
つが、この内部化の仕組み。
「環境市場メカニズム」；環境事業支援、環境規制、
環境プレミアム価格等外部費用を内部化する「環境
市場化」
「環境基盤形成サポート」環境問題の深刻化による
将来の必要性が高く、整備に時間がかかる環境イ
ンフラ（ハードとソフト）
＊ハードな環境基盤；資源循環輸送インフラ、高効
率コンパクト都市、高効率素材製造業 等
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検討B 未来型節電実現のキーとなる課題の抽出（発表シート3）
想定される
社会像
例 再生可能エネルギーによる発電が全体の50%となっている
1. 地域の熱源、エネルギー源を活用する分散型エネルギー施設と系統系のシステムが連携
して、多層的なエネルギーネットワークが実現する。
2. スマートエネルギーネットワークがメーターにとどまらず、家庭、オフィス、工場管理
インターフェイス、屋内外のセンサー、機器アクチュエーターと連携する双方向型のエネル
ギー制御システム整備される。
技術課題
・研究、開発支援
・インフラの整備
など
例 天候に左右されずに、太陽光と風力による発電が20%を占める
1.異なるシステムプロトコールを統合するクラスタリングプロトコールシステムの開発とそ
のセキュリティ、運用技術の改善。
2 熱源と需要地を連携する高効率の熱意総システムと低位の熱源を効率的に利用できる熱
転換、熱供給システム.
３．電熱統合型の最適制御システムの開発
技術以外の課題
・ライフスタイルの変
革
・制度改革
・合意形成 など
例 再生可能エネルギーによる発電の固定買取価格が20円/kWhとなっている
1.異なるシステム間のシステム制御を可能にするプロトコールマネジメントオーソリティの
様な地域情報自治システムのガバナンス
2.ディマンドリスポンやマルチｴﾈﾙｷﾞｰモードを選択するための情報共有システムと幅広い利
用者にとっての格差が生じない運営支援システム。
グリーン･イノベー
ションとなりうる優先
的に取り組むべきこと
例 大学での教育、特に電力に関する講座の復活
１。市場メカニズムで提供できない節電、地域エネルギー視して無の効果の同定とそれを社会に内
装化するための官民連携システムの設計と特区指定等による試行的実践による社会転換プロセス
のロードマップの設計。
＊2030年(18年後)の社会背景：
化石燃料の減少、再生可能エネルギーが普及、電気自動車が普及など
17
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夏季節電対応
－日産自動車（株） 会社としての取組み紹介－
科学技術政策研究所 「未来型節電に関するワークショップ」
2012年2月16日 @新霞ヶ関ビル
日産自動車（株） 総合研究所 研究企画部 藤本 博也
資料WS-1-5-9 夏季節電対応 －会社としての取組み 概要－
■ 休日の振り替え（カレンダー変更）
7月1日から9月30日までの間、国内全ての工場、事業所において、
土曜日・日曜日から、木曜日・金曜日へ休日を振り替えた。（工場は6月30日から）
■ 生産工場及び他事業所における勤務時間の変更
昼間のピーク電力削減のため、生産工場の勤務時間を変更した。
■ コジェネレーション等の自家発電設備の活用
■ スマートメーター導入による最大電力量の管理
各工場、事業所にスマートメーターを設置し、使用量規制時間帯（9時～20時）の
電力量を監視・管理した。
夏季節電対応 －会社としての取組み 概要－
■ その他
- 空調設定温度の変更
- 照明の間引きと点灯時間の縮小化
- 塗装設備への省エネ機能追加等、技術的な対策実施 など
＜従業員家庭レベルでの電力削減＞
- 節電効果事例紹介
- 節電チェックシート配布
- 家庭内節電キャンペーン、従業員家族を対象にした
「エコ絵画コンテスト」実施による節電活動の促進 など
夏季節電対応 －節電効果－
■ 7月1日に発令された電力使用制限期間中、昨年のピーク電力量より
15%の削減を求める規制値に対し、約30%削減した
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基準線(FY10最大電力)
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FY11実績(最大電力発生日)
約30％削減
生産工場及び他事業所における勤務時間の変更
2直夕継ぎ
1直
2直
12:00 24:000:00 12:006:00 18:00 6:00
昼勤 夜勤
遅番早番
基準
2直夕継ぎ
1直
2直 昼勤 夜勤
遅番早番
12:00 24:000:00 12:006:00 18:00 6:00シフト変更後
通常シフト
基準
電力使用制限時間
■ 使用量規制時間帯にシフトが３つ重ならないように変更
スマートメーター導入による最大電力量の管理
■ 各工場、事業所にスマートメーターを設置、使用量規制時間帯
（9時から20時）の電力量の監視・管理を実施
栃木工場
追浜工場
テクニカルセンター
横浜工場
座間事業所
本社等
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従業員家庭での夏季節電への取り組み
■ 家庭における節電目標15%の達成支援のため、従業員家庭対象
の節電キャンペーンを実施
①わくわく節電コンテスト
- 7月・8月の2ヶ月間で前年同時期と比較した電力削減量を競う
- トップ：64.6%削減 平均削減率：17.6%
- 主な取り組み：エアコンを使わない、冷蔵庫の設定温度UP、緑のカーテン等
②夏休みわくわくエコ絵画コンテスト
低学年の部 高学年の部
- 「家庭での節電」をテーマに、家庭での工夫や節電風景を表現した絵画を募集
「家族でお風呂に入り、フローティングキャンドルを
楽しんでいるところ」
「朝顔の花を眺めながら、風鈴とうちわ、緑のカーテ
ンで涼んでいるところ」
夏季節電取り組みのまとめ
■ 電力使用量を約30%削減することができた。 （規制：15%削減）
-勤務シフトによる平準化
-自家発・コジェネの効率的な活用
-スマートメーターによる見える化
■ 環境への影響を最小限に抑えることができた。
-CO2発生量を昨年同等以下に抑えた。
■ 従業員の節電マインドを醸成できた
実施した節電対策の例
効果の
程度
持続
可能性
持続可能とするために、
取り組むべき課題をあげてください
技
術
自家発電設備の活用
（コジェネレーション）
○ △ 導入コストの低減（補助金や燃料代低減）
持続性評価に基づく社会的合意（節電vsCO2排出）
スマートメーター導入 △ ○ 導入コストの低減（補助金）
効果状況の共有化（企業、社会のレベルで）
技
術
以
外
休日の振り替え ○ × 社会制度（学校との休日の連携、主婦休み無し）
関連業界との休日連携
日曜の帰宅時、大渋滞と遭遇
テレワーク
勤務時間の変更
（複数工場の需要ピーク重複を低減）
△ △ 早朝出勤時間の集中による交通混雑
テレワーク
空調設定温度の変更 △ △ 体感温度管理（暑さのため、業務効率自体は低下）
高断熱のオフィス設計（パッシブハウス基準）
PC等の発熱抑制
照明の間引きと点灯時間の縮小化
エレベータの間引き運転
△ △
ビル： 昼食時など集中利用時間では時間差
検討A 節電に関する現状と課題（発表シート1） 検討A 節電に関する現状と課題（発表シート2）
実施できなかった節電対策の例 実施できなかった理由
持続可能とするために、
取り組むべき課題をあげてください
技
術
（例）古い空調設備の入れ替え コストが高い 導入コスト低減のための施策
技
術
以
外
（例）サマータイム導入 効果が限定的 効果の検証
特になし
検討B 未来型節電実現のキーとなる課題の抽出（発表シート3）
想定される
社会像 1. 省エネルギー・循環型社会
2. ユビキタス・デジタルネイティブ社会
3. 高齢化・成熟成長社会
技術課題
・研究、開発支援
・インフラの整備
など
1. 低排出ガス車（EV、FCV）、再生可能エネルギー由来の電力
省エネルギー職住環境
2. 電力・情報ネットワークのどこでも化、情報機器の省エネルギー化
3. 健康モニタリング、オンライン診療
技術以外の課題
・ライフスタイルの変革
・制度改革
・合意形成 など
1. 就業環境、住宅環境における省エネ制度の強化 （ビル、戸建て）
2. エネルギーの近隣融通による地域消費量最小化（制度）
グリーン･イノベーショ
ンとなりうる優先的に取
り組むべきこと
1. エネルギー、環境に関する正しい理解を促進する教育
2. 国や地域のエネルギーに関するグランドデザインを立案できるリーダーの創出
＊2030年(18年後)の社会背景：
化石燃料の減少、再生可能エネルギーが普及、電気自動車が普及など
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2030年の社会背景と社会像の例
文部科学省 科学技術政策研究所
科学技術動向研究センター
グリーン・イノベーションユニット
資料 WS-1-6
電力需要見込み
出典: UNEP
世界の人口と水取水量
食料生産に必要な水2030年の社会背景
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出典: 日経ビジネス
出典: 国立環境研究所
将来の姿
2030年の社会背景
コンパクトシティや
地域社会が再構築された社会
エネルギー利用が
スマート化された社会
地球温暖化
想定される2030年の社会像 － 発表者の方々の社会像を分類
・化石燃料高騰でエネルギー価格が暴騰し、
現在の２～３倍になっている
・輸送に使える石油資源が大きく減少している
・再生可能エネルギーを主体とした、「自立循環型エネルギー社会」へ
・再生可能エネルギーによる発電量が全体の３０％以上となっている
・再生可能エネルギーによる発電、利用が全体の５０％となっている
・化石燃料価格が高騰し、火力発電コストが大幅に増大、このため、
再エネ、省エネが急速に普及する。特に太陽光発電と風力。地熱や
小水力発電も地域によってはベース電源となる。
・再エネ、省エネ・節エネをベース電源として、夏期、冬季の不足の場
合のみに、 天然ガス火力（高効率のコジェネ型）で補完している
・太陽光を中心とした鉄道への再生可能エネルギーの割合拡大
・電力の自由化が進み、発電源による価格差が生じ、利用者が選択
できる
・省エネルギー・循環型社会
再生可能エネルギーが普及した社会 化石燃料の減少
・残念ながら温暖化が進行し、日本各地で異常降
雨、熱波が発生するなど影響がでるが、適応策
（ハード、ソフト、ヒューマンウェア）により、被害は
最小化できる
高齢化・成熟成長社会
・スマートエネルギーネットワークがメーターにとどまらず、
家庭、オフィス、工場管理インターフェイス、屋内外のセンサー、
機器アクチュエーターと連携する
・双方向型のエネルギー制御システム整備される
・地域の熱源、エネルギー源を活用する分散型エネルギー施設と
系統系のシステムが連携して、多層的なエネルギーネットワーク
が実現する
・個々の我慢や犠牲を伴わず、省エネが「苦も無く自動的に実現す
る」 最適制御化社会へ
・ユビキタス・デジタルネイティブ社会
・地域の特徴を生かしたスマートグリッド網が普及しはじめている
・コンパクトシティ、環境未来都市が各地で実現する。
高齢化が進み高齢者が増大するが、大家族化が復活し、
都市部への居住が推奨されるなど高齢者にとって
住みやすい社会となる
・地域ごとに中核となる街に人が集まる。
エネルギーの搬送ロスが最小の街づくり
・建物マネジメント最適から、「エリアマネジメント最適」
「都市マネジメント最適」へ
2
0
3
0
年
の
社
会
背
景
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デルファイ調査結果 
実現年：～２０２０年 
 
 
社会
実現年
技術
実現年 課題
2015 - ピーク電力の抑制に対して経済的なインセンティブを与えるしくみ(ネガワット)
2016 -
たとえば、地下鉄の駅が欧米並みに暗かったとしてもだれも奇異に思わないとい
うように、社会全体がエネルギー低消費の生活習慣に慣れ、ごく自然なものとし
ている
2017 -
家電品や照明を低消費電力のものに取り換えさせる施策(強制、あるいは誘導、
助成など)
2017 -
上下水道料金の見直し(節水インセンティブをもたらす料金体系となり、間接的に
節電を促す)
2018 2014 プラグを抜く必要のない家庭やオフィス向け自動節電システム
2018 2014
各種センサ、計測器により室内環境や設備の運用状況を監視し、ビル内のエネ
ルギー・環境負荷を管理するシステム〈Building Energy management System、
BEMS〉（各種のBEMSが中小規模の建物まで広く普及し、業務部門の自動化さ
れた省エネルギーが進む）
2018 2014 屋根以外にも壁や遊休スペースに設置可能なタイプの太陽光発電システム
2018 - 夏・冬に大型休暇を義務付けたり、取得しやすくしたりする施策
2018 - 建物を高気密高断熱のものに建替えるか、リフォームさせる施策
2018  …
家庭でのCO2削減を実践する等、国民の生活スタイルを変化させるような環境教
育導入が効果を発揮
2019 2014 風力発電出力予測技術
2019 2014
宅内通信ネットワークを用いて家電機器、太陽光発電装置、蓄電池等を統合制
御し、CO2排出を削減する家庭用エネルギーマネジメントシステム(HEMS)
2019 2014 中小企業でも導入可能な工場全体のエネルギーマネジメントシ ステム（FEMS）
2019 2015
環境に関連する情報（カーボンフットプリント、フードマイレージなど）がほとんどの
商品に表示
2019 2016 情報処理をすべてクラウド化して、オフィスや端末の処理を最小化する
2019 2017
向こう1時間の太陽光発電、風力発電の発電量やそれらの地域分布を正確に予
測する技術
2019 2017
熱効率が現状より20%アップした高性能、低価格(工事費を含む)な建築用断熱材
料
2019 - 勤務時間など生活時間帯を自然の日照時間に沿ったものにかえてゆく施策
2019  …
太陽電池などの再生可能エネルギーと燃料電池などをハイブリッドした住宅のエ
ネルギーシステムの本格普及
2020 2014
逆浸透膜などによる経済的・実用的な海水淡水化技術や、汚染水浄化再利用技
術などを活用し、水の偏在化に対応した地域固有の水循環利用システムの構築
2020 2016
ネットワーク通信・制御・管理技術、通信により電力供給を最適化するマイクログ
リッド技術
2020 2016
CPUの省電力化、液体冷却、サーバーの統合・仮想化、空調設備の電力制御な
どIT機器やデータセンターなどのグリーンITによる、大幅な省エネルギー化技術
（ITシステムに係る電力利用効率がおよそ2倍になる）
2020 2017
電気自動車充電など、余剰電力の吸収バッファになりそうな需要をリアルタイム
に把握する技術
2020 2017 高性能、低価格(工事費を含む)な太陽熱の集熱・蓄熱システム
2020 2018
民生用超高効率ヒートポンプ（空調機用COP（エネルギー効率）≧8、給湯用COP
≧6、排熱回収も含む）
資料 WS-3-7 
＊本調査と第９回デルファイ調査結果を併せて、
　ワークショップ用として年代別に抽出したもの 
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デルファイ調査結果 
実現年：２０２１～２０２５年 
 
社会
実現年
技術
実現年 課題
2021 2015 バイナリー発電・ヒートポンプなどによる中低温地熱資源利用技術
2021 - 自動車シェアリングを促進する施策
2022 2016
プラグインハイブリッド自動車などのバッテリーを用いて需要家内や配電系統の需給制御を
行う(V2G)
2023 2014 集中型太陽熱発電(中央タワー、ソーラー・トラフ、太陽熱化学システム等)
2023 2016 蛍光灯に代わる照明用の有機高分子・面発光体
2023 2016
設計、開発、製造、運用、保守、廃棄などの生産活動を支援（最適化・効率化・許認可申請
など）する高度なバーチャルマニュファクチャリングシステム
2023 2017 1週間以上無充電で動作可能な携帯PC
2023 2017
高度情報化社会において飛躍的に増大するクライアントからのリクエストサービスを、低消
費電力かつ高スループット（電力当りのスピード比で100倍）で提供可能な広域分散処理・仮
想化技術
2023 2017 自己給電型（周囲環境のエネルギを吸収し発電）無線通信センサ
2023 2017
発光効率10 lm/Wを超える高効率LCD、高効率PDPパネル、発光効率および寿命を向上し
た有機ELディスプレイ、新原理のディスプレイ・デバイス・材料等
2023 2017 ICタグ用など、熱、振動エネルギー等による超小型高効率発電機
2023 2017 150℃を越える蒸気生成が可能な産業用ヒートポンプ
2023 2017 メカトロニクス機器の超小型化を可能にするための放熱・省エネルギー・アクチュエータ技術
2023 2017
50%以上の工場で導入される、多様な製品・変動する生産量に対応し、再構成可能な製造シ
ステム
2023 2018 高性能で低価格な(工事費を含み、現状と発電コストが同等の)太陽光発電システム
2023 2018
SiC、GaN、などの新素材を用いた低損失パワーデバイスによる電力変換装置の大幅な効
率化、小型化技術
2023 2018
発光効率150 lm/Wを超える、次世代高効率照明（LED、有機EL等の素子高効率化、材料の
改善等）、マイクロキャビティ/クラスター発光等の高効率高演色白色光源
2024 2014 人力(ジムや通行などによる)発電システム
2024 2015 風、波、潮流等の海洋エネルギーの商業ベース利用技術
2024 2016
化石燃料への依存度を低減させる、未利用バイオマスや廃棄物を用いるガス化発電あるい
は合成燃料製造技術
2024 2017 局所的な余剰電力を回収して大消費地や揚水発電所等に送電するための専用の送電線網
2024 2017 需給状況や蓄電量の「見える化」がほとんどの場所に適用される
2024 2017
自然エネルギー、自然通風、自然採光、及び雨水・地下水等の利用を可能とするエネル
ギー自立型建築技術
2024 2017 24時間にわたるロボットの自律作業を可能にするためのバッテリー・省エネルギー技術
2024 2017 廃棄時の低環境負荷での再生･再利用を考慮した太陽電池システム
2024 2018
数県にまたがるような広域レベルで再生可能エネルギー由来の電力の活用を最大化するよ
うな電力ネットワークシステム(再生可能エネルギーの不安定さを克服)
2024 2018 低コストで定型的施工が行える地中熱利用技術
2024 2018 コミュニティ単位で自然・未利用エネルギーを活用した、物質循環サイクルを形成する技術
2025 2017 屋根の雨水、上下水の位置エネルギー等を利用した小型発電システム
2025 2017 不揮発性のロジックLSI
2025 2018 電力効率を向上させ日本の総発電量を20%削減することのできるスマートグリッド技術
2025 2018
オール電化住宅で、太陽光発電と二次電池の組み合わせにより、100万円以下で安定的に
供給可能な約90%の電力量を賄える家庭向け電力貯蔵用電池技術
2025 2018
一充電で、現行ガソリン自動車と同等の航続距離（約500km）が走行可能な電気自動車を実
現する高いエネルギー密度（現行の約3倍）を有する長寿命・高信頼性の自動車用二次電池
技術
2025 2018
原子力をはじめとした大型電源から太陽光などの分散型電源および需要機器まで、全体の
需給バランスをICTを活用し最適に運用することにより、低コスト、安定供給、低炭素化電力
供給が可能となるような次世代総配電ネットワーク技術
2025 2018 間欠的に生じる未利用熱エネルギーを効率よく利用する技術
2025 2019
移動体用（車載用など）低コスト二次電池（重量エネルギー密度100Wh/㎏以上、出力密度
2000W/㎏以上、コスト3万円/kWh以下）
2025 2019
省エネルギー等、環境に関わる技術の先進国、新興国、途上国間協力・移転が国益・地域
益・世界益に結実するための国際合意形成方法論
2025 - 中心市街地への移住を促進する施策
2025 -
エネルギー多消費を前提とした社会構造が見直され、たとえば1990年ころの生活スタイルに
立ち返って24時間営業店舗が規制される
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デルファイ調査結果 
実現年：２０２６～２０３０年 
 
社会
実現年
技術
実現年 課題
2026 2018
都市部や住宅地域において街区単位で自然・未利用エネルギーを活用（建物間で電
力・熱・水などを融通）し、物質循環と一体となった面的利用エネルギーシステム（都
市部のヒートアイランド現象を緩和し、都市部でも郊外でも低炭素コミュニティづくりに
寄与する）
2026 2019 パワー密度100W/cc以上を実現するSiC、GaN等の新材料デバイス
2026 2019
エクセルギー的にみて使いにくい低品位熱エネルギーを効率よく高エクセルギー状態
に転換する技術
2026 2019
既存ダムに堆積した土砂を低環境負荷のもとで河道に戻し、河川と沿岸環境の回復
とあわせて、水力エネルギー生産力の回復を可能にする技術が普及する
2026 2020
需要側で電力の由来(太陽光、石炭など)を識別して選択し、安定に供給を受ける技
術
2026 - 家族・近隣との絆が見直され、コミュニティが復活し、逆に個人の快楽追求は弱くなる
2027 2019 大部分のモバイル機器（PC、携帯電話、PDA等）の電源が燃料電池に置き換わる
2027 2019
高速道路において、電気自動車、ハイブリッド自動車の走行時に常時給電可能なイン
フラ設備
2027 2019 変換効率20％以上の大面積薄膜太陽電池
2027 2019 低コストで変換効率20%以上の大面積薄膜太陽電池
2027 2020
ネットワークインフラの発達により、居住・仕事の物理的場所の差がなくなり、リアルな
オフィスに代わってバーチャル・オフィスが主流になる
2027 2020
都市間の貨物輸送の効率化を図るために、鉄道と道路、道路と港湾・空港、鉄道と港
湾・空港の結節点における時間・コスト・環境負荷のそれぞれを半減するシステムが
開発される
2027 2020
地域・地区単位で自然・再生可能エネルギーを最大限に活用し、かつ物資と物質循
環に対しても地産池消を実現するための技術と法制度が整備される
2028 2019
バイオマスのカスケード利用としての植物・微生物を用いた、商業ベースの燃料/バイ
オケミカルズの製造技術
2028 2019 直接還元などの新しい製造システムの構築による低環境負荷精錬技術
2028 2020 振動からのエネルギー（100mW）をもらい、半永久的に動作するLSI
2028 2020 熱エネルギーを活用して半永久的に動作するLSI
2028 2020
化石燃料、太陽エネルギー、風力、電気、空気、熱等の様々なエネルギーで移動体
の原動機（アクチェータ）を動かすためのハイブリッド制御技術
2028 2020
都道府県あるいは道州単位の地域レベルにおける森林資源・動物の排泄物・穀類の
未利用材料等によるバイオマスエネルギーおよび副生成物・機能性物質等の物質連
関による物質・エネルギー循環システムが構築される
2028 2023
ナノフォトニック技術などにより、消費電力が1/1000に低減されたネットワークノード
（コンピュータやルータなど）
2029 2020 未利用の深海微生物の生理機能を利用した、食品や医薬品等の生産技術
2029 2020
中緯度温帯地域でもシステム成立可能な高収量かつ輪作を可能とする草本系などの
バイオマス商業生産技術
2029 2021 シリコンやGaAsを用いた太陽電池を凌駕するエネルギー変換効率の新材料技術
2029 2021
MW規模の系統連系安定化用低コスト二次電池（サイクル寿命：20年以上、コスト1.5
万円/kWh以下）
2029 2022 地表水・海水を熱源とした高効率エネルギー供給技術
2030 2019
メガワットクラス以上の出力を有する海洋エネルギー資源利用発電技術（波浪、潮
汐、潮流、海洋温度差発電等のいずれか）
2030 2020 希少金属を用いない自動車用の高効率燃料電池
2030 2021 物質、エネルギー、水がコミュニティ単位で高効率に活用される、循環型社会の形成
2030 2021
全ての産業ごとに、製品の製造から廃棄までのライフサイクルと生態系影響を考慮し
て環境負荷を半減させるエコファクトリー化・低エントロピー化技術が普及
2030 2021
再生可能エネルギー源を活用するための高効率エネルギー変換・貯蔵・低環境負荷
材料
2030 2021
自然や生物の機構に学んだ、安全かつクリーンで、エネルギー効率が良い、量産型
の製品・材料製造技術
2030 2023 エネルギー変換効率60%以上の太陽電池
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デルファイ調査結果 
実現年：２０３１年～ 
 
 
 
社会
実現年
技術
実現年 課題
2031 2022 変換効率10％以上の熱電発電モジュール
2031 2024 太陽光と水からエネルギー変換効率５％以上で水素を製造する技術
2032 2019 低環境負荷元素のみで構成した発光デバイス
2033 2024 １MW、50kWh級電力貯蔵用超伝導フライホイール
2035 2025
数十kWh級系統安定化用のSMES（超電導磁気エネルギー貯蔵システム）（コスト
5～7万円/kW）
2035 2025 大陸間の送電時のエネルギーロスが実用レベルに低減された材料
2035 2028
化学エネルギーを力学エネルギーに変換する運動タンパク質（分子モーター）を
利用した高効率のエネルギー変換技術
2037 2027 電力をマイクロ波またはレーザで地上に伝送する宇宙空間太陽光発電所
2037 2027 超伝導送配電網
2037 2028
超低電圧(10mVオーダー)で動作し、人体にも優しい高信頼性のバイオ融合有機
デバイス・ＤＮＡデバイス
2031- 2023 ほとんどの自動車が電気自動車、燃料電池車に置き換わる
2031- 2023 CO2排出量を個人ごとに管理するシステム
2031- -
人口減少に伴って市街地を縮小する際、水循環と生態系、および生活文化の持
続性を踏まえた、土地利用戦略が創り出され、コンパクトなインフラ計画による自
然共生型の市街地が形成される
2031- -
水、食料、エネルギーの遠距離輸送が少なく域内で大半を自給できるような中核
都市が大半を占める
2031- -
革新的な再生可能エネルギーやマネジメントシステム等の導入・開発により、大
震災前に比べ便益を損うことない生活レベルを保持しつつ、温室効果ガスの排
出量が1990年比で25%削減される
2031- 2031-
情報の伝達・蓄積システムに係る必要エネルギー量が2010年と比較して、100万
分の１（取り扱い情報量で正規化）になるグリーンＩＣＴシステム
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